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Ⅰ. 調査概要 
  



 

Ⅰ 調査概要 

１．調査の目的 

本調査の目的は、新型コロナウイルス感染症により生じた社会システムの急激な変化に

よる子どもの生活への影響について、以下の調査から検討し、政策提言を行うことである。

（１）新型コロナウイルス感染症の影響を検討する保護者とその子どもを対象とした調査

（以下、保護者調査・子ども調査）、（２）困難を抱える子どもの対応をする機関の実態把

握・対応状況の変化を検討するための調査（以下、機関調査）。 

本研究では、上述した２つの調査をとおして、新型コロナウイルスが招いた災難や危機的

状況（以下、「コロナ禍」）の影響を受けて困難を抱えている子どもの実態を明らかにし、

声を上げにくい子どもを主体とした社会的課題の同定を目指す。具体的には、保護者調査に

よって、親の就労状況の変化等の全体像を把握し、機関調査によって、経済的な問題に加え

て、虐待や親の精神疾患等の多重的に困難を抱える深刻な子どもに対応する児童相談所・一

時保護所、市町村（児童相談・母子相談部門、母子保健部門、教育委員会、学校）等の機関

の実態と対応状況を把握する。そして、保護者、機関の実態を踏まえた対応策について、感

染症による特徴的な変化を同定することで、これまでの自然災害に加え、新たに感染症対応

に関して独立した子ども支援計画の設定や方向性を示し、また通常課題に対する対策のな

かで、より強化すべき方向性を明確化し新たな示唆を提言する。 

 

２．調査方法 

保護者調査・子ども調査は、研究代表者・共同研究者が調査票を設計し、インターネット

調査会社に調査を委託して実施した。保護者調査・子ども調査では、調査を委託するインタ

ーネット調査事業者のモニターの中から、0～19 歳未満（2020 年 10 月時点）の子どもを持

つ保護者を対象とした。保護者調査は、0～19 歳未満（2020 年 10 月時点）の子どもを持

つ保護者の中から調査に協力ができるモニターを対象とした。子ども調査については、保護

者調査に協力したモニターの中で、子どもの年齢が小学校高学年（9 歳～）から高校生・高

専生等（19 歳未満）の子どもで、事前に子ども調査への参加協力についての同意が得られ

た保護者の子どもに対して調査を行った。 

機関調査では、市町村調査、児童相談所調査、学校調査の３つを対象とした調査票調査を

実施した。調査方法は、郵送による配布・回収を行った。市町村調査については、Excel 調

査票をダウンロードし、メールにて返送する方法も併用した。 

 

３．調査内容 

保護者調査・子ども調査では、新型コロナウイルスによる仕事への影響、コロナ禍で利用

した公的支援制度（給付金・貸付・猶予や減免等の制度）、新型コロナウイルス感染症で不

安に感じたこと、子どもに関する新型コロナウイルスで日々困っていると感じること、休校



 

の影響、家族の状況について、子どもとの関係について、心身の状態、まわりの人や配偶者

との関係、生活について、家計について、毎日の生活で感じていること、等の 172 設問（20

項目）で構成した。 

機関調査では、新型コロナウイルスによる業務への影響、他機関・他部局との連携体制の

変化、コロナ禍で利用した公的支援制度の実態等について調査した。各部門の調査票構成に

ついては、次のとおりである。調査票については、児童相談・母子相談は、675 設問（5 項

目）、児童相談所・一時保護所では、315 設問（9 問）、児童相談所では、485 設問（11 問）、

母子保健では、228 設問（7 項目）、教育委員会は、415 設問（5 項目）、学校では、50 設

問（10 項目）で構成されている。 

 

４．調査対象者 

保護者調査・子ども調査は事前に 3 万人のモニターに対してスクリーニングの事前調査

を行い、子どもの年齢条件（0～19 歳未満の子ども）を満たし、かつ保護者調査・子ども調

査の両方（小学校高学年から高校生・高専生等の子どもがいる保護者に限る）、または保護

者調査のみ調査協力の同意の得られた保護者（0～19 歳未満の子どもを持つ保護者）を抽出

した。本調査では、調査協力の得られた保護者に対して調査を実施し、保護者調査のみの保

護者と、保護者調査と子ども調査の両方ともに協力した保護者に対して実施した。本調査で

は、貧困の状況が厳しいと考えられる、世帯年収が低いサンプルが少なかったため、年収

400 万以下の世帯でかつ保護者調査と子ども調査の両方ともに協力することができる保護

者に対して、本調査と統一の項目で追加調査を実施した。 

機関調査では、全市町村（1,741 件）の児童相談・母子相談部門・母子保健部門・教育委

員会の 3 部署（調査対象機関は 5,223 件（全市町村 1,741 件×3 部署））として、困難を抱

える子どもへの支援活動の実態を調査した。児童相談所調査では、児童相談所（全国の支所

を含む児童相談所：237 件）と一時保護所（全国の一時保護所：144 件）を調査対象として、

著しく困難な子どもの把握実態・対応状況の変化を調査した。児童相談所では、都道府県の

児童相談所担当課宛に調査票を送付し、都道府県から各児童相談所に調査票を配布した。回

答された調査票は各児童相談所から直接、委託業者へ返送する形を取った。一時保護所にお

いても、都道府県の児童相談所担当課宛に調査票を送付し、都道府県から各一時保護所に調

査票を配布し、回答された調査票は各一時保護所から直接、委託業者へ返送する形を取っ

た。 

学校調査では、教育委員会宛に調査票を送付し、教育委員会にて対象校の学校 50 校を選

定のうえ、学校における困難な子どもの把握実態・対応状況の変化について、新型コロナウ

イルス感染症の状況による違いについて聞いている。市町村のうち、2020 年 9 月末時点の

都道府県別コロナ感染者数（人口 10 万人あたり累計）をもとに、以下の基準で各層 3 自治

体ずつ、合計 9 自治体を選定し、1 自治体あたり小中あわせて最大 50 校に対して調査を依

頼し、合計 450 校を対象として調査を実施した。そして、教育委員会宛に調査票を送付し、



 

教育委員会にて対象校 50 校を選定のうえ、各学校に調査票を配布した。回答した調査票は

各学校から直接、委託業者へ返送する形を取った。 

第 1 層：コロナ感染者数が多い自治体 

第 2 層：コロナ感染者数が中程度の自治体 

第 3 層：コロナ感染者数が少ない自治体 

 

５．調査実施日 

保護者調査・子ども調査の本調査は、2020 年 10 月 29 日～ 2020 年 10 月 30 日、追加調

査は、2020 年 11 月 25～2020 年 11 月 26 日に実施した。機関調査は、2020 年 11 月 11 日

～2020 年 12 月 11 日に実施した。 

 

６．調査配布・回収率（数） 

保護者調査・子ども調査は、本調査は保護者調査・子ども調査の両方とも参加の有効サン

プル数は 515、保護者調査のみ参加の有効サンプル数は 1,550 の総サンプル数は 2,065 で

あった。追加調査は、保護者調査・子ども調査の両方とも参加の有効サンプル数は 517 で

あった。両調査で得られた総サンプル数は 2,582 となった。 

機関調査のうち、各市区町村の児童相談・母子相談部門、母子保健の各部門、また教育委

員会への調査に関しては、全市町村 1,741 内の 3 部署、総計 5,223 件の調査依頼を行った

結果、2,298 件の回答が得られ、うち有効回答数は 2,198 件となった。したがって、回収率

は 44.0%、有効回答率は 42.1%であった。 

担当部局ごとの内訳に関して、児童相談・母子相談部門の回答数は 751 件、うち有効回

答数は 720 件で、回収率は 43.1%、有効回答率は 41.4%となった。母子保健部門からの回

答数は 923 件、うち有効回答数は 900 件で、回収率は 53.0%、有効回答率は 51.7%であっ

た。教育委員会の回答数は 624 件、うち有効回答は 578 件で、回収率は 35.8%、有効回答

率は 33.2%であった。 

また全国の児童相談所・一時保護所に対する調査依頼の結果、児童相談所に関しては総数

237 か所のうち 134 件、一時保護所に関しては総数 146 か所のうち 79 件の有効回答を得

た。回収率と有効回答率はともに、児童相談所 56.5%、一時保護所 54.9%であった。 

加えて 2020 年 9 月末時点での都道府県別新型コロナウイルス感染状況に基づき選定さ

れた、深刻度「大」・「中程度」・「小」と考えられる 3 市区を選定し、その市区内の小・

中学校 50 校に向け送付した調査票（総数 450 件）の有効回答数は 189 件、回収率と有効回

収率はともに 42.0%であった。 

 

７．調査実施主体 

公立大学法人大阪 大阪府立大学 人間社会システム科学研究科 

外部委託業者は以下の 2 社である。 



 

▪ 株式会社マクロミル（保護者調査・子ども調査） 

▪ 三菱 UFJリサーチ&コンサルティング株式会社（機関調査） 

 

８．研究者一覧 

研究代表者  

公立大学法人大阪 大阪府立大学 人間社会システム科学研究科 

教授 山野 則子 

共同研究者 

花園大学 社会福祉学部 

   教授  和田 一郎 

兵庫県こころのケアセンター研究部   

副センター兼副部長 亀岡 智美 

公立大学法人大阪 大阪府立大学 人間社会システム科学研究科  

准教授 木曽 陽子 

会津大学 短期大学部 幼児教育学科     

准教授 鈴木 勲 

公立大学法人大阪 大阪府立大学 人間社会システム科学研究科 

研究員    伊藤 ゆかり 

研究員    小倉 康弘 

研究員    シランカ 実希 

研究員    李 慧慧 

研究員    林 萍萍 

研究員    伊藤 莉央 

博士前期課程 石田 まり 

 

９．研究対象者の人権の養護とデータの取り扱い 

本研究に関する説明を十分に行った後、自由意思により同意の得られた人のみを対象と

した。研究への協力はあくまでも自由意思に基づくものであり、調査票への回答の可否によ

って不利益が生じることがないことを保障した。また、調査によって回答者に苦痛や極度の

疲労を与えることが無いよう配慮した。保護者調査・子ども調査では、事前調査で調査対象

者の保護者と子どもに対して、調査説明書をウェブ上で読んでもらい、調査協力の承諾が得

られた家庭にのみ調査を実施した。子どもの心的な負担にならないように調査票の作成を

した。 

本研究により得た情報は研究における利用以外では一切使用せず、研究室として保有す

る調査データの保存に用いる媒体はパスワード管理を行っている。委託先の調査事業者と

の電子ファイルの授受の際には、必ず暗号化した上で実施した。保護者調査と子ども調査で

は、調査事業者は対応表の作成はしないが、モニターの回答状況の確認をする目的でアクセ

スログを取った。研究者側へは匿名加工情報のみの提供のため、アクセスログは研究者側に

は提供されていない。機関調査においても、本研究室は調査事業者より市町村・施設の特定

が出来ない形式にてデータを受け取った。 

  



 

 

 

 

 

 

Ⅱ. 調査結果 



 

Ⅱ. 調査結果 

１．単純集計 

（１）回答者の属性 

 

図 1－1. 保護者調査・性別 

 

保護者全体では2,582名が有効サンプルで内訳として「男性」が1,119名で43.3％、「女性」

が1,463名で56.7％である。 

このことから、「女性」が最も多く、その割合が6割弱となっている。 
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図 1－2. 保護者調査・年齢 

 

保護者全体では、年齢階級別の割合を見ると、「20 才～24 才」が 0.7％、「25 才～29 才」

が 3.6％、「30 才～34 才」が 11.2％、「35 才～39 才」が 18.4％、「40 才～44 才」が 22.9％、

「45 才～49 才」が 24.9％、「50 才～54 才」が 12.9％、「55 才～59 才」が 4.0％、「60 才以

上」が 1.5％である。 

このことから、「45 才～49 才」の保護者が最も多くなっており、その割合が 2 割強とな

っている。 
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図 1－3. 保護者・都道府県 

 

保護者全体では、都道府県別の割合を見ると、「東京都」が 10.4％で最も高く、「大阪府」 
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が 8.3％、「神奈川県」が 7.7％、「愛知県」が 7.5％、「埼玉県」が 5.4％で、「兵庫県」が 5.2％

の順に高くなっている。 

このことから、「東京都」が 1 割強で最も高くなっており、「鳥取県」と「宮崎県」両県と

も 0.4％で最も少なくなっている。 

  



 

 

図 1－4. 保護者・地域 

 

保護者全体では、地域別の割合を見ると、「関東地方」が 33.0％で最も高く、「近畿地方」 

が 19.1％、「中部地方」が 18.9％、「九州地方」が 9.2％、「東北地方」が 6.5％、「中国地方」

が 5.9％、「北海道」が 4.1％、「四国地方」が 3.2％の順に高くなっている。 

このことから、「関東地方」が最も高く、その割合が 3 割強となっている。「四国地方」が

最も低く、その割合が 1 割未満となっている。 
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図 1－5. 保護者・世帯年収 

 

保護者全体では、世帯年収階級別の割合を見ると、「200～400 万未満」が 23.8％で最も

高く、「400～600 万円未満」が19.9％、「600～800 万円未満」が16.2％、「無回答」が10.5％、

「800～1000 万円未満」が 10.2％、「200 万未満」が 5.8％の順に高くなっている。 

以上のことから、回答した保護者全体では、世帯年収の分布が年収昇順から左寄り、右裾

引き型である。世帯年収「200 万未満」の割合と世帯年収「200～400 万未満」の割合が足

し算され、29.6％を占めて、3 割弱となっている。 
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 図 1－6. 保護者・職業 

 

保護者全体では、職業別の割合を見ると、「専業主婦（主夫）」が 28.2％で最も高く、「パ

ート・アルバイト」が 16.2％、「会社員（事務系）」が 15.0％、「会社員（その他）」が 14.6％、

「会社員（技術系）」が 13.2％の順に高くなっている。また、「学生」が 0.0％で最も低く、

「無職」と「自由業」が 1.0％の順に低くなっている。 

以上のことから、保護者全体では「専業主婦（主夫）」が最も多く、3割弱となっている。 
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子ども－1－2. 性別  

問 1．あなたの学年と性別を教えてください。あてはまるものを一つ選んで〇をつけてくだ

さい。 

2．性別（1. 男、2. 女、3. その他、4. 答えたくない） 

 

図 1－7. 子ども・性別 

 

子ども全体では、「男」が51.0％、「女」が48.8％、「答えたくない」が0.2％、「その他」が

0.0％である。 

このことから、「男」が最も多く、その割合が5割強となっている。 

 

  

男(おとこ)

51.0%

女(おんな)

48.8%

その他(た)

0.0%

答(こた)えたくない

0.2%

(n=1,032)



 

子ども－1－1. 学年 

問 1．あなたの学年と性別を教えてください。あてはまるものを一つ選んで〇をつけてくだ

さい。 

1．学年（   ）（小・中・高・その他の学校） 

 

図 1－8. 子ども・学年 

 

子どもの学年をみると、子ども全体では、「小学校 4 年生」が 11.1％、「小学校 5 年生」

が 8.7％、「小学校 6 年生」が 13.4％、「中学校 1 年生」が 10.2％、「中学校 2 年生」が 10.9％、

「中学校 3 年生」が 12.2％、「高校 1 年生」が 10.8％、「高校 2 年生」が 9.9％、「高校 3 年

生」が 11.1％、「高等専門学校 1 年生」が 0.0％、「高等専門学校 2 年生」が 0.0％、「高等専

門学校 3 年生」が 0.0％、「高等専門学校 4 年生」が 0.0％、「通信制（15－18 才）」が 0.6％、

「予備校（15－18 才）」が 0.4％、「フリ－スク－ル（15－18 才）」が 0.0％、「その他」が

0.7％である。 

このことから、小学生（4年生－6年生）、中学生（1年生－3年生）、高校生（1年生－3年

生）がそれぞれ3割強を占めている。 
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保護者調査・子ども調査の回答者の内訳 

 

図 1－9. 保護者調査・子ども調査の回答者の内訳 

 

保護者調査・子ども調査の回答者の内訳を見ると、保護者のみにおいては、「【保護者のみ】

乳幼児（0－3 才）」が 13.3％、「【保護者のみ】園児（3－6 才）」が 13.3％、「【保護者のみ】

小学校低学年（6－9 才）」が 13.4％、「【保護者のみ】小学校高学年（9－12 才）」が 6.7％、

「【保護者のみ】中学生（12－15 才）」が 6.7％、「【保護者のみ】高校生・高専生等（15 才

以上）」が 6.7％である。また、保護者と子供両方においては、「【保護者&子供】小学校高学

年（9－12 才）」が 13.4％、「【保護者&子供】中学生（12－15 才）」が 13.3％、「【保護者&

子供】高校生・高専生等（15 才以上）」が 13.2％である。上記の回答者のデータのサンプル

サイズを合計した数値を、全サンプルサイズ（2,582）としている。保護者調査のサンプル

サイズが 2,582 であり、その中、子ども調査のサンプルサイズが 1,032 であることが分か

った。 
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（２）経済状況 

保護者－14－1．家計の収支状況  

問 14．あなたの世帯の家計の収支状況についておたずねします。 
14－1. お子さんの保護者の方の就業状況は次のうちどれにあてはまりますか。お父さん、
お母さん以外の方が家計を支えている場合は、「お父さん、お母さん以外の方」にもご記入
をお願いします。現在ひとりで子どもを育てている場合はあてはまる方だけ選んでくださ
い。現在育児休業などで休業中の方は復職するときの仕事の番号を選んでください。 

 

保護者全体では、2020年1月時点に父親を回答者対象として就労状況を見ると、「勤め（常

勤・正規職員）」が83.7％で最も高く、「自営業・家業」が8.2％、「勤め（パ－トまたはアル

バイト、非正規職員で1か所に勤務）」は2.7％順に高くなっている。2020年7月時点に父親

を回答者対象として就労状況を見ると、「勤め（常勤・正規職員）」が81.5％で最も高く、「自

営業・家業」が7.6％、「勤め（パ－トまたはアルバイト、非正規職員で1か所に勤務）」は3.4％

の順に高くなっている。2020年1月時点と比べて、2020年7月時点に「勤め（常勤・正規職

員）」、「自営業・家業」の割合がやや低くなっており，「勤め（パ－トまたはアルバイト、非

正規職員で1か所に勤務）」の割合がやや高くなっている。 

保護者全体では、2020年1月時点に母親を回答者対象として就労状況を見ると、「家事や

育児に専念」が36.0％で最も高く、「勤め（パ－トまたはアルバイト、非正規職員で1か所に

勤務）」が32.0％、「勤め（常勤・正規職員）」が18.7％、「自営業・家業」は3.8％、「仕事を

探している」が2.5％の順に高くなっている。2020年7月時点に母親を回答者対象として就

労状況を見ると、「家事や育児に専念」が35.7％で最も高く、「勤め（パ－トまたはアルバイ

ト、非正規職員で1か所に勤務）」が30.4％，「勤め（常勤・正規職員）」が18.4％、「自営業・

家業」が3.7％、「仕事を探している」が3.2％の順に高くなっている。2020年1月時点と比べ

て、2020年7月時点に「家事や育児に専念」、「勤め（パ－トまたはアルバイト、非正規職員

で1か所に勤務）」、並びに「勤め（常勤・正規職員）」の割合がやや低くなり、「仕事を探し

ている」の割合がやや高くなっている。 

保護者全体では、2020年1月時点に父親母親以外の方を回答者対象として就労状況を見る

と、「あてはまる人はいない」が64.1％で最も高く、「学生」は9.8％、「勤め（常勤・正規職

員）」が9.5％で、「年金など」は6.9％順に高くなっている。2020年7月時点に父親母親以外

の方を回答者対象として就労状況を見ると、「あてはまる人はいない」が64.5％で最も高く、

「学生」は9.7％、「勤め（常勤・正規職員）」が8.8％で、「年金など」は7.2％順に高くなっ

ている。2020年1月時点と比べて、2020年7月時点に「勤め（常勤・正規職員）」の割合がや

や低くなり、「あてはまる人はいない」と「年金など」の割合がやや高くなっている。 

 

  



 

 

図 1－10. 家計の収支状況  

83.7 

2.7 

0.6 

8.2 

0.5 

0.9 

0.4 

0.1 

0.1 

0.5 

1.1 

0.1 

0.0 

1.0 

18.7 

32.0 

2.2 

3.8 

1.5 

2.5 

36.0 

0.1 

0.0 

0.4 

1.0 

0.2 

0.3 

1.4 

9.5 

3.8 

0.5 

2.6 

0.6 

0.4 

1.4 

9.8 

0.2 

0.2 

6.9 

0.0 

0.2 

64.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

勤め（常勤・正規職員）

勤め（パートまたはアル

バイト、非正規職員で１

か所に勤務）

勤め（パートまたはアル

バイト、非正規職員で２

か所以上に勤務）

自営業・家業

その他の就業形態

仕事を探している

家事や育児に専念

学生

おうちの人の介護や介

助

病気療養

年金など

家賃収入、株式運用な

ど

その他

あてはまる人はいない

お父さん、お母さん以外の方

お母さん

お父さん

＜2020年1月時点＞

(n=2,582)

81.5 

3.4 

0.6 

7.6 

0.6 

1.0 

0.6 

0.0 

0.0 

0.6 

1.2 

0.1 

0.1 

2.6 

18.4 

30.4 

2.4 

3.7 

1.5 

3.2 

35.7 

0.0 

0.2 

0.4 

1.1 

0.2 

0.6 

2.4 

8.8 

4.0 

0.5 

2.3 

0.6 

0.3 

1.4 

9.7 

0.2 

0.2 

7.2 

0.0 

0.2 

64.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

勤め（常勤・正規職員）

勤め（パートまたはアル

バイト、非正規職員で１

か所に勤務）

勤め（パートまたはアル

バイト、非正規職員で２

か所以上に勤務）

自営業・家業

その他の就業形態

仕事を探している

家事や育児に専念

学生

おうちの人の介護や介

助

病気療養

年金など

家賃収入、株式運用な

ど

その他

あてはまる人はいない

お父さん、お母さん以外の方

お母さん

お父さん

＜2020年7月時点＞

(n=2,582)



 

保護者－14－2．勤務先の業種  

問 14．あなたの世帯の家計の収支状況についておたずねします。 
14－2.  お子さんの保護者の方の勤務先の業種は次のうちどれにあてはまりますか。お父
さん、お母さん以外の方も家計を支えている場合は、「お父さん、お母さん以外の方」にも
ご記入をお願いします。現在ひとりで子どもを育てている場合はあてはまる方だけ選んで
ください。現在育児休業などで休業中の方は復職するときの仕事の番号を選んでください。 

 

図 1－11. 勤務先の業種 
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2020年1月時点に父親を回答者対象として勤務先の業種を見ると、全体では2,471名が有

効サンプルで内訳として、「製造業」が23.2％で最も高く、「サ－ビス業」が15.8％、「その

他（分類不能の産業）」は12.4％順に高くなっている。2020年7月時点に父親を回答者対象

として勤務先の業種を見ると、全体では2,420名が有効サンプルで内訳として、「製造業」が

23.0％で最も高く、「サ－ビス業」が15.8％、「その他（分類不能の産業）」は12.6％順に高

くなっている。2020年1月時点と比べて、2020年7月時点はほぼ変わらない。 

2020年1月時点に母親を回答者対象として勤務先の業種を見ると、全体では1,502名が有

効サンプルで内訳として、「サ－ビス業」が21.2％で最も高く、「医療・福祉（保育所含む）」

が19.7％、「卸売業・小売業」は12.5％順に高くなっている。2020年7月時点に母親を回答者

対象として勤務先の業種の変化を見ると、全体では1,455名が有効サンプルで内訳として、

「サ－ビス業」が20.8％で最も高く、「医療・福祉（保育所含む）」が19.1％、「卸売業・小

売業」は12.5％順に高くなっている。母2020年1月時点と比べて、2020年7月時点にはほぼ

変わらない。 

2020年1月時点に父親母親以外の方を回答者対象として勤務先の業種を見ると、全体では

436名が有効サンプルで内訳として、「その他（分類不能の産業）」が28.9％で最も高く、「サ

－ビス業」が19.0％、「製造業」は10.8％順に高くなっている。2020年7月時点に父親母親以

外の方を回答者対象として勤務先の業種の変化を見ると、全体では420名が有効サンプルで

内訳として、「その他（分類不能の産業）」が26.4％で最も高く、「サ－ビス業」が19.5％、

「製造業」は11.2％順に高くなっている。2020年1月時点と比べて、2020年7月時点には「そ

の他（分類不能の産業）」が2.5％減少したことに対して、他の業種の割合がほぼ変わらない。 

  



 

保護者－14－3．手当や援助の受給状況 

問 14．あなたの世帯の家計の収支状況についておたずねします。 
14－3. あなたの世帯では以下の手当や援助等を 2020年 4月以降受けていますか。（①～⑫）
の項目について、あてはまる番号 1つを選んでください） 

 

保護者全体では、2020年4月以降「児童手当」を受ける結果をみると、「受けている」が 

79.6％、「受けていない」が20.4％、「無回答」が 0.0％である。 

2020年4月以降「就学援助費」を受ける結果をみると、「受けている」が 8.8％、「受けて

いない」が91.2％、「無回答」が 0.0％である。 

2020年4月以降「児童扶養手当」を受ける結果をみると、「受けている」が 9.5％、「受け

ていない」が90.5％、「無回答」が 0.0％である。 

2020年4月以降「障がいや難病の手当」を受ける結果をみると、「受けている」が2.9％、

「受けていない」が97.1％、「無回答」が 0.0％である。 

2020年4月以降「生活保護」を受ける結果をみると、「受けている」が 0.7％、「受けてい

ない」が99.3％、「無回答」が 0.0％である。 

2020年4月以降「公的年金（老齢年金）」を受ける結果をみると、「受けている」が3.6％、

「受けていない」が96.4％、「無回答」が 0.0％である。 

2020年4月以降「公的年金（遺族年金、障害年金）」を受ける結果をみると、「受けている」

が2.1％、「受けていない」が97.9％、「無回答」が 0.0％である。 

2020年4月以降「雇用保険（失業保険）」を受ける結果をみると、「受けている」が3.4％、

「受けていない」が96.6％、「無回答」が 0.0％である。 

2020年4月以降「養育費」を受ける結果をみると、「受けている」が 1.4％、「受けていな

い」が98.6％、「無回答」が 0.0％である。 

2020年4月以降「親・親族からの仕送り」を受ける結果をみると、「受けている」が2.4％、

「受けていない」が97.6％、「無回答」が 0.0％である。 

2020年4月以降「退職金」を受ける結果をみると、「受けている」が 1.2％、「受けていな

い」が98.8％、「無回答」が 0.0％である。 

2020年4月以降「その他」を受ける結果をみると、「受けている」が 0.5％、「受けていな

い」が90.4％、「無回答」が 9.1％である。 

このことから、2020年4月以降、「児童手当」を受ける割合が8割弱で最も高く、次いで「就

学援助費」と「児童扶養手当」が1割弱の順に高くなっている。 

  



 

図 1－12. 手当や援助の受給状況（保護者全体） 
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児童手当

就学援助費

※「就学援助費」とは、経済的な理由により、就学が困難と認められる児童生徒

に対して、学用品費などを援助する制度です。

児童扶養手当

※「児童扶養手当」とは、父または母と生計を同じくしていない１８歳到達後最初

の年度末までの児童（児童に政令で定める程度の障がいがある場合は２０歳未

満の児童）を監護しているひとり親家庭の母または父等に支給される手当です。

１５歳までを対象とした「児童手当」とは異なります。

障がいや難病の手当

※障がいや難病を対象とした手当には、特別児童扶養手当、障がい児福祉手

当、重度障がい者介護手当などがあります。

生活保護

公的年金（老齢年金）

公的年金（遺族年金、障害年金）

雇用保険（失業保険）

養育費

親・親族からの仕送り

退職金

その他

受けている 受けていない 無回答
（n=2,582） 



 

 

図 1－13. 手当や援助の受給状況（ひとり親世帯） 

 

ひとり親世帯（サンプルサイズが177である）においては、2020年4月以降「児童扶養手

当」を受ける結果をみると、「受けている」が 15.3％、「受けていない」が84.7％、「無回答」

が 0.0％である。 

ひとり親世帯においては、2020年4月以降「養育費」を受ける結果をみると、「受けてい

る」が 5.1％、「受けていない」が94.9％、「無回答」が 0.0％である。 

このことから、ひとり親世帯においては、2020年4月以降「児童扶養手当」を受ける割合

が2割弱となっており、「養育費」を受ける割合が1割弱となっている。 
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くしていない１８歳到達後最初の年度末までの児

童（児童に政令で定める程度の障がいがある場合

は２０歳未満の児童）を監護しているひとり親家庭

の母または父等に支給される手当です。１５歳まで

を対象とした「児童手当」とは異なります。

養育費

受けている 受けていない 無回答

（n=177）



 

保護者－14－4．前年の年収の状況  

問 14．あなたの世帯の家計の収支状況についておたずねします。 

14－4. 前年（2019 年）のあなたの世帯の収入合計額（税込み）は、およそいくらでし

たか。（あてはまる番号 1 つを選んでください） 

 

図 1－14. 前年の年収の状況 

 

保護者全体では、2019年の世帯年収（税込み）をみると、「400～600万円未満」が27.3％

で最も高く、「200～400万円未満」が22.6％、「600～800万円未満」が19.8％、「800～1000

万円未満」が12.9％の順に高くなっている。 

このことから、2019年の世帯年収（税込み）は、「400～600万円未満」が最も高く、その

割合が3割弱となっている。 
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5.1%

1200～1500万円未満

3.1%

1500～2000万円未満

1.4%

2000万円以上
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保護者－1－1．仕事の変化  

問 1．あなたは 2020年の 1月以降で新型コロナウイルスの影響により職場や職種が変わる、

または仕事内容が変わるなどの変化はありましたか。 

1－1. 仕事の変化はどのようなものでしたか。（最もあてはまるものを 1 つ選んでくださ

い。） 

図 1－15. 仕事の変化の状況 

 

保護者全体では、コロナ禍で職場、職種及び仕事内容を含む仕事に関する変化状況を見る
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勤務形態（パート等）が変更になった

勤務時間・日数が変更になった

休業を命じられた

職種が変更になった

失業した（職場都合での失業）

退職した（自主退職）

別の職場へ転職した

その他

(n=2,582)



 

と、「変化はなかった/働いていない」と回答した割合は69.3％で最も高く、「テレワ－クな

ど勤務場所が変わった」が12.2％、「勤務時間・日数が変更になった」が5.6％、「休業を命

じられた」が4.0％、「時差通勤になった」が3.6％、「退職した（自主退職）」が1.4％、「その

他」が1.2％、「別の職場へ転職した」が1.1％、「失業した（職場都合での失業）」が0.6％、

「勤務形態（パ－ト等）が変更になった」が0.6％、「職種が変更になった」が0.3％の順に高

くなっている。 

このことから、「変化はなかった/働いていない」が7割弱となっているが、「テレワ－クな

ど勤務場所が変わった」が1割強となっており、「時差通勤になった」が3.6％を占めること

から、コロナ禍をきっかけにして、多様性を持つ働き方の環境を整える可能性が見られる。 

 

  



 

保護者－1－2．仕事変化による負担有無  

問 1．あなたは 2020年の 1月以降で新型コロナウイルスの影響により職場や職種が変わる、

または仕事内容が変わるなどの変化はありましたか。 

1－2．仕事の変化はあなたにとって負担になったと思いますか。 

 

図 1－16. 仕事変化による負担有無 

 

保護者の全体では792名が有効サンプルで内訳として、仕事変化で負担有無を見ると、「あ

まり負担に感じなかった」と回答した割合は37.1％で最も高く、「まあまあ負担に感じた」

が34.0％、「とても負担に感じた」が14.8％、「まったく負担に感じなかった」が14.1％の順

に高くなっている。 

このことから、仕事変化で「あまり負担に感じなかった」が4割弱で最も高いが、「まあま

あ負担に感じた」が3割強となっている。  

まったく負担に

感じなかった

14.1%

あまり負担に

感じなかった

37.1%

まあまあ負担

に感じた

34.0%

とても負担に

感じた

14.8%

(n=792)



 

保護者－2．新型コロナウイルスの感染症の拡大の影響で利用した制度 

問 2．新型コロナウイルスの感染拡大の影響であなたが利用した制度がありますか。（あて

はまるものをすべて選んでください） 

 

図 1－17. 新型コロナウイルスの感染症の拡大の影響で利用した制度 
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免等）
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子どものための体験活動などへの支援

修学旅行の中止や延期に伴うキャンセル料等への支
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事業者向けの支援制度（家賃支援給付金）
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上記のどの制度も利用していない
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新型コロナウイルスの感染拡大の影響で支援金制度を利用する状況を見ると、「特別定額

給付金（対象者1人につき10万円を給付）」を利用した割合が85.0％で最も高く、「子育て世

帯への臨時特別給付金」が37.2％、「上記のどの制度も利用していない」が11.7％、「事業者

向けの支援制度（持続化給付金）」が3.5％、「国民年金保険料の免除・国民健康保険料の減

免」が1.9％、「小学校休業等対応助成金・小学校休業等対応支援金」が1.7％、「自治体独自

の個人向けの支援制度」が1.5％、「事業者向けの支援制度（雇用調整助成金の特例）」が1.1％、

「個人向け緊急小口資金等の特例（緊急小口資金）」が1.0％の順に高くなっている。 

このことから、「特別定額給付金（対象者1人につき10万円を給付）」を利用した保護者が

9割弱で最も多くなっており、次いで「子育て世帯への臨時特別給付金」が4割弱となってい

る。 

 

  



 

保護者－10．経済的な理由で経験したこと  

問 10. あなたの世帯では、経済的な理由で、次のような経験をされたことがありますか。

（あてはまる番号すべてを選んでください） 

 

図 1－18. 経済的な理由で経験したこと（2020 年 1 月） 

 

保護者全体では、2020年1月時点に、子どもへの経済的な理由による経験を見ると、「1

～14の項目には、どれにもあてはまらない」が79.9％で最も多く、「家族旅行（テ－マパ－

クなど日帰りのおでかけを含む）ができなかった」が13.6％、「子どもを習い事に通わすこ
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ができなかった。

1～14の項目には、どれにもあてはまらない。

＜2020年1月時点＞

（n=2,582） 



 

とができなかった」が4.4％、「子どもを学習塾に通わすことができなかった」が3.6％、「子

どもに新しい服や靴を買うことができなかった」が3.4％、「子どもにおこづかいを渡すこと

ができなかった」が3.2％の順で高くなっている。 

図 1－19. 経済的な理由で経験したこと（2020 年 7 月） 
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子どもを学校のクラブ活動に参加させられなかった。

子どもを学習塾に通わすことができなかった。

子どもの誕生日を祝えなかった。

子どもにお年玉をあげることができなかった。

子どもの学校行事などに参加することができなかった。

子ども会、地域の行事（祭りなど）の活動に参加することが

できなかった。

家族旅行（テーマパークなど日帰りのおでかけを含む）が

できなかった。

1～14の項目には、どれにもあてはまらない。

＜2020年7月時点＞（n=2,582） 



 

 

2020 年 7 月時点に、「1～14 の項目には、どれにもあてはまらない」が 75.0％で最も多

く、「家族旅行（テ－マパ－クなど日帰りのおでかけを含む）ができなかった」が

17.9％、「子ども会、地域の行事（祭りなど）の活動に参加することができなかった」が

4.6％、「子どもを習い事に通わすことができなかった」が 4.3％、「子どもに新しい服や靴

を買うことができなかった」が 3.9％、「子どもにおこづかいを渡すことができなかった」

が 3.8％の順で高くなっている。 

このことから、2020年1月時点と比べ、2020年7月時点に「家族旅行（テ－マパ－クなど

日帰りのおでかけを含む）ができなかった」の割合が4.3％増加したに対して、「1～14の項

目には、どれにもあてはまらない」が4.9％減少した。 

 

  



 

（３）生活環境 

保護者－4－1．世帯員の数 

問 4．あなたの世帯の状況についておたずねします。ここでいう世帯員とは、住居と生計を

共にする者と、住居だけを共にする者の両方を含みます。 

4－1. 世帯員の人数は何人ですか。（あてはまる人数の番号を 1つ選んでください） 

 

図 1－20. 世帯員の数 

 

世帯員の数を見ると、保護者全体では、「4人」が 42.3％でもっと高く、「3人」が 33.4％、

「5人」が 15.5％、「6人」が 5.5％、「7人」が 1.6％、「2人」が 1.0％、「8人」が 0.4％、

「9人」が0.3％、「10人以上」が 0.1％の順に高くなっている。 

このことから、保護者全体では、「4人」がいる世帯の割合は、4割強で最も高くなってい

る。 
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保護者－4－3．世帯員の子どもの構成 

問 4．あなたの世帯の状況についておたずねします。ここでいう世帯員とは、住居と生計を

共にする者と、住居だけを共にする者の両方を含みます。 

4－3. 世帯員のうち、子どもの人数は何人ですか。（世帯のすべての子どもの人数を 1つ

選んでください） 

 

図 1－21. 世帯員の子どもの構成 

 

保護者全体では、世帯員のうち子どもの構成を見ると、「2人」がいる割合が45.7％で最も

高く、「1人」が36.7％、「3人」が14.6％、「4人」が2.4％、「5人」が0.5％、「7人」が0.1％、

「6人」、「8人」、「9人」、「10人以上」がいずれも0.0％の順に高くなっている。 

このことから、世帯員のうち子どもの人数は「2人」が5割弱で最も高くなっている。 
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保護者－4－7．世帯員の構成  

問 4．あなたの世帯の状況についておたずねします。ここでいう世帯員とは、住居と生計を

共にする者と、住居だけを共にする者の両方を含みます。 

4－7. 世帯員をすべて選んでください。（あてはまる番号すべてを選んでください）※ご自
身についてもお答えください。 

 

図 1－22. 世帯員の構成 

 

保護者全体では、世帯員全員の構成に関する複数回答可能の結果の割合をみると、「子ど

も」と回答した割合が98.9％で最も高く、「お母さん」が84.9％、「お父さん」が80.6％、「お

ばあさん」が7.7％、「おじいさん」が5.2％、「その他の人」が3.4％、「おじ、おばなどの親

戚」が0.3％の順に高くなっている。 

このことから、「お母さん」が8割強で最も高くなっており、次いで「お父さん」が8割と

なっている。
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保護者－5．住居  

問 5．あなたの住居は次のうちどれにあてはまりますか。（あてはまる番号を 1 つ選んでく
ださい） 
 

図 1－23. 住居 

 

保護者全体では、2020年1月時点に住居をみると、「持ち家」が70.9％で最も高く、「民間

の賃貸住宅」が22.6％、「官舎・社宅」が2.4％、「UR賃貸住宅・公社賃貸住宅」が2.2％、「府

営・市営の住宅」が1.7％、「その他」が0.2％の順に高くなっている。 

2020年7月時点に住居をみると、「持ち家」が72.1％で最も高く、「民間の賃貸住宅」が

21.7％で、「官舎・社宅」が2.3％で、「UR賃貸住宅・公社賃貸住宅」が2.2％で、「府営・市

営の住宅」が1.7％、「その他」が0.1％の順に高くなっている。 

このことから、2020年1月時点と比べ、2020年7月時点に「持ち家」の割合が1.2％増加し

たに対して、「民間の賃貸住宅」の割合が0.9％減少した。 
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保護者－4－2．世帯員の介護状況  

問 4．あなたの世帯の状況についておたずねします。ここでいう世帯員とは、住居と生計を

共にする者と、住居だけを共にする者の両方を含みます。 

4－2. 世帯員の人に介護または介助の必要な方がいますか。（あてはまる番号を 1つ選んで

ください） 

 

図 1－24. 世帯員の介護状況 

 

保護者全体では、世帯員の人に介護または介助の必要な方の有無状況を見ると、「いる」

と回答した割合が3.8％で、「いない」が96.2％である。 

このことから、「いない」が10割弱となっている。 
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保護者－8．障害を持つ子どもの状況 

問 8．あなたのお子さんの中に、療育手帳や身体障がい者手帳、精神障がい者保健福祉手帳
をお持ちのお子さんはいますか。（あてはまる番号を 1つ選んでください）※あなたのお子
さま全般についてお答えください。 
 

 

図 1－25. 障害を持つ子どもの状況 

 

保護者全体では、療育手帳や身体障がい者手帳、精神障がい者保健福祉手帳をお持ちの子

供人数を見ると、「持っている」が5.1％、「持っていない」が94.9％である。 

このことから、「持っていない」が9割強となっている。 
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保護者－7－1．主に子どもと過ごす時間が長い世帯員  

問 7. 子どもとの関係についてお聞きします。 
7－1. 学校や保育園などに登校している時間以外に、主にお子さんと過ごす時間か長いの
はどなたですか。※保育園などに通っていないお子さまの場合は、一番一緒にいる方を選ん
でください。 

 

 

 

図 1－26. 主に子どもと過ごす時間が長い世帯員 

 

保護者全体では、2020年1月時点に放課後に主に子どもと過ごす時間が長い人を見ると、

「お母さん」が90.1％で最も多く、「お父さん」が3.9％、「おばあさん」が2.1％、「子どもが

一人でいる」が1.2％、「兄・姉」が1.1％の順で高くなっている。 

2020年7月時点に放課後に主に子どもと過ごす時間が長い人を見ると、「お母さん」が

89.5％で最も多く、「お父さん」が4.8％、「おばあさん」が1.9％、「子どもが一人でいる」が

1.2％、「兄・姉」が1.1％の順で高くなっている。 

このことから、2020年1月時点と比べ、2020年7月時点に「お母さん」と「おばあさん」

が0.6％減少したことに対して、「お父さん」が0.9％増加した。 
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保護者－7－2．保護者が家にいる時間帯  

問 7. 子どもとの関係についてお聞きします。 
7－2. お子さんの保護者の方が家にいる時間帯で、多い時間帯を選んでください。子どもと
接する時間が長い保護者のケ－スでお答え下さい。 
   

図 1－27. 保護者が家にいる時間帯 

 

2020年1月時点に保護者が家にいる時間帯を見ると、「子どもの学校や保育園などの帰宅

時間にはいる」が59.9％で最も高く、「子どもの夕食時間には家にいる」が29.1％、「子ども

の寝る時間には家にいる」が5.3％、「その他」が2.5％、「保護者の方の帰宅時間が決まって

いない」が2.1％、「子どもが寝た後に帰ってくる」が1.1％の順で高くなっている。 

2020年7月時点に保護者が家にいる時間帯を見ると、「子どもの学校や保育園などの帰宅

時間にはいる」が61.3％で最も高く、「子どもの夕食時間には家にいる」が28.9％、「子ども

の寝る時間には家にいる」が4.4％、「その他」が2.4％、「保護者の方の帰宅時間が決まって

いない」が2.1％、「子どもが寝た後に帰ってくる」が1.0％の順で高くなっている。 

このことから、2020年1月時点と比べ、2020年7月時点に「子どもの学校や保育園などの

帰宅時間にはいる」の割合が1.4％ほど増加したことに対して、そのほかの項目の割合がや

や減少した。 
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保護者－13－1．新型コロナウイルスによる状況変化に関連したパートナーとの関係の変化 

13－1.新型コロナウイルスによる状況変化に関連して、あなたと周りの関係についておた

ずねします。新型コロナウイルスによる状況変化を経て、あなたと配偶者・パートナーの関

係はどのようになりましたか。（当てはまる番号を選んでください。）※配偶者・パートナー

は婚姻届を出していない事実婚や別居中の夫婦、元配偶者（離別・ 死別した相手、事実婚

を解消した相手）も含みます。※現在の配偶者やパートナーについてお答えください。また、

現在配偶者やパートナーがいない方は直近の方についてお答えください。 

 

図 1－28. 新型コロナウイルスによる状況変化に関連したパートナーとの関係の変化 

 

保護者全体では、新型コロナウイルスによる状況変化を経て、回答者と配偶者・パートナ

ーの関係変化の結果をみると、「変わらない」と回答した割合は80.4％で最も高く、「よくな

った」が8.4％、「悪くなった」が6.3％、「とてもよくなった」が2.3％、「とても悪くなった」

が2.2％、「配偶者・パートナーはいない」が0.4％の順に高くなっている。 

このことから、新型コロナウイルスによる状況変化を経て、回答者と配偶者・パートナー

の関係変化は、「変わらない」が8割強、そのほかの項目がいずれも1割未満となっている。 
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保護者－13－3．新型コロナウイルスによる状況変化を経てパートナーと過ごす中での変化 

問 13－3. 新型コロナウイルスによる状況変化を経て、あなたと配偶者・パートナーと過ご

す中で、変化はありましたか。（当てはまる番号をすべて選んでください。） 

 

図 1－29. 新型コロナウイルスによる状況変化を経てパートナーと過ごす中での変化 

 

保護者の全体では2,572名が有効サンプルで内訳として、新型コロナウイルスによる状況

変化を経て、回答者と配偶者・パートナーと過ごす中、変化があったことに関する結果を見

ると、「変化なし」と回答した割合が70.9％で最も高く、「家庭の中で精神的負担が増えた」

が21.4％、「家庭の中で身体的負担が増えた」が11.4％、「家庭の中でその他（精神的・身体

的負担以外）の負担が増えた」が4.4％、「家庭の中で精神的負担が減った」が2.8％、「家庭

の中で身体的負担が減った」が1.7％、「家庭の中でその他（精神的・身体的負担以外）の負

担が減った」が0.7％の順に高くなっている。 

このことから、「変化なし」が7割を占めているが、「家庭の中で精神的負担が増えた」が

2割強、「家庭の中で身体的負担が増えた」が1割強となっている。 
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保護者－13－2．新型コロナウイルスによる状況変化に関連したパートナーとの関係の状況 

問 13－2. 新型コロナウイルスによる状況変化を経て、あなたと配偶者・パートナーとの関

係について、次の項目でもっとも近いものを選んでください。 

 

図 1－30. 新型コロナウイルスによる状況変化に関連したパートナーとの関係の状況 

 

保護者の全体では2,572名が有効サンプルで内訳として、新型コロナウイルスによる状況

変化を経て、回答者と配偶者・パートナーの信頼関係変化の結果をみると、「信頼している」

と回答した割合は49.3％で最も高く、「とても信頼している」が31.6％、「あまり信頼してい

ない」が14.7％、「全く信頼していない」が4.1％、「その他」が0.3％順に高くなっている。 

このことから、「信頼している」が5割弱、次いで「とても信頼している」が3割強となっ

ている。 
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（４）教育環境 

保護者－6．保護者の学歴  

問 6．お子さんのお父さんとお母さんの最終学歴（卒業・修了したもの）は次のうちどれに
当てはまりますか。（あてはまる番号を 1つ選んでください）現在ひとりで子どもを育てて
いる場合はあてはまる方だけに〇をつけてください。 

 

図 1－31. 保護者の学歴 

 

保護者全体では、父親の最終学歴を見ると、「大学卒業」が45.8％で最も多く、「高等学校

卒業」が26.7％、「高専、短大、専門学校等卒業」が16.3％、「大学院修了」が7.1％、「中学

校卒業」が2.6％、「答えたくない」が1.5％、「その他の教育機関卒業」が0.1％順に高くなっ

ている。 

母親の最終学歴を見ると、「高専、短大、専門学校等卒業」が37.4％で最も多く、「大学卒

業」が31.1％、「高校卒業」が26.5％、「中学校卒業」が2.2％、「大学院修了」が1.6％、「答

えたくない」が1.0％、「その他の教育機関卒業」が0.1％順に高くなっている。 

このことから、「大学卒業」は父親が5割弱、母親が3割強となっており、「高専、短大、専

門学校等卒業」はそれぞれ2割弱、4割弱となっており、「高等学校卒業」はいずれも3割弱と

なっている。 
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保護者－9．子どもの通学状況  

問 9. お子さんの学校（小学校、中学校、高校、特別支援学校、その他の学校）の通学状況
について、2019年度と 2020年度（現在）でもっとも近いものを 1つ選んでください。幼稚
園、保育所、認可外保育施設、認定こども園に通っている方は 7 を選んでください。選択
肢は学校のある日でお考え下さい。 ※幼稚園、保育所、認可外保育施設、認定こども園に
通っている方や通っていない方は「該当しない」を選んでください。 

 

図 1－32. 子供の通学状況 

 

保護者全体では、2019年度に子どもの通学状況を見ると、「ほぼ毎日通っている」が75.5％

で最も高く、「該当しない」が19.6％、「欠席は年間30日未満である」が3.0％、「欠席が年間

30日以上、60日未満である」が0.7％、「欠席が年間60日以上、1年未満である」が0.5％、「わ

からない」が0.3％、「欠席が1年以上続いている」が0.2％の順で高くなっている。 

2020年度に子どもの学校の通学状況を見ると、「ほぼ毎日通っている」が74.3％で最も高

く、「該当しない」が17.8％、「欠席は年間30日未満である」が5.0％、「欠席が年間30日以上、

60日未満である」が1.4％、「欠席が年間60日以上、1年未満である」が1.1％、「わからない」

が0.4％、「欠席が1年以上続いている」が0.1％の順で高くなっている。 

このことから、2019年度と比べ、2020年度に「ほぼ毎日通っている」の割合が1.2％ほど

減少したに対して、「欠席は年間30日未満である」、「欠席が年間30日以上、60日未満である」、

及び「欠席が年間60日以上、1年未満である」の割合がそれぞれ2.0％、0.7％、0.6％増加し

た。 
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保護者－11－1．新型コロナウイルスの感染症の影響による休校・登園自粛の状況（保護者

調査） 

問 11. 新型コロナウイルスによる状況変化に関連したお子さんへの状況をお聞きします。 

11－1．お子さんの通われている、学校（小学校、中学校、高校、特別支援学校、その他の

学校等）、幼稚園、保育所、認可外保育施設、認定こども園、は新型コロナウイルスの影響

で休校または登園自粛になりましたか？※ご自身のすべてのお子さまについてお答えくだ

さい。 

図 1－33. 新型コロナウイルスの感染症の影響による休校・登園自粛の状況（保護者調

査） 

 

新型コロナウイルスの影響による幼稚園登園自粛になった結果をみると、「休校・登園自
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粛になった」と回答した割合が11.5％、「休校・登園自粛にならなかった」と回答した割合

が1.6％、「通っていない/該当する子どもがいない」と回答した割合は86.9％である。 

新型コロナウイルスの影響による保育所登園自粛になった結果をみると、「休校・登園自

粛になった」が7.7％、「休校・登園自粛にならなかった」が3.7％、「通っていない/該当する

子どもがいない」が88.6％である。 

新型コロナウイルスの影響による認可外保育施設登園自粛になった結果をみると、「休

校・登園自粛になった」が1.0％、「休校・登園自粛にならなかった」が0.9％、「通っていな

い/該当する子どもがいない」が98.1％である。 

新型コロナウイルスの影響による認定こども園登園自粛になった結果をみると、「休校・

登園自粛になった」が5.2％、「休校・登園自粛にならなかった」が1.7％、「通っていない/該

当する子どもがいない」が93.2％である。 

新型コロナウイルスの影響による小学校休校になった結果をみると、「休校・登園自粛に

なった」が45.7％、「休校・登園自粛にならなかった」が2.1％、「通っていない/該当する子

どもがいない」が52.3％である。 

新型コロナウイルスの影響による中学校休校になった結果をみると、「休校・登園自粛に

なった」が28.2％、「休校・登園自粛にならなかった」が1.6％、「通っていない/該当する子

どもがいない」が70.2％である。 

新型コロナウイルスの影響による高校・高専休校になった結果をみると、「休校・登園自

粛になった」が25.4％、「休校・登園自粛にならなかった」が1.3％、「通っていない/該当す

る子どもがいない」が73.2％である。 

新型コロナウイルスの影響によるその他の学校（通信制・予備校生・フリ－スク－ル等）

休校になった結果をみると、「休校・登園自粛になった」が2.4％、「休校・登園自粛になら

なかった」が0.4％、「通っていない/該当する子どもがいない」が97.2％である。 

新型コロナウイルスの影響による大学・短大・専門学校・大学院休校になった結果をみる

と、「休校・登園自粛になった」が8.6％、「休校・登園自粛にならなかった」が0.8％、「通っ

ていない/該当する子どもがいない」が90.5％である。 

新型コロナウイルスの影響による特別支援学校休校になった結果をみると、「休校・登園

自粛になった」が1.3％、「休校・登園自粛にならなかった」が0.5％、「通っていない/該当す

る子どもがいない」が98.2％である。 

このことから、「休校・登園自粛になった」学校は、「小学校」群が5割弱で最も高く、次

いで「中学校」群と「高校・高専生」群がいずれも3割弱、「幼稚園」が1割強順に高くなっ

ている。 

  



 

子ども－2－2－1・2．新型コロナウイルスの感染症の影響による休校の状況（子ども調査） 

問 2－2. 休校期間中・学校再開後のあなたの生活についてお聞きします。あてはまるもの

一つを選んで〇をつけてください。 

2－2－1．休校期間中、生活リズムが乱れた。 

2－2－2．休校期間中、給食がないため困った。 

 

図 1－34. 新型コロナウイルスの感染症の影響による休校の状況（子ども調査） 

 

子どもの全体では978名が有効サンプルで内訳として、休校期間中・学校再開後の生活変

化をみると、「休校期間中、生活リズムが乱れた」と思われる程度について、「まぁまぁあて

はまる」が48.1％で最も高く、「とてもあてはまる」が23.1％、「どちらともいえない」が13.2％

の順に高くなっている。 

「休校期間中、給食がないため困った」と思われる程度について、「まったくあてはまら

ない」が28.5％で最も高く、「まぁまぁあてはまる」と「あまりあてはまらない」がいずれ

も22.1％、「どちらともいえない」が18.0％の順に高くなっている。 

このことから、「休校期間中、生活リズムが乱れた」と思われる割合（「まぁまぁあてはま

る」と「とてもあてはまる」の足し算）が7割を超え、「休校期間中、給食がないため困った」

と思われる割合（「まぁまぁあてはまる」と「とてもあてはまる」の足し算）が3割強となっ

ている。  
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子ども－2－3．休校期間中の昼間の過ごし方（子ども調査） 

問 2－2. 休校期間中・学校再開後のあなたの生活についてお聞きします。あてはまるもの

一つを選んで〇をつけてください。 

2－2－3．あなたは休校期間中の昼間、主にどこで過ごしましたか？あてはまるものをすべ

て選んでください。  

 

図 1－35. 休校期間中の昼間の過ごし方（子ども調査） 

 

子ども全体では978名が有効サンプルで内訳として、休校期間中の昼間の主な居場所の結

果をみると、「自分の家」が97.6％で最も高く、「親戚の家」が4.8％、「公園」が2.4％、「友

達の家」が1.3％の順に高くなっている。 

このことから、休校期間中の昼間の主な居場所は、「自分の家」が10割弱となっている。 
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(n=978)



 

子ども－2－2－4．学校再開後の生活リズムの状況（子ども調査） 

問 2－2. 休校期間中・学校再開後のあなたの生活についてお聞きします。あてはまるもの

一つを選んで〇をつけてください。 

2－2－4．学校再開後、生活リズムを戻すのに苦労した／生活リズムが戻らなかった。 

 

図 1－36. 学校再開後の生活リズムの状況（子ども調査） 

 

子ども全体では978名が有効サンプルで内訳として、学校再開後生活リズムに戻れる苦労

さの結果をみると、「まぁまぁあてはまる」が37.6％で最も高く、「あまりあてはまらない」

が25.3％、「どちらともいえない」が19.0％の順に高くなっている。 

このことから、学校再開後生活リズムを戻すことに苦労した子ども（「とてもあてはまる」

と「まあまああてはまる」の合計）は、4割強いることがわかる。 

 

  

とてもあて

はまる

8.8%

まぁまぁあてはまる

37.6%

どちらともいえない

19.0%
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子ども－2－2－5．学校再開後の通学への気持ち（子ども調査） 

問 2－2. 休校期間中・学校再開後のあなたの生活についてお聞きします。あてはまるもの

一つを選んで〇をつけてください。 

2－2－5．学校再開後、学校に行くことがつらく感じる。 

 

図 1－37. 学校再開後の通学への気持ち（子ども調査） 

 

子ども全体では978名が有効サンプルで内訳として、学校再開後学校に行くつらさの結果

をみると、「あまりあてはまらない」が25.8％で最も高く、「まぁまぁあてはまる」が24.5％、

「まったくあてはまらない」が21.8％の順に高くなっている。 

このことから、学校再開後学校に行くつらさは、「あまりあてはまらない」と「まぁまぁ

あてはまる」と思われる子どもがいずれも25％前後を占めている。 

 

 

  

とてもあ

てはまる

8.8%

まぁまぁあてはまる

24.5%

どちらともいえない

19.1%

あまりあてはまらない
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（５）社会環境 

保護者－13－4．支えてくれる人の状況  

問 13－4. 次の①～⑦について、おうちの方を含め（子どもは除く）、あなたを支えてくれ
て、手伝ってくれる人はいますか。（あてはまる番号 1つを選んでください）※ここでいう
おうちの方は、住居と生計を共にする者と、住居だけを共にする者の両方を含みます。 

 

図 1－38. 支えてくれる人の状況 

 

保護者全体では、「心配ごとや悩みごとを親身になって聞いてくれる人」の有無に関する

結果をみると、「いる」が70.3％で最も高く、「いない」が21.4％、「分からない」が8.4％順

に高くなっている。 

「あなたの気持ちを察して思いやってくれる人」の有無に関する結果をみると、「いる」

が68.0％で最も高く、「いない」が21.6％、「分からない」が10.5％順に高くなっている。 

「趣味や興味のあることを一緒に話して、気分転換させてくれる人」の有無に関する結果

をみると、「いる」が64.4％で最も高く、「いない」が27.7％、「分からない」が7.9％順に高

くなっている。 

「子どもとの関わりについて、適切な助言をしてくれる人」の有無に関する結果をみると、

「いる」が65.4％で最も高く、「いない」が23.7％、「分からない」が10.9％順に高くなって

いる。 

「子どもの学びや遊びをゆたかにする情報を教えてくれる人（運動や文化活動）」の有無
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子どもとの関わりについて、適切な助言をしてくれる人

子どもの学びや遊びをゆたかにする情報を教えてくれ

る人（運動や文化活動）

子どもの体調が悪いとき、医療機関に連れて行ってく

れる人

留守を頼める人

（n=2,582)
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に関する結果をみると、「いる」が52.3％で最も高く、「いない」が32.3％、「分からない」

が15.5％順に高くなっている。 

「子どもの体調が悪いとき、医療機関に連れて行ってくれる人」の有無に関する結果をみ

ると、「いる」が67.2％で最も高く、「いない」が27.3％、「分からない」が5.6％順に高くな

っている。 

「留守を頼める人」の有無に関する結果をみると、「いる」が57.7％で最も高く、「いない」

が36.9％、「分からない」が5.4％順に高くなっている。 

このことから、上記の各項目で支えてくれて、手伝ってくれる人が「いる」の割合は、い

ずれも5割以上となっている。 

  



 

保護者－13－5．困った時の相談先  

問 13－5. あなたが本当に困ったときや悩みがあるとき、相談相手や相談先はどこです

か。（あてはまる番号すべてを選んでください） 

 

図 1－39. 困った時の相談先 
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保護者全体では、困った時相談相手や相談先の有無の結果をみると、「配偶者・パートナ

ー」が80.1％で最も高く、「自分の親」が54.8％、「きょうだい・その他の親戚」が22.9％、

「近隣に住む知人や友人」が22.0％、「配偶者・パートナーの親」が17.3％の順に高くなる。

一方、「相談できる相手がいない」は6.0％である。 

このことから、「配偶者・パートナー」が最も高くて8割強、次いで「自分の親」が5割強

となっている。また、「相談できる相手がいない」は6.0％に留まっている。 

  



 

保護者－11－2．新型コロナウイルスの影響で困っていること（保護者調査） 

問 11. 新型コロナウイルスによる状況変化に関連したお子さんへの状況をお聞きします。 
11－2. 新型コロナウイルスの影響で、お子さんのことで日々困っていると感じていること
は下記のうちのどれですか。（当てはまる番号をすべて選んでください。）A～C 内で、お子
さんが複数いる場合は、今回の調査で該当する子どもについて書いてください。 
 

 

図 1－40. 新型コロナウイルスの影響で困っていること（乳幼児・園児の子どものみがい

る方） 

 

乳幼児・園児の子どものみがいる方は、新型コロナウイルスの影響で、子どものことで

日々困っていると感じていることに関する結果をみると、全体では 686 名が有効サンプル

（サンプルサイズの計算について、343「【保護者のみ】乳幼児(0-3 才)」＋343「【保護者の

み】園児(3-6 才)」＝686）で内訳として、「生活のリズムの乱れ」と回答した割合が 27.7％

で最も高く、「子どもの感情が不安定になること」が 21.7％、「子どもの友人関係」が 20.8％
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で、「昼ご飯などの食事の状況」が 19.0％の順に高くなっている。 

 

図 1－41. 新型コロナウイルスの影響で困っていること（小学生の子どものみがいる方） 

 

小学生の子どものみがいる方は、新型コロナウイルスの影響で、子どものことで日々困っ

ていると感じていることに関する結果をみると、全体では 864 名が有効サンプル（サンプ

ルサイズの計算について、345「【保護者のみ】小学校低学年(6-9 才)」＋173「【保護者のみ】

小学校高学年（9-12 才）」＋346「【保護者&子供】小学校高学年（9-12 才）」＝864）で内訳

として、「学業（学校の授業の進み具合など）の遅れ」と回答した割合は 52.7％で最も高く、

「生活のリズムの乱れ」が 38.2％で、「子どもの友人関係」が 23.0％で、「昼ご飯などの食

事の状況」が 21.2％順に高くなっている 

13.5 

19.9 

23.0 

21.2 

9.8 

1.7 

38.2 

8.0 

52.7 

11.0 

6.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家の大人の人（お母さん・お父さん・おばあちゃん・おじ

いちゃん・親せきなど）が仕事にいっている間の居場所

子どもの感情が不安定になること

子どもの友人関係

昼ご飯などの食事の状況

体の発達状況

性に関すること

生活のリズムの乱れ

家族とのコミュニケーション

学業（学校の授業の進み具合など）の遅れ

将来の入試などの状況

その他

＜小学生のお子さんがいる方＞

(n=864)



 

 

図 1－42. 新型コロナウイルスの影響で困っていること（中学生・高校生・高専生・その

他の学生の子どものみがいる方） 

 

中学生・高校生・高専生・その他の学生の子どものみがいる方は、新型コロナウイルスの

影響で、子どものことで日々困っていると感じていることに関する結果をみると、全体では

1,032名が有効サンプル（サンプルサイズの計算について、173「【保護者のみ】中学生(12-

15才)」＋173「【保護者のみ】高校生・高専生等(15才以上)」＋344「【保護者&子供】中学
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生(12-15才)」＋342「【保護者&子供】高校生・高専生等(15才以上)」＝1,032）で内訳とし

て、「学業（学校の授業の進み具合など）の遅れ」と回答した割合は47.7％で最も高く、「生

活のリズムの乱れ」が39.1％で、「将来の入試などの状況」と回答した割合は34.1％で、「将

来の進路の状況（志望校や職業について）」と回答した割合は28.7％の順に高くなっている。 

このことから、保護者が新型コロナウイルスの影響で困っていると感じる項目について、

割合が最も高い項目は、「乳幼児・園児の子どものみがいる方」群においては「生活のリズ

ムの乱れ」（3 割弱）で、「小学生の子どものみがいる方」群においては「学業（学校の授業

の進み具合など）の遅れ」（5 割強）で、「中学生・高校生・高専生・その他の学生の子ども

のみがいる方」群においては「学業（学校の授業の進み具合など）の遅れ」（5 割弱）であ

る。 

  



 

子ども－3．新型コロナウイルスの影響で困っていること（子ども調査） 

問 3 新型コロナウイルスの影響で、あなたが日々困っていると感じていることは次のう

ちのどれですか。あてはまるものをすべて選んで〇をつけてください。Aは小学生の方、B

は中学生・高校生の方が答えてください。 

 

図 1－43. 新型コロナウイルスの影響で困っていること（小学校高学年（9-12 才）） 

小学校高学年（9-12 才）を回答者対象として、全体では 346 名が有効サンプルで内訳と

して、新型コロナウイルスの影響で日々困っていると感じていることに関する結果をみる

と、「学業（学校の授業の進み具合などの遅れ」と回答した割合が 41.3％で最も高く、「生

活のリズムの乱れ」が 24.3％、「家の大人の人（お母さん・お父さん・おばあちゃん・お

じいちゃん・親せきなど）が仕事にいっている間の居場所」が 18.8％の順に高くなってい

る。 
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家(いえ)の大人(おとな)の人(ひと)（お母さん(おかあさん)・お父

さん(おとうさん)・おばあちゃん・おじいちゃん・親(しん)せきな

ど）が仕事(しごと)にいっている間(あいだ)の居場所(いばしょ)

自分(じぶん)の感情(かんじょう)が不安定(ふあんてい)になるこ

と

友人(ゆうじん)関係(かんけい)

昼(ひる)ご飯(ごはん)などの食事(しょくじ)の状況(じょうきょう)

体(からだ)の発達(はったつ)状況(じょうきょう)

性(せい)に関(かん)すること

生活(せいかつ)のリズムの乱れ(みだれ)

家族(かぞく)とのコミュニケーション

学業(がくぎょう)（学校(がっこう)の授業(じゅぎょう)の進み具合

(すすみぐあい)などの遅れ(おくれ)

将来(しょうらい)の入試(にゅうし)などの状況(じょうきょう)

その他(た)

＜小学生(しょうがくせい)の方(かた)＞

(n=346)



 

 

図 1－44. 新型コロナウイルスの影響で困っていること（中学生・高校生・高専生・その他

の学生） 
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自分(じぶん)の感情(かんじょう)が不安定(ふあんてい)になるこ

と
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将来(しょうらい)の進路(しんろ)の状況(じょうきょう)（志望校(しぼ

うこう)や職業(しょくぎょう)について）

就職(しゅうしょく)活動(かつどう)の状況(じょうきょう)

その他(た)

＜中学生（ちゅうがくせい）・高校生（こうこうせい）・高専生（こうせんせい)・その他

（た）の学生（がくせい)の方（かた）＞

（n=686)



 

 

中学生・高校生・高専生・その他の学生の方を回答者対象として、全体では686名が有

効サンプルで内訳として、新型コロナウイルスの影響で日々困っていると感じているこ

とに関する結果をみると、「学業（学校の授業の進み具合などの遅れ」と回答した割合が

39.5％で最も高く、「将来の入試などの状況」が25.2％、「生活のリズムの乱れ」が23.8％、

「将来の進路の状況（志望校や職業について）」が23.3％の順に高くなっている。 

このことから、子どもが新型コロナウイルスの影響で困っていることについて、割合が

最も高い項目は、「小学生」群と「中学生・高校生・高専生・その他の学生」群において

は、いずれも「学業（学校の授業の進み具合など）の遅れ」で、その割合がそれぞれ4割

強、4割弱となっている。 

 

  



 

（６）健康状況 

保護者－3．新型コロナウイルスの感染症の子どもへの影響  

問 3． たくさんの人が新型コロナウイルス感染症をこわがったり、自分や家族や友達の安

全と健康について心配したりしています。こんな状況があなたのお子さんにどう影響して

いるかを選んでください。 

図 1－45. 新型コロナウイルスの感染症の子供への影響 

 

保護者全体では、新型コロナウイルス感染症が流行っている中で子どもに与える影響を

見ると、「子どもか子どもが大切に思っている人がコロナでひどく具合が悪くなったり、

1.9 

1.8 

1.4 

4.3 

1.6 

0.8 

4.1 

1.0 

2.2 

98.1 

98.2 

98.6 

95.7 

98.4 

99.2 

95.9 

99.0 

97.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あなたのお子さんやあなたのお子さんが大切に思っている人

がこの病気のせいでひどく具合が悪くなったり、入院したりし

ましたか？

あなたのお子さんやあなたのお子さんが大切に思っている人

がこの病気の症状があるせいで隔離されましたか？

あなたのお子さんやあなたのお子さんが大切に思っている人

が検査で新型コロナウイルス陽性だと言われましたか？

あなたのお子さんが大切に思っている人がこの病気かもしれ

ない人のそばで働いていますか？

あなたのお子さんやご家族がこの病気のせいで家を離れな

ければいけないことはありましたか？

あなたのお子さんが大切に思っている人がこの病気で亡くな

りましたか？

ご家族は感染者のたくさんいる場所で仕事をしていますか？

あなたのお子さんやご家族が感染者に関わる仕事をしたた

めに隔離されましたか？

この病気のせいであなたのお子さんやご家族に何かほかに

ひどいことは起こりましたか？

（n=2,582)

はい いいえ



 

入院したりした」と回答した割合が 1.9％、「子どもか子どもが大切に思っている人がこの

病気の症状があるせいで隔離されました」が 1.8％、「子どもか子どもが大切に思っている

人が検査で新型コロナウイルス陽性だと言われました」が 1.4％、「子どもが大切に思って

いる人がこの病気かもしれない人のそばで働いています」が 4.3％、「子どもや家族がこの

病気のせいで家を離れなければいけないことはありました」が 1.6％、「子どもが大切に思

っている人がこの病気で亡くなりました」が 0.8％、「家族は感染者のたくさんいる場所で

仕事をしています」が 4.1％、「子どもや家族は感染者に関わる仕事をしたために隔離され

ました」が 1.0％で、「この病気のせいで子どもや家族に何かほかにひどいことは起こりま

した」が 2.2％である。 

このことから、保護者全体では、子どもに影響を与える項目の中で、「子どもが大切に

思っている人がこの病気かもしれない人のそばで働いています」と回答した割合が 4.3％

を占めて最も高く、「家族は感染者のたくさんいる場所で仕事をしています」が 4.1％を占

めて二番目に高くなっている。 

  



 

保護者－12．過去 30 日の間の体調の変化（保護者調査） 

問 12.あなたは過去 30日の間にどれくらいの頻度で次のことがありましたか。 

 

図 1－46. 過去 30 日の間の体調の変化（保護者調査） 

 

保護者全体では、過去30日の間に理由もなく疲れ切ったような体調変化を感じた頻度

を回答した結果をみると、「少しだけある」と回答した割合は38.3％で最も高く、「全くな

い」が30.3％、「時々ある」が20.4％、「ほとんどある」が5.7％、「いつもある」が5.3％順

に高くなっている。 

保護者全体では、過去30日の間に神経過敏のような体調変化を感じた頻度を回答した

結果をみると、「全くない」と回答した割合が40.1％で最も高く、「少しだけある」が30.6％、
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（n=2,582)
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「時々ある」が20.0％、「ほとんどある」が6.4％、「いつもある」が2.9％順に高くなって

いる。 

保護者全体では、過去30日の間にどうしても落ち着けないくらいに、神経過敏のような

体調変化を感じた頻度を回答した結果をみると、「全くない」と回答した割合は60.0％で

最も高く、「少しだけある」が20.1％、「時々ある」が14.0％、「ほとんどある」が3.8％、

「いつもある」が2.1％順に高くなっている。 

保護者全体では、過去30日の間に絶望的だという体調変化を感じた頻度を回答した結

果をみると、「全くない」と回答した割合は61.7％で最も高く、「少しだけある」が20.4％、

「時々ある」が11.6％、「ほとんどある」が3.9％、「いつもある」が2.4％順に高くなって

いる。 

保護者全体では、過去30日の間にそわそわ、落ち着かないような体調変化を感じた頻度

を回答した結果をみると、「全くない」と回答した割合は51.3％で最も高く、「少しだけあ

る」が29.5％、「時々ある」が13.1％、「ほとんどある」が4.3％、「いつもある」が1.7％順

に高くなっている。 

保護者全体では、過去30日の間にじっと座っていられないほど、落ち着かなく感じた頻度

を回答した結果をみると、「全くない」と回答した割合は72.2％で最も高く、「少しだけある」

が16.5%、「時々ある」が7.9%、「ほとんどある」が2.4％、「いつもある」が1.0％の順に高く

なっている。 

保護者全体では、過去30日の間に憂うつに感じた頻度を回答した結果をみると、「全くな

い」と回答した割合は45.2％で最も高く、「少しだけある」が31.1%、「時々ある」が14.1%、

「ほとんどある」が5.7％、「いつもある」が4.0％の順に高くなっている。 

保護者全体では、過去30日の間に気分が沈み込んで、何が起こっても気が晴れないように

感じた頻度を回答した結果をみると、「全くない」と回答した割合は47.3で最も高く、「少し

だけある」が29.9%、「時々ある」が14.4%、「ほとんどある」が5.2％、「いつもある」が3.3％

の順に高くなっている。 

保護者全体では、過去30日の間に何をするのも骨折りだと感じた頻度を回答した結果を

みると、「全くない」と回答した割合は50.6で最も高く、「少しだけある」が28.8%、「時々あ

る」が13.3%、「ほとんどある」が4.3％、「いつもある」が2.9％の順に高くなっている。 

保護者全体では、過去30日の間に自分は価値のない人間だと感じた頻度を回答した結果

をみると、「全くない」と回答した割合は59.8%で最も高く、「少しだけある」が21.0%、「時々

ある」が11.1%、「ほとんどある」が4.3％、「いつもある」が3.8％の順に高くなっている。 

このことから、過去30日の間に上記の感情変化の頻度は、「全くない」がほぼ4割以上、

「少しだけある」がほぼ2割を超え、「時々ある」がほぼ1割を超え、「ほとんどある」と「い

つもある」がそれぞれ1割を下回っている。 

 

  



 

子ども－5．過去 30 日の間の体調の変化（子ども調査） 

問 5. 新型コロナウイルス感染症のせいで起こっていることに対するあなたの反応をたず

ねます。この 1 か月の間に、どれくらいのつぎのようなことがおこったのか、0～4 の番号

を一つ選んで〇をつけてください。 

 

子ども全体では、「起こったことや起こっていることを思い出させるような人や、場所

や、ものごとには、近づかないようにする」という過去30日の間の体調の変化をみると、

「全くない」が41.2％で最も高く、「ときどきある」が27.0％、「ごくたまにある」が20.5％

の順に高くなっている。 

「すぐにはらがたって、言いあいやケンカになりやすい」という過去30日の間の体調の

変化をみると、「全くない」が43.0％で最も高く、「ごくたまにある」が31.0％、「ときど

きある」が18.2％の順に高くなっている。 

「なかなか集中したり、注意を向けたりできない」という過去30日の間の体調の変化を

みると、「ごくたまにある」が32.9％で最も高く、「全くない」が30.0％、「ときどきある」

が27.5％の順に高くなっている。 

「なにかのきっかけで起こったことや起こっていることを思い出すと、すごくいやな

気持ちになったり、おそろしくなったり、悲しくなったりする」という過去30日の間の体

調の変化をみると、「全くない」が45.6％で最も高く、「ごくたまにある」が31.0％、「と

きどきある」が17.9％の順に高くなっている。 

「うれしいとか、だれかのことを大好きだとか、思えない」という過去30日の間の体調

の変化をみると、「全くない」が60.9％で最も高く、「ごくたまにある」が20.3％、「とき

どきある」が14.3％の順に高くなっている。 

「起こったことや起こっていることについて、なにかを考えたり、感じたりしないよう

にする」という過去30日の間の体調の変化をみると、「全くない」が50.4％で最も高く、

「ごくたまにある」が28.7％、「ときどきある」が18.1％の順に高くなっている。 

「なにかのきっかけで起こったことを思い出すと、むねがドキドキしたり、あたまがい

たくなったり、おなかがいたくなったりする」という過去30日の間の体調の変化をみる

と、「全くない」が58.5％で最も高く、「ごくたまにある」が23.8％、「ときどきある」が

13.9％の順に高くなっている。 

「もうだれも信用できない」と思う」という過去30日の間の体調の変化をみると、「全

くない」が66.2％で最も高く、「ごくたまにある」が17.6％、「ときどきある」が11.6％の

順に高くなっている。 

「だれかといっしょにいても、自分はひとりぼっちだと感じる」という過去30日の間の

体調の変化程度をみると、「全くない」が60.3％で最も高く、「ごくたまにある」が22.5％、

「ときどきある」が11.4％の順に高くなっている。 

「思い出したくないときに、起こったことや起こっていることついて、あたまがごちゃ

ごちゃになるような考え、映像、音がふいにうかぶことがある」という過去30日の間の体



 

調の変化をみると、「全くない」が64.2％で最も高く、「ごくたまにある」が21.8％、「と

きどきある」が10.0％の順に高くなっている。 

「なかなかねれなかったり、夜中にしょっちゅう目がさめたり、一度目がさめるとなか

なかねつけなかったりする」という過去30日の間の体調の変化をみると、「全くない」が

62.3％で最も高く、「ごくたまにある」が21.7％、「ときどきある」が11.4％の順に高くな

っている。 

このことから、子ども全体では、「新型コロナウイルス感染症のせいで起こっているこ

とに対する子どもの反応をたずねる」結果を見ると、「なかなか集中したり、注意を向け

たりできない」を除き、「全くない」がいずれの項目でも最も高く（4割強～7割弱）、「な

かなか集中したり、注意を向けたりできない」においては「ごくたまにある」が最も高く

なっている（3割強）。 



 

図1－47. 過去30日の間の体調の変化（子ども調査） 
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たりできない

なにかのきっかけで起こったことや起こっていることを思

(おも)い出(だ)すと、すごくいやな気持(きも)ちになったり、

おそろしくなったり、悲(かな)しくなったりする

うれしいとか、だれかのことを大好(だいす)きだとか、思

(おも)えない

起(お)こったことや起(お)こっていることについて、なにか

を考(かんが)えたり、感(かん)じたりしないようにする

なにかのきっかけで起(お)こったことを思(おも)い出(だ)す

と、むねがドキドキしたり、あたまがいたくなったり、おな

かがいたくなったりする

「もうだれも信用(しんよう)できない」と思(おも)う

だれかといっしよにいても、自分(じぶん)はひとりぼっちだ

と感(かん)じる

思(おも)い出(だ)したくないときに、起(お)こったことや起

(お)こっていることついて、あたまがごちゃごちゃになるよ

うな考(かんが)え、映像(えいぞう)、音(おと)がふいにうか

ぶことがある

なかなかねれなかったり、夜中(よなか)にしよっちゅう目

(め)がさめたり、一度目(いちどめ)がさめるとなかなかね

つけなかったりする

(n=1,032) 全くない ごくたまにある ときどきある かなりある ずっとある



 

単純集計のまとめ 

単純集計の分析では、回答者の属性、新型コロナウイルス感染症が家庭の経済状況、生活

環境、教育環境、社会環境に与える影響を検討した。主な結果を以下にまとめる。 

 

＜経済状況に関するまとめ＞ 

① 新型コロナウイルス感染症の家計を支えている保護者の就業状況への影響 

 2020 年 1 月時点と比べ、7 月時点に「勤め（常勤・正規職員）」の父親の割合が

2.2％低くなっており、「仕事を探している」母親の割合も 0.6％増加している（図

1－10）。 

 世帯員（特に父親）の就業状況が新型コロナウイルス感染症の影響を受けていると

いう点に留意する必要があるだろう。 

② 新型コロナウイルス感染症の影響での仕事の変化 

 「変化はなかった/働いていない」が 7 割弱となっているが、「勤務時間・日数が変

更になった」が 5.6％、「休業を命じられた」が 4.0％を占める（図 1－15）。仕事

変化により負担に感じたと回答する割合は 48.8％である（図 1－16）。2019 年の

世帯年収（税込み）が「400～600 万円未満」以下の割合が 56.9％を占めるという

背景の中（図 1－14）で、それらの変化により、世帯年収が低い世帯の経済状況が

深刻化する可能性があるだろう。 

 「テレワ－クなど勤務場所が変わった」が 1 割強となっており、「時差通勤になっ

た」が 3.6％を占める（図 1－15）。新型コロナウイルス感染症をきっかけにして、

多様性を持つ働き方の環境を整える可能性が見られる。 

③ 経済的理由で経験したこと 

 2020 年 1 月時点と比べ、7 月時点に「家族旅行（テ－マパ－クなど日帰りのおで

かけを含む）ができなかった」の割合が 4.3％増加、「子ども会、地域の行事（祭り

など）の活動に参加することができなかった」が 1.7％増加、「子どもの学校行事な

どに参加することができなかった」が 1.2％増加した（図 1－18、図 1－19）。 

 学業以外の面での子どもの多様な「体験」の有無は、子どものヒューマンキャピタ

ルの形成にかかわることが予想されるので、新型コロナウイルス感染症の流行の

前後で体験の減少で、子どもの発達を妨げる可能性が見られる。 

 

＜生活環境に関するまとめ＞ 

① 世帯内の親子関係の変化 

 主に子どもと過ごす時間が長い世帯員は、2020年1月時点と比べ、7月時点に「お

母さん」が0.6％減少したことに対して、「お父さん」が0.9％増加した（図1－26）。

父親が育児活動に多く参加する傾向が見られるが、育児活動の主な担い手が依然

として母親である。 



 

 子どもと接する時間が長い保護者は、2020年1月時点と比べ、7月時点に「子ども

の学校や保育園などの帰宅時間にはいる」の割合が1.4％増加した（図1－27）。育

児活動の主な担い手の親の育児時間が増加する可能性が見られる。 

② 世帯内の配偶者・パートナーの間の関係の変化 

 配偶者・パートナーとの関係の変化は、よくなった割合（「よくなった」「とてもよ

くなった」の計）が10.7％、悪くなった割合（「悪くなった」「とても悪くなった」

の計）が8.5％である（図1－28）。配偶者・パートナーに信頼しない割合（「あまり

信頼していない」「全く信頼していない」の計）が18.8％で2割弱となっている（図

1－30）。配偶者・パートナーと過ごす中で、家庭の中で精神的・身体的・その他の

負担が増えた合計の割合が37.2％で4割弱となっている（図1－29）。 

 新型コロナウイルス感染症の流行の中で、家庭生活不安は、閉ざされた関係で生じ

たストレスや暴力をもたらすという点で無視できない。 

 

＜教育環境に関するまとめ＞ 

① 子どもの通学状況 

 2019年度と比べ、2020年度に「ほぼ毎日通っている」の割合が1.2％減少したこと

に対して、「欠席は年間30日未満である」、「欠席が年間30日以上、60日未満である」、

及び「欠席が年間60日以上、1年未満である」の割合がそれぞれ2.0％、0.7％、0.6％

増加した（図1－32）。 

 近年不登校児童生徒数が急増している中で、新型コロナウイルス感染症で不登校

の状況の変化に注目すべきだと考えられる。 

② 休校期間中・学校再開後子どもの生活 

 休校期間中、10割弱の子どもの昼間の主な居場所が「自分の家」である（図1－35）。

休校期間中に「生活リズムが乱れた」割合（「まぁまぁあてはまる」と「とてもあ

てはまる」の計）が7割を超え（図1－34）、学校再開後生活リズムを戻すのに苦労

した割合（「まぁまぁあてはまる」と「とてもあてはまる」の計）が5割弱いる（図

1－36）。「休校期間中、給食がないため困った」割合（「まぁまぁあてはまる」と「と

てもあてはまる」の計）が3割強となっている（図1－34）。 

 休校・学校再開の状況の中で、健康格差に繋がる子どもたちの良好な生活習慣をつ

けることが困難になっていると考えられるので、子どもの生活習慣の管理や子ど

もの食育を支援することが求められている。 

 

＜社会環境に関するまとめ＞ 

① 保護者・子どもが新型コロナウイルス感染症の影響で困っていると感じること 

 保護者にとって、最も高い割合が、「乳幼児・園児の子どものみがいる方」群にお

いては「生活のリズムの乱れ」（3割弱）で（図1－40）、「小学生の子どものみがい



 

る方」群と「中学生・高校生・高専生・その他の学生の子どものみがいる方」群に

おいては「学業（学校の授業の進み具合など）の遅れ」（それぞれ5割強、5割弱）

である（図1－41、図1－42）。子どもにとって、最も高い割合が、「小学生」群と

「中学生・高校生・高専生・その他の学生」群においては「学業（学校の授業の進

み具合など）の遅れ」（それぞれ4割強、4割弱）である（図1－43、図1－44）。 

 新型コロナウイルス感染症による臨時休校等が教育機会の減少と教育格差の拡大

をもたらす可能性があるので、学業の遅れを取り戻すための質の高いオンライン

授業の充実や、学習環境格差の是正等を図る必要があるだろう。 

 

＜健康状況に関するまとめ＞ 

① 新型コロナウイルス感染症の子どもへの影響 

 子どもに影響を与える項目の中で、「子どもが大切に思っている人がこの病気か

もしれない人のそばで働いています」が 4.3％で最も高く、「家族は感染者のたく

さんいる場所で仕事をしています」が 4.1％で二番目に高くなっている（図 1－

45）。 

② 保護者・子どもの過去 30 日の間の体調の変化 

 保護者にとって、変化がある（「いつもある」「ほとんどある」の計）項目の割合は、

最も高いのが「理由もなく疲れ切ったように感じた」（11.0％）、次いで「憂うつに

感じた」、三番目に高いのが「神経過敏に感じた」の順に高くなっている（図 1－

46）。子どもにとって、「なかなか集中したり、注意を向けたりできない」を除き、

いずれの項目において「全くない」が最も高く（4 割強～7 割弱）なっているが、

「なかなか集中したり、注意を向けたりできない」においては「ごくたまにある」

が 3 割強で最も高くなっている（図 1－47）。 

 新型コロナウイルス感染症が不安な子どもに対して、親が正しい情報や予防の知

識を提供し、不安を減らすことが大事である。また、親が自身の体と心のケアに

注目すべきだと思われる。子どもと大人の体と心のケアを行うために、学校にお

ける心のケア体制整備、地域の専門機関等との連携等メンタルヘルスと心理社会

的支援を図る必要があると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

２．クロス集計および分析結果 

（１）保護者の雇用と家庭生活 

1. 仕事の変化 

・世帯年収別に見た、仕事の変化（保護者票保護者問 1－1×世帯年収） 

問 1. あなたは 2020年の 1月以降で新型コロナウイルスの影響により職場や職種が変わる、

または仕事内容が変わるなどの変化はありましたか。 

1-1. 仕事の変化はどのようなものでしたか。（最もあてはまるものを 1 つ選んでください。） 

 

図 2－1－1．世帯年収別に見た仕事の変化 

 

コロナ禍で仕事の変化状況を世帯年収別に見ると、最も割合が高い項目は、いずれも「変

化はなかった/働いていない」で、割合が 50.5％〜78.3％となっている。ついで、「200～400

万未満」群と「400～600 万未満」群を除き、「テレワークなど勤務場所が変わった」（6.7％

〜34.9％）で、「200～400 万未満」群では「勤務時間・日数が変更になった」（6.4％）とな

っており、「400～600 万未満」群では「休業を命じられた」（6.6％）となっている。3 番目

に高いのは、「200 万未満」群では「勤務時間・日数が変更になった」（4.7％）となってお

り、「200～400 万未満」群では「休業を命じられた」（4.1％）となっており、「400～600 万
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職種が変更になった 失業した（職場都合での失業）

退職した（自主退職） 別の職場へ転職した

その他

(n=2,582）



 

未満」群では「テレワークなど勤務場所が変わった」（6.4％）となっており、「600～800 万

未満」郡では「時差通勤になった」となっており、「800～1000 万未満」以上の群では「勤

務時間・日数が変更になった」（5.5％〜6.1％）となっている。 

このことから、「変化はなかった/働いていない」と回答した割合は、「400～600 万未満」

以下の群及び「わからない」群においては 7 割以上となっており、その他群においては 5 割

か 6 割となっている。 

 

・子どもの年齢別に見た、仕事の変化（保護者票問 1－1×子どもの年齢） 

図 2－1－2．子どもの年齢別に見た、仕事の変化 

  

コロナ禍で仕事の変化状況を子どもの年齢別に見ると、最も割合が高い項目は、いずれも

「変化はなかった/働いていない」で、割合が 7 割前後となっている。2 番目に高い項目は、

いずれも「テレワークなど勤務場所が変わった」で、割合が 1 割前後となっている。また、

各項目では子どもの年齢による大きな違いは見られない。 
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職種が変更になった 失業した（職場都合での失業）

退職した（自主退職） 別の職場へ転職した

その他

(n=2,582）



 

表 2 － 1 － 1 ．回答者の性別とパートナーの仕事状況別に見た、仕事の変化

 

 

 2020 年の１月時点での回答者の仕事の状況から、父親は就業形態を問わずに有業・無

業・当てはまる人がいないと３つに分け、さらに母親の就業状況と組み合わせて、①共働き

（父有業/母常勤）、②共働き（父有業/母非常勤・自営業・その他の就業形態）、③共働きで

はない（父有業/母無職（専業主婦））、④共働きではない（父無職（専業主夫）/母有職）、当

てはまる人はいない（ひとり親のケースが想定される）とした。回答者の仕事の変化を回答

者の性別とパートナーとの仕事状況別に見ると、最も高いのは、「変化はなかった/働いてい

ない」であるが、パートナーの状況で差異が生じている。男性回答者では、「共働き（母常

勤）」は 56.2％、「共働きではない（専業主婦）」は 55.7%が「変化はなかった/働いていない」

としているが、「テレワークなどの勤務場所が変わった」割合が他のグループに比べて高く

なっている。 女性回答者では、「変化はなかった/働いていない」が最も高いが、「共働き

（母常勤）」は 55.2%、「共働きではない（専業主夫）」の場合は 61.5%となっており、他の

群に比べて低い傾向がある。次に多いのが、「共働き（母常勤）」は男性回答者と同じく、「テ

レワークなどの勤務場所が変わった」が 21.6％と次に多い。「共働きではない（専業主夫）」

n

変化は
なかっ
た/働
いてい
ない

テレワー
クなど勤
務場所が
変わった

時差通
勤に
なった

勤務形
態(パー
ト等)が
変更に
なった

勤務時
間・日
数が変
更に
なった

休業を
命じら
れた

職種が
変更に
なった

失業し
た（職
場都合
での失
業）

退職し
た（自
主退
職）

別の職
場へ転
職した

その他

(2582) 69.3 12.2 3.6 0.6 5.6 4.0 0.3 0.6 1.4 1.1 1.2

(1119) 61.3 20.6 6.1 0.5 5.0 3.8 0.4 0.5 0.3 0.7 0.8

共働き（母
常勤）

(233) 56.2 25.3 6.4 0.4 5.6 2.6 1.3 0.0 0.0 1.7 0.4

共働き（母
非常勤・自
営業・その
他の就業形

(477) 65.6 16.4 5.2 0.8 5.5 5.0 0.0 0.4 0.2 0.2 0.6

共働きでは
ない（専業
主婦）

(327) 55.7 26.3 6.7 0.3 4.0 3.7 0.3 0.3 0.6 0.6 1.5

共働きでは
ない（専業
主夫）

(27) 81.5 3.7 7.4 0.0 0.0 0.0 0.0 3.7 0.0 3.7 0.0

当てはまる
人はいない

(7) 85.7 0.0 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

(1463) 75.5 5.8 1.7 0.6 6.1 4.2 0.2 0.7 2.3 1.4 1.6
共働き（母
常勤）

(232) 55.2 21.6 5.2 0.4 5.6 6.0 0.4 0.4 1.3 1.7 2.2

共働き（母
非常勤・自
営業・その
他の就業形
態）

(514) 59.3 4.9 2.1 1.4 14.0 8.0 0.4 1.2 4.1 2.7 1.9

共働きでは
ない（専業
主婦）

(667) 94.8 1.3 0.3 0.0 0.3 0.6 0.0 0.3 1.0 0.1 1.2

共働きでは
ない（専業
主夫）

(13) 61.5 0.0 0.0 7.7 7.7 0.0 0.0 7.7 15.4 0.0 0.0

当てはまる
人はいない (6) 66.7 0.0 0.0 0.0 16.7 0.0 0.0 0.0 0.0 16.7 0.0

全体

性別

x

共働き
の状況

男
性

女
性



 

は、「退職した（自主退職）」が 15.4％と最も多かった。 

「当てはまる人がいない」回答者の２番目に多い回答を見ると、男性回答者では「時差通

勤になった」が 14.3%であり、女性回答者では「別の職場へ転職した」が 16.7%となってい

た。 

 

2. 仕事の変化の負担 

・世帯年収別に見た、仕事の変化の負担（保護者票問 1-2×世帯年収） 

問 1. あなたは 2020 年の 1月以降で新型コロナウイルスの影響により職場や職種が変わ

る、または仕事内容が変わるなどの変化はありましたか。 

1-2. 仕事の変化はあなたにとって負担になったと思いますか。 

 

図 2－1－3．世帯年収別に見た、仕事変化による負担有無 

 

仕事変化で負担有無を世帯年収別に見ると、最も割合が高い項目は、「200～400 万未満」

群、「400～600 万未満」群と「800～1000 万未満」群を除き、「あまり負担に感じなかった」

（40.0％〜46.3％）で 4 割強となっており、「200～400 万未満」群、「400～600 万未満」
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14.8

19.0

28.6

11.9

14.6

6.8

9.3

12.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

2 0 0 万未満

2 0 0 ～ 4 0 0 万未満

4 0 0 ～ 6 0 0 万未満

6 0 0 ～ 8 0 0 万未満

8 0 0 ～ 1 0 0 0 万未満

1 0 0 0 万以上

わからない

まったく負担に感じなかった あまり負担に感じなかった

まあまあ負担に感じた とても負担に感じた(n=792）



 

群、と「800～1000 万未満」群においては「まあまあ負担に感じた」（それぞれ 33.1％、

39.2％、39.3％）で 3 割強となっている。次いで、「200～400 万未満」群、「400～600 万未

満」群と「800～1000 万未満」群を除き、「まあまあ負担に感じた」（28.2％〜35.7％）で 3

割前後となっており、「200～400 万未満」群においては「とても負担に感じた」（35.7％）

で 4 割弱となっており、「400～600 万未満」群と「800～1000 万未満」群においては「あ

まり負担に感じなかった」（それぞれ 33.6％、35.9％）で 3 割強となっている。3 番目に高

いのは、「200 万未満」群、「200～400 万未満」群と「600～800 万未満」群を除き、「まっ

たく負担に感じなかった」（14.8％〜17.9％）で 2 割弱となっており、「200～400 万未満」

群と「600～800 万未満」群においては「とても負担に感じた」（それぞれ 19.0％、14.6％）

で 2 割弱となっており、「200～400 万未満」群では「あまり負担に感じなかった」（25.6％）

で 3 割弱となっている。 

このことから、「200～400 万未満」以下の群と「600～800 万未満」群においては他群と

比べ、負担が多く感じることがわかった。 

 

・子どもの年齢別に見た、仕事の変化の負担（保護者票問 1-2×子どもの年齢） 

図 2－1－4．子どもの年齢別に見た、仕事変化による負担有無 

 

仕事変化で負担有無を子どもの年齢別に見ると、最も割合が高い項目は、「小学校高学年

（9-12 才）」群と「中学生(12-15 才)」群を除き、「あまり負担に感じなかった」（4 割前後）

14.1

26.8

18.3

12.1

8.6

14.3

10.0

37.1

41.2

38.3

44.8

29.4

30.4

43.6

34.0

26.8

32.2

30.2

42.3

33.5

34.3

14.8

5.2

11.3

12.9

19.6

21.7

12.1
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乳幼児 ( 0 - 3 才 )

園児 ( 3 - 6 才 )

小学校低学年 ( 6 - 9 才 )  

小学校高学年（ 9 - 1 2 才）

中学生 ( 1 2 - 1 5 才 )

高校生・ 高専生等 ( 1 5 才以上 )

まったく負担に感じなかった あまり負担に感じなかった

まあまあ負担に感じた とても負担に感じた

(n=792）



 

となっており、「小学校高学年（9-12 才）」群と「中学生(12-15 才)」群では「まあまあ負担

に感じた」（4 割前後）となっている。2 番目に高い項目は、「小学校高学年（9-12 才）」群

と「中学生(12-15 才)」群を除き、「まあまあ負担に感じた」（3 割前後）となっており、「小

学校高学年（9-12 才）」群と「中学生(12-15 才)」群では「あまり負担に感じなかった」（3

割前後）となっている。 

 

・回答者の性別とパートナーの仕事状況別に見た、仕事の変化の負担 

表 2－1－2．回答者の性別とパートナーの仕事状況別に見た、仕事変化による負担有

無 

 

 

2020 年の１月時点での回答者の仕事の状況から、父親は就業形態を問わずに有業・無業・

当てはまる人がいないと３つに分け、さらに母親の就業状況と組み合わせて、①共働き（父

有業/母常勤）、②共働き（父有業/母非常勤・自営業・その他の就業形態）、③共働きではな

い（父有業/母無職（専業主婦））、④共働きではない（父無職（専業主夫）/母有職）、当ては

まる人はいない（ひとり親のケースが想定される）とした。 

回答者の仕事変化による負担有無について、回答者の性別とパートナーとの仕事状況別

に見ると、男性回答者は「あまり負担に感じなかった」が 37.1%と最も多く、男性回答者は

n

まったく負
担に感じな
かった

あまり負
担に感じ
なかった

まあまあ
負担に感
じた

とても負
担に感じ
た

(792) 14.1 37.1 34.0 14.8

(433) 14.8 40.6 32.3 12.2

共働き（母常勤） (102) 9.8 41.2 36.3 12.7

共働き（母非常
勤・自営業・その
他の就業形態）

(164) 15.9 41.5 29.3 13.4

共働きではない
（専業主婦） (145) 17.9 38.6 33.1 10.3

共働きではない
（専業主夫） (5) 0.0 80.0 0.0 20.0

当てはまる人はい
ない

(1) 0.0 0.0 100.0 0.0

(359) 13.4 32.9 35.9 17.8
共働き（母常勤） (104) 19.2 35.6 35.6 9.6

共働き（母非常
勤・自営業・その
他の就業形態）

(209) 8.6 34.4 36.8 20.1

共働きではない
（専業主婦）

(35) 25.7 17.1 34.3 22.9

共働きではない
（専業主夫） (5) 20.0 40.0 20.0 20.0

当てはまる人はい
ない (2) 0.0 0.0 100.0 0.0

全体

性別

x

共働き
の状況

男性

女性



 

パートナーの就業形態の違いでも差は見られなかった。女性回答者は、「まあまあ負担に感

じた」が 35.9％と最も多かった。女性回答者では、「まあまあ負担に感じた」が最も多かっ

たのは、「共働き（母非常勤・自営業・その他の就業形態）」で 36.8%、「共働きではない（専

業主夫）」34.3%、「当てはまる人はいない」100%であった。女性回答者では、女性側の就業

形態によって回答に差が見られた。 

 

3. 新型コロナウイルス感染症の拡大の影響で利用した制度  

・世帯年収別に見た、新型コロナウイルス感染症の拡大で影響した制度（保護者票問 2×

世帯年収, 複数回答） 

問 2. 新型コロナウイルスの感染拡大の影響であなたが利用した制度がありますか。（あて

はまるものをすべて選んでください） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

表 2－1－3．世帯年収別に見た、新型コロナウイルスの感染症の 

拡大の影響で利用した制度 

 

 

支援金制度を利用する状況を世帯年収別に見ると、最も割合が高い項目は、いずれも「特

別定額給付金（対象者 1 人につき 10 万円を給付）」で 8 割強となっている。次いで、いず

れも「子育て世帯への臨時特別給付金」で 3 割前後となっている。3 番目に高いのは、いず

れも「上記のどの制度も利用していない」で 1 割弱となっている。 

このことから、いずれの群においても「特別定額給付金（対象者 1 人につき 10 万円を給

付）」が 8 割強となっている。 

ｎ

特別定額給
付金（対象者
1人につき10
万円を給付）

子育て世帯
への臨時特
別給付金

ひとり親世帯
臨時特別給

付金

個人向け緊
急小口資金
等の特例（緊
急小口資金）

国民年金保
険料の免除・
国民健康保
険料の減免

小学校休業
等対応助成
金・小学校休
業等対応支

援金

住居確保給
付金（家賃）

全体 (2,582) 85.0 37.2 0.9 1.0 1.9 1.7 0.5

200万未満 (149) 85.9 35.6 4.7 1.3 2.7 2.0 0.0

200～400万未満 (614) 84.0 37.1 0.7 0.7 2.3 1.5 0.3

400～600万未満 (513) 84.2 40.2 0.2 0.6 1.2 1.2 0.0

600～800万未満 (418) 86.4 44.5 0.7 0.5 1.2 1.4 0.5

800～1000万未満 (264) 83.7 28.4 1.1 1.1 1.9 2.3 1.5

1000万以上 (218) 83.9 20.2 2.3 3.2 3.2 2.8 0.9

わからない (136) 81.6 35.3 0.0 1.5 0.7 2.2 0.7

ｎ

企業主導型
ベビーシッ
ター利用者
支援事業

生活困窮者
などへの相

談窓口

家計が急変
した家庭の
学生に対す
る支援（授業
料減免等）

困窮学生に
対する授業
料免除等の
支援（大学・
高校・専門学
校等の支援）

国の学生支
援緊急給付

金

子どものた
めの体験活
動などへの

支援

修学旅行の
中止や延期
に伴うキャン
セル料等へ

の支援

全体 (2,582) 0.3 0.2 0.6 0.5 0.6 0.8 0.9

200万未満 (149) 0.0 0.7 0.7 0.7 0.0 0.0 0.7

200～400万未満 (614) 0.0 0.0 0.7 0.8 0.8 0.8 0.7

400～600万未満 (513) 0.4 0.2 0.0 0.0 0.6 0.4 0.4

600～800万未満 (418) 0.2 0.2 0.5 0.2 0.2 1.0 0.7

800～1000万未満 (264) 0.8 0.4 0.8 0.8 0.8 1.5 2.7

1000万以上 (218) 0.9 0.9 1.8 0.9 1.4 2.3 1.8

わからない (136) 0.0 0.0 0.7 0.0 0.0 0.0 2.2

ｎ

事業者向け
の支援制度
（持続化給付

金）

事業者向け
の支援制度
（家賃支援給

付金）

事業者向け
の支援制度
（雇用調整助
成金の特例）

自治体独自
の個人向け
の支援制度

自治体独自
の事業者向
けの支援制

度

その他
上記のどの

制度も利用し
ていない

全体 (2,582) 3.5 0.7 1.1 1.5 0.7 0.2 11.7

200万未満 (149) 7.4 0.7 0.0 2.0 0.7 0.0 10.7

200～400万未満 (614) 3.3 1.0 1.0 1.0 1.1 0.3 11.7

400～600万未満 (513) 3.9 0.8 1.8 1.4 0.0 0.0 13.1

600～800万未満 (418) 1.7 0.2 1.0 1.4 0.2 0.2 10.8

800～1000万未満 (264) 3.0 0.4 1.1 2.7 0.8 0.4 12.5

1000万以上 (218) 5.5 1.8 1.8 2.8 1.8 0.0 12.8

わからない (136) 3.7 0.0 0.7 0.0 1.5 0.0 14.7



 

・子どもの年齢別に見た、新型コロナウイルス感染症の拡大で影響した制度（保護者票問 2

×子どもの年齢, 複数回答） 

表 2－1－4. 子どもの年齢別に見た、新型コロナウイルスの感染症の 

拡大の影響で利用した制度 

 

 

支援金制度を利用する状況を子どもの年齢別に見ると、最も割合が高い項目は、いずれも

「特別定額給付金（対象者 1 人につき 10 万円を給付）」（8 割強）となっている。次いで、

いずれも「子育て世帯への臨時特別給付金」となっており、子どもの年齢が増加するほど割

合が低くなり、「乳幼児(0-3 才)」群では 57.4%で、「高校生・高専生等(15 才以上)」群では

13.4%で、その差が 44.0%となっている。 

ｎ

特別定額給
付金（対象者
1人につき10
万円を給付）

子育て世帯
への臨時特
別給付金

ひとり親世帯
臨時特別給

付金

個人向け緊
急小口資金
等の特例（緊
急小口資金）

国民年金保
険料の免除・
国民健康保
険料の減免

小学校休業
等対応助成
金・小学校休
業等対応支

援金

住居確保給
付金（家賃）

全体 (2,582) 85.0 37.2 0.9 1.0 1.9 1.7 0.5

乳幼児(0-3才) (343) 88.6 57.4 0.9 0.6 1.7 1.2 0.3

園児(3-6才) (343) 86.3 56.3 0.0 0.9 0.9 2.0 0.0

小学校低学年(6-9才) (345) 84.6 45.2 1.2 1.2 0.9 2.9 0.6

小学校高学年（9-12才） (519) 86.3 39.9 1.0 1.0 2.1 2.5 0.6

中学生(12-15才) (517) 84.9 26.9 1.5 0.6 2.7 1.0 0.6

高校生・高専生等(15才以上) (515) 80.6 13.4 0.8 1.6 2.5 1.0 0.6

ｎ

企業主導型
ベビーシッ
ター利用者
支援事業

生活困窮者
などへの相

談窓口

家計が急変
した家庭の
学生に対す
る支援（授業
料減免等）

困窮学生に
対する授業
料免除等の
支援（大学・
高校・専門学
校等の支援）

国の学生支
援緊急給付

金

子どものた
めの体験活
動などへの

支援

修学旅行の
中止や延期
に伴うキャン
セル料等へ

の支援

全体 (2,582) 0.3 0.2 0.6 0.5 0.6 0.8 0.9

乳幼児(0-3才) (343) 0.6 0.3 0.3 0.3 0.3 0.9 0.6

園児(3-6才) (343) 0.0 0.3 0.6 0.0 0.6 0.3 0.0

小学校低学年(6-9才) (345) 0.9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.9 0.6

小学校高学年（9-12才） (519) 0.4 0.2 0.8 0.4 0.4 1.0 1.2

中学生(12-15才) (517) 0.0 0.6 0.4 0.8 0.4 1.0 1.0

高校生・高専生等(15才以上) (515) 0.0 0.0 1.4 1.4 1.6 0.8 1.7

ｎ

事業者向け
の支援制度
（持続化給付

金）

事業者向け
の支援制度
（家賃支援給

付金）

事業者向け
の支援制度
（雇用調整助
成金の特例）

自治体独自
の個人向け
の支援制度

自治体独自
の事業者向
けの支援制

度

その他
上記のどの

制度も利用し
ていない

全体 (2,582) 3.5 0.7 1.1 1.5 0.7 0.2 11.7

乳幼児(0-3才) (343) 2.0 0.3 1.2 2.0 0.6 0.0 7.3

園児(3-6才) (343) 2.9 0.6 0.9 2.0 0.3 0.0 10.2

小学校低学年(6-9才) (345) 5.2 0.6 1.2 1.2 0.6 0.3 11.0

小学校高学年（9-12才） (519) 2.5 1.2 1.9 0.8 0.6 0.2 10.8

中学生(12-15才) (517) 4.3 0.6 1.2 2.1 1.4 0.0 12.0

高校生・高専生等(15才以上) (515) 3.9 1.0 0.4 1.0 0.8 0.4 16.5



 

4. 家計の収支状況  

・世帯年収別に見た、家計の収支状況（保護者票問 14-1×世帯年収） 

問 14. あなたの世帯の家計の収支状況についておたずねします。 

問 14-1. お子さんの保護者の方の就業状況は次のうちどれにあてはまりますか。お父さん、

お母さん以外の方が家計を支えている場合は、「お父さん、お母さん以外の方」にもご記入

をお願いします。現在ひとりで子どもを育てている場合はあてはまる方だけ選んでくださ

い。現在育児休業などで休業中の方は復職するときの仕事の番号を選んでください。 

 

＜お父さん 2020年１月時点＞ 

図 2－1－5．世帯年収別に見た、家計の状況 （お父さん 2020 年 1 月時点） 
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あてはまる人はいない

(n=2,582)



 

2020 年１月時点に父親を回答者対象として就労状況を世帯年収別に見ると、最も割合が

高い項目は、いずれも「勤め（常勤・正規職員）」（47.0％〜91.3％）となっている。2 番目

に高いのは、「自営業・家業」（5.0％〜21.5％）となっている。また、「1000 万以上」群を

除き、世帯年収が高まるにつれ、「勤め（常勤・正規職員）」の割合が高くなっており、「200

万未満」群では 47.0%であるのに対して、「800～1000 万未満」群では 91.3%となり、44.3%

の差が見られる。「自営業・家業」の割合は、「200～400 万未満」以下の群においては 1 割

を超えるのに対して、「400～600 万未満」以上の群においては概ね 0.5 割となっている。 

このことから、「勤め（常勤・正規職員）」の割合は、「200 万未満」群では 5 割弱となっ

ており、「200～400 万未満」群では 7 割強となっており、「400～600 万未満」以上の群で

は 9 割ぐらいとなっている。 

 

 

 

 

  



 

＜お母さん 2020年１月時点＞ 

図 2－1－6．世帯年収別に見た、家計の状況（お母さん 2020 年１月時点） 

 

2020 年１月時点に母親を回答者対象として就労状況を世帯年収別に見ると、最も割合が

高い項目は、「200～400 万未満」以下の群と「800～1000 万未満」群においては「勤め（パ

ートまたはアルバイト、非正規職員で１か所に勤務）」（33.7％〜37.8％）となっており、そ

れ以外の群においては「家事や育児に専念」（32.1％〜42.6％）となっている。次いで、「200

～400 万未満」以下の群においては「家事や育児に専念」（それぞれ 34.2％、32.6％）とな
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家賃収入、株式運用など

その他

あてはまる人はいない

(n=2,582)



 

っており、「400～600 万未満」群、「600～800 万未満」群、と「わからない」群においては

「勤め（パートまたはアルバイト、非正規職員で１か所に勤務）」（それぞれ 33.5％、30.9％、

28.7％）となっており、「800～1000 万未満」群と「1000 万以上」群においては「勤め（常

勤・正規職員）」（それぞれ 31.1％、33.9％）となっている。3 番目に高いのは、「800～1000

万未満」群と「1000 万以上」群を除き、「勤め（常勤・正規職員）」（8.7％〜21.5％）となっ

ており、「800～1000 万未満」群においては「家事や育児に専念」（25.8％）となっており、

「1000 万以上」群においては「勤め（パートまたはアルバイト、非正規職員で１か所に勤

務）」（22.5％）となっている。また、世帯年収が高まるにつれ、「勤め（常勤・正規職員）」

の割合「勤め（常勤・正規職員）」の割合は高くなっており、「200 万未満」群においては 8.7％

であるに対して、「1000 万以上」群においては 33.9％となっており、その差が 25.2％で 3

割弱となっている。 

このことから、「600～800 万未満」以下のいずれの群では、「勤め（パートまたはアルバ

イト、非正規職員で１か所に勤務）」と「家事や育児に専念」の割合がどちらでも 3 割強と

なっており、「800～1000 万未満」の群では「勤め（常勤・正規職員）」と「勤め（パートま

たはアルバイト、非正規職員で１か所に勤務）」の割合がどちらでも 3 割強となっており、

「1000 万以上」の群では「勤め（常勤・正規職員）」と「家事や育児に専念」の割合がどち

らでも 3 割強となっている。 

 

  



 

・世帯年収別に見た、家計の収支状況（保護者票問 14-1×世帯年収） 

＜お父さん 2020年７月時点＞ 

 

図 2－1－7．世帯年収別に見た、家計の状況（お父さん 2020 年 7 月時点） 

 

2020 年 7 月時点に父親を回答者対象として就労状況を世帯年収別に見ると、最も割合が

高い項目は、いずれも「勤め（常勤・正規職員）」（45.6％〜90.5％）となっている。2 番目

に高いのは、「自営業・家業」（5.3％〜18.8％）となっている。また、「1000 万以上」群を

除き、世帯年収が高まるにつれ、「勤め（常勤・正規職員）」の割合が高くなっており、「200
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(n=2,582)



 

万未満」群では 45.6%であるのに対して、「800～1000 万未満」群では 90.5%であり、44.9%

の差が見られる。「自営業・家業」の割合は、「200～400 万未満」以下の群においては 1 割

を超えるのに対して、「400～600 万未満」以上の群においては概ね 0.5 割となっている。 

このことから、「勤め（常勤・正規職員）」の割合は、「200 万未満」群では 5 割弱となっ

ており、「200～400 万未満」群では 7 割弱となっており、「400～600 万未満」以上の群で

は 9 割ぐらいとなっている。 

2020 年 1 月時点と比べ、「勤め（常勤・正規職員）」と「自営業・家業」の割合は、いず

れも若干低くなっているのに対して、「勤め（パートまたはアルバイト、非正規職員で１か

所に勤務）」の割合は、いずれも若干高くなっている。 

  



 

＜お母さん 2020年７月時点＞ 

 

図 2－1－8．世帯年収別に見た、家計の状況（お母さん 2020 年 7 月時点） 

 

2020 年 7 月時点に母親を回答者対象として就労状況を世帯年収別に見ると、最も割合が

高い項目は、「200～400 万未満」群と「800～1000 万未満」群を除き、「家事や育児に専念」

（31.7％〜41.2％）となっており、「200～400 万未満」群と「800～1000 万未満」群におい

ては「勤め（パートまたはアルバイト、非正規職員で１か所に勤務）」（それぞれ 34.7％、

34.1％）となっている。次いで、「200～400 万未満」群においては「家事や育児に専念」
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(n=2,582)



 

（32.9％）となっており、「800～1000 万未満」群と「1000 万以上」群においては「勤め（常

勤・正規職員）」（それぞれ 29.9％、34.9％）となっており、それ以外の群では「勤め（パー

トまたはアルバイト、非正規職員で１か所に勤務）」（26.5％〜32.6％）となっている。3 番

目に高いのは、「600～800 万未満」以下の群においては「勤め（常勤・正規職員）」（12.4％

〜21.3％）となっており、「800～1000 万未満」群においては「家事や育児に専念」（25.0％）

となっており、「1000 万以上」の群では「勤め（パートまたはアルバイト、非正規職員で１

か所に勤務）」（22.5％）となっている。また、世帯年収が高まるにつれ、「勤め（常勤・正

規職員）」の割合は高くなっており、「200 万未満」群においては 9.4％であるに対して、「1000

万以上」群においては 34.9％となっており、その差が 25.5％となっている。 

このことから、「勤め（常勤・正規職員）」の割合は「200 万未満」群と「1000 万以上」

群の間の差が 3 割弱となっており、「勤め（パートまたはアルバイト、非正規職員で１か所

に勤務）」の割合はいずれも 3 割前後となっており、「家事や育児に専念」の割合は、「800

～1000 万未満」以外の群いずれも 3 割を超えている。 

2020 年 1 月時点と比べ、「200～400 万未満」以下の群では、「勤め（常勤・正規職員」の

割合が若干低くなっているのに対して、「勤め（常勤・正規職員）」と「自営業・家業」の割

合が若干高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

・子どもの年齢別に見た、家計の収支状況（保護者票問 14-1×子どもの年齢） 

＜お父さん 2020年 1月時点＞ 

図 2－1－9．子どもの年齢別に見た、家計の状況（お父さん 2020 年１月時点） 

 

2020 年１月時点に父親を回答者対象として就労状況を子どもの年齢別に見ると、最も割
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(n=2,582)



 

合が高い項目は「勤め（常勤・正規職員）」となっており、また子どもの年齢が増加するに

つれ、その割合が低くなり、「乳幼児(0-3 才)」群では、91.3%であるのに対して、高校生・

高専生等(15 才以上)群では 76.7%となっており、14.6%の差が見られる。2 番目に高いのは、

「自営業・家業」となっており、また子どもの年齢が増加するにつれ、その割合が高くなり、

乳幼児(0-3 才)群では、4.4%であるのに対して、高校生・高専生等(15 才以上)群では、12.6%

になっており、8.2%の差が見られる。 

 

＜お母さん 2020年１月時点＞ 

図 2－1－10．子どもの年齢別に見た、家計の状況（お母さん 2020 年 1 月時点） 
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(n=2,582)



 

2020 年１月時点に母親を回答者対象として就労状況を子どもの年齢別に見ると、最も割

合が高い項目は、「小学校低学年(6-9 才)」以下の群では「家事や育児に専念」となっており、

「小学校高学年（9-12 才）」以上の群では「勤め（パートまたはアルバイト、非正規職員で

１か所に勤務）」となっている。次いで、「園児(3-6 才)」以下の群では「勤め（常勤・正規

職員）」となっており、「小学校低学年(6-9 才)」群では「勤め（パートまたはアルバイト、

非正規職員で１か所に勤務）」となっており、「小学校高学年（9-12 才）」以上の群では「家

事や育児に専念」となっている。3 番目に高いのは、「園児(3-6 才)」以下の群では「勤め（パ

ートまたはアルバイト、非正規職員で１か所に勤務）」となっており、「小学校低学年(6-9 才)」

以上の群では勤め（常勤・正規職員）」となっている。 

一方、子どもの年齢が増加するにつれ、「家事や育児に専念」と回答する割合が低くなり、

乳幼児(0-3 才)群では、52.5%であるのに対して、高校生・高専生等(15 才以上)群では 25.8%

になっており、2 倍の差が見られる。また、「勤め（パートまたはアルバイト、非正規職員

で１か所に勤務）」と回答する割合が高くなり、乳幼児(0-3 才)群では、10.8%であるのに対

して、「高校生・高専生等(15 才以上)」群では、40.0%になっており、約 4 倍の差が見られ

る。また、「乳幼児(0-3 才)」群と「園児(3-6 才)」群は他群と比べて「勤め（常勤・正規職

員）」の割合がやや高く、26.8%となっている。 

 

 

 

 

  



 

・子どもの年齢別に見た、家計の収支状況（保護者票問 14-1×子どもの年齢） 

＜お父さん 2020年 7月時点＞ 

 

図 2－1－11．子どもの年齢別に見た、家計の状況（お父さん 2020 年 7 月時点） 

 

2020 年 7 月時点に父親を回答者対象として就労状況を子どもの年齢別に見ると、最も割

合が高い項目は「勤め（常勤・正規職員）」となっており、また子どもの年齢が増加するに

つれ、その割合が低くなり（「小学校低学年(6-9 才)」群を除く）、「乳幼児(0-3 才)」群では、

88.9%であるのに対して、「高校生・高専生等(15 才以上)」群では 74.0%になっており、14.9%
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(n=2,582)



 

の差が見られる。2 番目に高いのは、「自営業・家業」となっており、また子どもの年齢が

増加するにつれ、その割合が高くなり（「園児(3-6 才)」群を除く）、「乳幼児(0-3 才)」群で

は、3.8%であるのに対して、「高校生・高専生等(15 才以上)」群では、11.8%になっており、

8.1%の差が見られる。 

一方、2020 年 1 月時点と比べ、「勤め（常勤・正規職員）」の割合はいずれも低くなって

おり、「勤め（パートまたはアルバイト、非正規職員で１か所に勤務）」の割合は「小学校高

学年（9-12 才）」以上の群では高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

＜お母さん 2020年 7月時点＞ 

 
図 2－1－12．子どもの年齢別に見た、家計の状況（お母さん 2020 年 7 月時点） 

 

2020 年 7 月時点に母親を回答者対象として就労状況を子どもの年齢別に見ると、最も割

合が高い項目は、「小学校低学年(6-9 才)」以下の群では「家事や育児に専念」となっており、

「小学校高学年（9-12 才）」以上の群では「勤め（パートまたはアルバイト、非正規職員で

１か所に勤務）」となっている。次いで、「園児(3-6 才)」以下の群では「勤め（常勤・正規

職員）」となっており、「小学校低学年(6-9 才)」群では「勤め（パートまたはアルバイト、
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(n=2,582)



 

非正規職員で１か所に勤務）」となっており、「小学校高学年（9-12 才）」以上の群では「家

事や育児に専念」となっている。3 番目に高いのは、「園児(3-6 才)」以下の群では「勤め（パ

ートまたはアルバイト、非正規職員で１か所に勤務）」となっており、「小学校低学年(6-9 才)」

以上の群では勤め（常勤・正規職員）」となっている。 

一方、子どもの年齢が増加するにつれ、「家事や育児に専念」と回答する割合が低くなり、

乳幼児(0-3 才)群では、54.8%であるのに対して、高校生・高専生等(15 才以上)群では 24.9%

になっており、2.2 倍の差が見られる。また、「勤め（パートまたはアルバイト、非正規職員

で１か所に勤務）」と回答する割合が高くなり、乳幼児(0-3 才)群では、9.9%であるのに対し

て、「高校生・高専生等(15 才以上)」群では、38.6%になっており、約 4 倍の差が見られる。

また、「乳幼児(0-3 才)」群と「園児(3-6 才)」群は他群と比べて「勤め（常勤・正規職員）」

の割合がやや高く、2 割強となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

5. 世帯員の数  

・世帯年収別に見た、世帯員の数（保護者票問 4-1×世帯年収） 

問 4．あなたの世帯の状況についておたずねします。ここでいう世帯員とは、住居と生計を

共にする者と、住居だけを共にする者の両方を含みます。 

4-1. 世帯員の人数は何人ですか。（あてはまる人数の番号を１つ選んでください） 

図 2－1－13．世帯年収別に見た、世帯員の数 

 

世帯員の人数別の割合を世帯年収別に見ると、最も割合が高い項目は、いずれも「4 人」

で 4 割前後となっている。次いで、いずれも「3 人」で 2 割～3 割となっている。3 番目に

高いのは、いずれも「5 人」で 1 割強となっている。 

このことから、いずれの群においても「4 人」の割合が最も高く、4 割前後となっている。 
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・子どもの年齢別に見た、世帯員の数（保護者票問 4-1×子どもの年齢） 

図 2－1－14．子どもの年齢別に見た、世帯員の数 

 

世帯員の人数別の割合を子どもの年齢別に見ると、最も割合が高い項目は、「乳幼児(0-3

才)」群を除き、「4 人」で 4 割前後となっており、「乳幼児(0-3 才)」群では「3 人」で 58.0％

となっている。2 番目に高いのは、「乳幼児(0-3 才)」群を除き、「3 人」で 3 割前後となって

おり、「乳幼児(0-3 才)」群では「4 人」で 3 割弱となっている。一方、世帯人数が「5 人」

の世帯はいずれも 1 割前後となっており、世帯人数が「6 人」、「7 人」の世帯はいずれも 1

割超えなく、世帯人数が「2 人」（小学校高学年（9-12 才）群を除く）、「8 人」、「9 人」、「10

人以上」の世帯はいずれも 1％を超えない。 
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6. 世帯員の子どもの構成  

・世帯年収別に見た、世帯員の子どもの構成（保護者票問 4-3×世帯年収） 

問 4. あなたの世帯の状況についておたずねします。ここでいう世帯員とは、住居と生計を

共にする者と、住居だけを共にする者の両方を含みます。 

4-3. 世帯員のうち、子どもの人数は何人ですか。（世帯のすべての子どもの人数を１つ選ん

でください） 

 

図 2－1－15．世帯年収別に見た、世帯員の子どもの構成 

 

世帯員のうち子どもの人数別の割合を世帯年収別に見ると、最も割合が高い項目は、いず

れも「2 人」で 4 割強となっている。次いで、いずれも「1 人」で 3 割前後となっている。

3 番目に高いのは、いずれも「3 人」で 1 割強となっている。 

このことから、いずれの群においても「2 人」の割合が最も高く、4 割前後となっている。 
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・子どもの年齢別に見た、世帯員の子どもの構成（保護者票問 4-3×子どもの年齢） 

図 2－1－16．子どもの年齢別に見た、世帯員の子どもの構成 

 

世帯員のうち子どもの人数別の割合を子どもの年齢別に見ると、最も割合が高い項目は、

「乳幼児(0-3 才)」群を除き、「2 人」で 3 割～5 割となっており、「乳幼児(0-3 才)」群では

「1 人」で 60.1％となっている。2 番目に高いのは、「乳幼児(0-3 才)」群を除き、「1 人」で

3 割前後となっており、「乳幼児(0-3 才)」群では「2 人」で 3 割弱となっている。一方、世

帯人数が「3 人」の世帯はいずれも 1 割前後となっており、世帯人数が「4 人」の世帯はい

ずれも 2%前後となっており、世帯員のうち子どもの人数が「5 人」、「6 人」、「7 人」、「8 人」、

「9 人」、「10 人以上」の世帯はいずれも 1％を超えない。 
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50.3
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16.2

19.5
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1.7
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0.6
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0.0

0.0

0.0
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0.2

0.0

0.0

0.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.6

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

乳幼児 ( 0 - 3 才 )

園児 ( 3 - 6 才 )

小学校低学年 ( 6 - 9 才 )  

小学校高学年（ 9 - 1 2 才）

中学生 ( 1 2 - 1 5 才 )

高校生・ 高専生等 ( 1 5 才以上 )

1人 2人 3人 4人 5人 6人 7人 8人 9人 10人以上
(n=2,582）



 

7. 世帯員の構成  

・世帯年収別に見た、世帯員の構成（保護者票問 4-7×世帯年収） 

問 4. あなたの世帯の状況についておたずねします。ここでいう世帯員とは、住居と生計を

共にする者と、住居だけを共にする者の両方を含みます。 

4-7. 世帯員をすべて選んでください。（あてはまる番号すべてを選んでください）※ご自身

についてもお答えください。 

図 2－1－17．世帯年収別に見た、世帯員の構成 

 

世帯員全員の続き柄を世帯年収別にみると、最も割合が高い項目は、いずれも「子ども」

でほぼ 10 割となっている。次いで、いずれも「お母さん」で 8 割前後となっている。3 番

目に高いのは、いずれも「お父さん」で 7 割強となっている。 

このことから、いずれの群においても「子ども」の割合が最も高く、ほぼ 10 割となって

いる。また、「200 万未満」群においては他群と比べ、「お母さん」の割合が最も少なく 8 割

近くとなっており、「お父さん」の割合が最も少なく 7 割近くとなっている。 
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78.5
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80.6
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80.9
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82.6
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86.8

7.7

8.1

7.3
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4.8

8.7

11.9

12.5

5.2

7.4

4.9

4.5

3.6

4.9

10.1

8.1

0.3

0.0

0.3

0.4

0.5

0.8

0.5

0.0

3.4

2.7

3.6

2.9

3.6

2.7

5.0

4.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

2 0 0 万未満

2 0 0 ～ 4 0 0 万未満

4 0 0 ～ 6 0 0 万未満

6 0 0 ～ 8 0 0 万未満

8 0 0 ～ 1 0 0 0 万未満

1 0 0 0 万以上

わからない

子ども お母さん お父さん
おばあさん おじいさん おじ、おばなどの親戚
その他の人

(n=2,582）



 

・子どもの年齢別に見た、世帯員の構成（保護者票問 4-7×子どもの年齢） 

図 2－1－18．子どもの年齢別に見た、世帯員の構成 

 

世帯員全員の続き柄を子どもの年齢別にみると、「子ども」がいずれも 10 割近く、「お母

さん」がいずれも 8 割超過で、「お父さん」がいずれも 8 割前後で、「おばあさん」がいずれ

も 1 割前後で、「おじいさん」がいずれも 5％前後である。 
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84.1

82.9

80.6
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10.4

8.3
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0.3
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0.6
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4.1

2.0

4.6

3.5

2.5

3.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

乳幼児 ( 0 - 3 才 )

園児 ( 3 - 6 才 )

小学校低学年 ( 6 - 9 才 )  

小学校高学年（ 9 - 1 2 才）

中学生 ( 1 2 - 1 5 才 )

高校生・ 高専生等 ( 1 5 才以上 )

子ども お母さん お父さん

おばあさん おじいさん おじ、おばなどの親戚

その他の人

(n=2,582）



 

8. 住居  

・世帯年収別に見た、住居（保護者票問 5×世帯年収） 

問 5．あなたの住居は次のうちどれにあてはまりますか。（あてはまる番号を１つ選んでく

ださい） 

＜2020年 1月時点＞  

図 2－1－19．世帯年収別に見た、住居（2020 年 1 月時点） 

 

2020 年 1 月時点に住居を世帯年収別に見ると、最も割合が高い項目は、いずれも「持ち

家」で 7 割前後となっている。次いで、いずれも「民間の賃貸住宅」で 2 割前後となってい

る。3 番目に高いのは、「200～400 万未満」以下の群を除き、「官舎・社宅」で 1 割未満と

なっており、「200～400 万未満」以下の群においては「府営・市営の住宅」で 1 割未満とな

っている。また、世帯年収が高まるにつれ、「持ち家」の保有率が高くなっているのに対し

て、「民間の賃貸住宅」の保有率が低くなっている。「持ち家」と回答した割合は、「800～

1000 万未満」以上の群では 80.3%であるのに対して、「200 万未満」群では 60.4%になって

おり、その差が 19.9％で 2 割弱となっている。 

このことから、いずれの群も「持ち家」で 7 割前後となっている。住居の保有率は、「200

～400 万未満」以下の群では順番には「持ち家」、「民間の賃貸住宅」、「府営・市営の住宅」

となっており、「400～600 万未満」以上の群では順番には「持ち家」、「民間の賃貸住宅」、

「官舎・社宅」となっている。 
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19.9
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0.7

2.0

3.1

2.9

3.0

1.4

2.2

0.2

0.7

0.2

0.4

0.0

0.0

0.0

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

2 0 0 万未満

2 0 0 ～ 4 0 0 万未満

4 0 0 ～ 6 0 0 万未満

6 0 0 ～ 8 0 0 万未満

8 0 0 ～ 1 0 0 0 万未満

1 0 0 0 万以上

わからない

持ち家（自分名義以外を含む） 府営・市営の住宅 UR賃貸住宅・公社賃貸住宅

民間の賃貸住宅 官舎・社宅 その他
(n=2,582）



 

＜2020年 7月時点＞ 

図 2－1－20．世帯年収別に見た、住居（2020 年 7 月時点） 

 

2020 年 7 月時点に住居を世帯年収別に見ると、最も割合が高い項目は、いずれも「持ち

家」で 7 割前後となっている。次いで、いずれも「民間の賃貸住宅」で 2 割前後となってい

る。3 番目に高いのは、「200～400 万未満」以下の群を除き、「官舎・社宅」で 1 割未満と

なっており、「200～400 万未満」以下の群においては「府営・市営の住宅」で 1 割未満とな

っている。また、世帯年収が高まるにつれ、「持ち家」の保有率が高くなっているのに対し

て、「民間の賃貸住宅」の保有率が低くなっている。「持ち家」と回答した割合は、「800～

1000 万未満」以上の群では 81.2%であるのに対して、「200 万未満」群では 59.1%になって

おり、その差が 22.8％で 2 割強となっている。 

このことから、いずれの群も「持ち家」で 7 割前後となっている。住居の保有率は、「200

～400 万未満」以下の群では順番には「持ち家」、「民間の賃貸住宅」、「府営・市営の住宅」

となっており、「400～600 万未満」以上の群では順番には「持ち家」、「民間の賃貸住宅」、

「官舎・社宅」となっている。また、2020 年 1 月時点と比べ、2020 年 7 月時点に「200 万

未満」群においては「持ち家」の保有率が少なくなっており、「民間の賃貸住宅」の保有率

が多くなっており、また「200～400 万未満」以上の群においては「持ち家」の保有率が多

くなっており、「民間の賃貸住宅」の保有率が少なくなっている。 
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2 0 0 万未満

2 0 0 ～ 4 0 0 万未満

4 0 0 ～ 6 0 0 万未満

6 0 0 ～ 8 0 0 万未満

8 0 0 ～ 1 0 0 0 万未満

1 0 0 0 万以上

わからない

持ち家（自分名義以外を含む） 府営・市営の住宅 UR賃貸住宅・公社賃貸住宅

民間の賃貸住宅 官舎・社宅 その他

(n=2,582）



 

・子どもの年齢別に見た、住居（保護者票問 5×子どもの年齢） 

＜2020年 1月時点＞  

図 2－1－21．子どもの年齢別に見た、住居（2020 年 1 月時点） 

 

2020 年 1 月時点に住居を子どもの年齢別に見ると、子どもの年齢が増加ずるにつれ、「持

ち家」の保有率が高くなっているのに対して、「民間の賃貸住宅」の保有率が低くなってい

る。「高校生・高専生等(15 才以上)」群では、「持ち家」と回答した割合は 80.0%であるのに

対して、「乳幼児(0-3 才)」群では 43.7%になっており、その差が 36.3％で 4 割弱となって

いる。 
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全体

乳幼児 ( 0 - 3 才 )

園児 ( 3 - 6 才 )

小学校低学年 ( 6 - 9 才 )  

小学校高学年（ 9 - 1 2 才）

中学生 ( 1 2 - 1 5 才 )

高校生・ 高専生等 ( 1 5 才以上 )

持ち家（自分名義以外を含む） 府営・市営の住宅
UR賃貸住宅・公社賃貸住宅 民間の賃貸住宅
官舎・社宅 その他

(n=2,582）



 

 

＜2020年 7月時点＞ 

図 2－1－22．子どもの年齢別に見た、住居（2020 年 7 月時点） 

 

2020 年 7 月時点に住居を子どもの年齢別に見ると、子どもの年齢が増加するにつれ、「持

ち家」の保有率が高くなっているのに対して、「民間の賃貸住宅」の保有率が低くなってい

る。「高校生・高専生等(15 才以上)」群では、「持ち家」と回答した割合は 79.0%であるのに

対して、「乳幼児(0-3 才)」群では 46.4%になっており、その差が 33.5％で 3 割強となって

いる。このことから、2020 年 1 月時点と比べ、2020 年 7 月時点に「高校生・高専生等(15

才以上)」群と「乳幼児(0-3 才)」群の間では、「持ち家」の割合の差が縮まってきた。 
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乳幼児 ( 0 - 3 才 )

園児 ( 3 - 6 才 )

小学校低学年 ( 6 - 9 才 )  

小学校高学年（ 9 - 1 2 才）

中学生 ( 1 2 - 1 5 才 )

高校生・ 高専生等 ( 1 5 才以上 )

持ち家（自分名義以外を含む） 府営・市営の住宅 UR賃貸住宅・公社賃貸住宅

民間の賃貸住宅 官舎・社宅 その他

(n=2,582）



 

9. 経済的な理由で経験したこと  

・世帯年収別に見た、経済的な理由で経験したこと（保護者票問 10×世帯年収，複数回答） 

問 10. あなたの世帯では、経済的な理由で、次のような経験をされたことがありますか。

（あてはまる番号すべてを選んでください） 

＜2020年 1月時点＞ 

表 2－1－5．世帯年収別に見た、経済的な理由で経験したこと（2020 年 1 月時点） 

 

 

2020 年 1 月時点に子どもへの経済的な理由による経験を世帯年収別に見ると、最も割合

が高い項目は、いずれも「1～14 の項目には、どれにもあてはまらない」（67.8％〜89.8％）

となっている。次いで、いずれも「家族旅行（テーマパークなど日帰りのおでかけを含む）

ができなかった」（5.5％〜23.5％）となっている。 

また、「200 万未満」群と「600～800 万未満」群の間で差が大きい項目に着目しながら、

その差の数値を挙げると、「子どもにおこづかいを渡すことができなかった」6.2%、「子ど

もに新しい服や靴を買うことができなかった」9.8%、「子どもを習い事に通わすことができ

なかった」7.2％、「子どもを学習塾に通わすことができなかった」6.1％、「家族旅行（テー

マパークなど日帰りのおでかけを含む）ができなかった」13.0%となり、「200 万未満」群に

おいて高い項目が複数みられた。 

ｎ

子どもを医療
機関に受診
させることが
できなかっ

た。

子どもの進
路を変更し

た。

子どものた
めの本や絵
本が買えな

かった。

子どもにおこ
づかいを渡
すことができ
なかった。

子どもに新し
い服や靴を
買うことがで
きなかった。

子どもを学校
の遠足や修
学旅行へ参
加させること
ができなかっ

た。

子どもを習い
事に通わす
ことができな

かった。

子どもを学校
のクラブ活動
に参加させら
れなかった。

全体 (2,582) 1.5 0.8 1.6 3.2 3.4 1.0 4.4 0.9

200万未満 (149) 2.7 2.7 4.0 7.4 10.7 0.7 9.4 2.7

200～400万未満 (614) 2.3 1.0 3.1 6.2 5.7 1.1 7.3 1.5

400～600万未満 (513) 1.9 0.8 0.8 2.5 2.5 0.4 3.3 0.4

600～800万未満 (418) 0.7 0.5 0.5 1.2 1.0 1.0 2.2 1.0

800～1000万未満 (264) 1.5 0.8 0.8 1.5 1.1 0.8 1.5 0.4

1000万以上 (218) 1.8 0.5 0.9 0.9 3.2 1.8 4.1 0.9

わからない (136) 0.7 0.0 0.7 2.9 2.2 0.7 1.5 0.0

ｎ

子どもを学習
塾に通わす
ことができな

かった。

子どもの誕
生日を祝え
なかった。

子どもにお
年玉をあげ
ることができ
なかった。

子どもの学
校行事など
に参加する
ことができな

かった。

子ども会、地
域の行事（祭
りなど）の活
動に参加す
ることができ
なかった。

家族旅行
（テーマパー
クなど日帰り
のおでかけ
を含む）がで
きなかった。

1～14の項目
には、どれに
もあてはまら

ない。

全体 (2,582) 3.6 0.8 1.2 2.0 2.9 13.6 79.9

200万未満 (149) 8.1 2.0 4.0 2.7 3.4 23.5 67.8

200～400万未満 (614) 7.3 1.6 2.6 2.6 3.4 20.4 70.2

400～600万未満 (513) 1.9 0.4 1.0 1.4 2.7 13.8 79.7

600～800万未満 (418) 1.9 0.2 0.0 1.4 2.6 10.5 84.4

800～1000万未満 (264) 0.8 0.0 0.4 1.5 2.7 6.4 89.8

1000万以上 (218) 2.8 0.0 0.5 1.8 1.4 5.5 89.0

わからない (136) 2.9 0.7 0.0 3.7 5.1 13.2 82.4



 

＜2020年 7月時点＞ 

表 2－1－6．世帯年収別に見た、経済的な理由で経験したこと（2020 年 7 月時点） 

 

 

2020 年 7 月時点に子どもへの経済的な理由による経験を世帯年収別に見ると、最も割合

が高い項目は、いずれも「1～14 の項目には、どれにもあてはまらない」（59.1％〜87.2％）

となっている。次いで、いずれも「家族旅行（テーマパークなど日帰りのおでかけを含む）

ができなかった」（6.9％〜28.9％）となっている。 

また、「200 万未満」群と「600～800 万未満」群の間で差が大きい項目に着目しながら、

その差の数値を挙げると、「子どもにおこづかいを渡すことができなかった」10.0%、「子ど

もに新しい服や靴を買うことができなかった」9.8%、「子どもを習い事に通わすことができ

なかった」5.7％、「子どもを学習塾に通わすことができなかった」7.7％、「家族旅行（テー

マパークなど日帰りのおでかけを含む）ができなかった」15.2%となり、「200 万未満」群に

おいて高い項目が複数みられた。 

一方、2020 年 1 月時点と比べてみると、2020 年 7 月時点にいずれも「家族旅行（テーマ

パークなど日帰りのおでかけを含む）ができなかった」の割合が増加する傾向が見られる。 

 

ｎ

子どもを医
療機関に受
診させること
ができなかっ

た。

子どもの進
路を変更し

た。

子どものた
めの本や絵
本が買えな

かった。

子どもにおこ
づかいを渡
すことができ
なかった。

子どもに新し
い服や靴を
買うことがで
きなかった。

子どもを学
校の遠足や
修学旅行へ
参加させるこ
とができな
かった。

子どもを習い
事に通わす
ことができな

かった。

子どもを学
校のクラブ
活動に参加
させられな
かった。

全体 (2,582) 1.2 0.8 1.9 3.8 3.9 1.4 4.3 1.0

200万未満 (149) 2.7 3.4 3.4 11.4 10.7 2.7 8.1 2.7

200～400万未満 (614) 1.6 1.0 3.6 7.3 6.4 1.8 7.7 2.0

400～600万未満 (513) 1.4 0.2 1.0 2.7 3.1 1.0 3.7 1.0

600～800万未満 (418) 0.7 0.2 0.7 1.4 1.0 1.2 2.4 0.5

800～1000万未満 (264) 0.8 1.1 1.1 1.5 2.3 1.1 1.9 0.8

1000万以上 (218) 1.8 0.5 0.9 1.4 2.3 0.9 1.4 0.5

わからない (136) 0.0 0.7 1.5 3.7 1.5 1.5 2.2 0.0

ｎ

子どもを学
習塾に通わ
すことができ
なかった。

子どもの誕
生日を祝え
なかった。

子どもにお
年玉をあげ
ることができ
なかった。

子どもの学
校行事など
に参加する
ことができな

かった。

子ども会、地
域の行事
（祭りなど）
の活動に参
加することが
できなかっ

た。

家族旅行
（テーマパー
クなど日帰り
のおでかけ
を含む）がで
きなかった。

1～14の項
目には、ど
れにもあて

はまらない。

全体 (2,582) 3.3 1.0 1.0 3.2 4.6 17.9 75.0

200万未満 (149) 9.4 3.4 5.4 3.4 6.0 28.9 59.1

200～400万未満 (614) 7.0 1.8 2.0 4.6 5.4 24.1 65.8

400～600万未満 (513) 1.6 0.8 0.4 2.9 5.1 19.7 73.5

600～800万未満 (418) 1.7 0.5 0.0 2.9 3.8 13.6 80.9

800～1000万未満 (264) 0.4 0.4 0.4 2.3 5.7 12.1 83.3

1000万以上 (218) 1.8 0.0 0.5 1.8 1.8 6.9 87.2

わからない (136) 0.7 0.7 0.0 4.4 5.9 14.7 80.1



 

・子どもの年齢別に見た、経済的な理由で経験したこと（保護者票問 10×子どもの年齢，

複数回答） 

＜2020年 1月時点＞ 

表 2－1－7．子どもの年齢別に見た、経済的な理由で経験したこと 

（2020 年 1 月時点） 

 

 

2020 年 1 月時点に子どもへの経済的な理由による経験を子どもの年齢別に見ると、最も

割合が高い項目は、いずれも「1～14 の項目には、どれにもあてはまらない」で 8 割前後と

なっている。次いで、いずれも「家族旅行（テーマパークなど日帰りのおでかけを含む）が

できなかった」で 1 割前後となっている。また、小学校高学年（9-12 才）群と乳幼児(0-3

才)群間で差が大きい項目に着目しながら、小学校高学年（9-12 才）群の数値を挙げると、

「子どもを学校の遠足や修学旅行へ参加させることができなかった」1.9%（（乳幼児(0-3 才)

に対して、6.6 倍）、「子どもにお年玉をあげることができなかった」1.9%（同じく、6.6 倍）、

「子どもの学校行事などに参加することができなかった」3.1％（同じく、5.3 倍）、「子ども

を医療機関に受診させることができなかった」2.9%（同じく、5.0 倍）と「子どもを学習塾

に通わすことができなかった」4.8%（乳幼児(0-3 才)が 0%）となり、小学校高学年（9-12

才）群において高い項目が複数みられた。 

ｎ

子どもを医
療機関に

受診させる
ことができ
なかった。

子どもの進
路を変更し

た。

子どものた
めの本や
絵本が買
えなかっ

た。

子どもにお
こづかいを
渡すことが
できなかっ

た。

子どもに新
しい服や靴
を買うこと
ができな
かった。

子どもを学
校の遠足
や修学旅

行へ参加さ
せることが
できなかっ

た。

子どもを習
い事に通

わすことが
できなかっ

た。

子どもを学
校のクラブ
活動に参

加させられ
なかった。

全体 (2,582) 1.2 0.8 1.9 3.8 3.9 1.4 4.3 1.0

乳幼児(0-3才) (343) 2.7 3.4 3.4 11.4 10.7 2.7 8.1 2.7

園児(3-6才) (343) 1.6 1.0 3.6 7.3 6.4 1.8 7.7 2.0

小学校低学年(6-9才) (345) 1.4 0.2 1.0 2.7 3.1 1.0 3.7 1.0

小学校高学年（9-12才） (519) 0.7 0.2 0.7 1.4 1.0 1.2 2.4 0.5

中学生(12-15才) (517) 0.8 1.1 1.1 1.5 2.3 1.1 1.9 0.8

高校生・高専生等(15才以上) (515) 0.0 0.7 1.5 3.7 1.5 1.5 2.2 0.0

ｎ

子どもを学
習塾に通
わすことが
できなかっ

た。

子どもの誕
生日を祝え
なかった。

子どもにお
年玉をあげ
ることがで
きなかっ

た。

子どもの学
校行事など
に参加する
ことができ
なかった。

子ども会、
地域の行
事（祭りな
ど）の活動
に参加する
ことができ
なかった。

家族旅行
（テーマ

パークなど
日帰りのお
でかけを含
む）ができ
なかった。

1～14の項
目には、ど
れにもあて
はまらな

い。

全体 (2,582) 1.2 0.8 1.9 3.8 3.9 13.6 79.9

乳幼児(0-3才) (343) 2.7 3.4 3.4 11.4 10.7 12.0 83.1

園児(3-6才) (343) 1.6 1.0 3.6 7.3 6.4 16.9 79.0

小学校低学年(6-9才) (345) 1.4 0.2 1.0 2.7 3.1 8.7 86.7

小学校高学年（9-12才） (519) 0.7 0.2 0.7 1.4 1.0 15.4 76.5

中学生(12-15才) (517) 0.8 1.1 1.1 1.5 2.3 16.6 77.2

高校生・高専生等(15才以上) (515) 0.0 0.7 1.5 3.7 1.5 11.1 80.2



 

＜2020年 7月時点＞ 

表 2－1－8．子どもの年齢別に見た、経済的な理由で経験したこと（2020 年 7 月時点） 

 

 

2020 年 7 月時点に子どもへの経済的な理由による経験を子どもの年齢別に見ると、最も

割合が高い項目は、いずれも「1～14 の項目には、どれにもあてはまらない」で 7 割程度と

なっている。次いで、いずれも「家族旅行（テーマパークなど日帰りのおでかけを含む）が

できなかった」で 2 割前後となっている。3 番目に高いのは、「乳幼児(0-3 才)」群では「子

どもに新しい服や靴を買うことができなかった」と「子どもを習い事に通わすことができな

かった」となっており、「園児(3-6 才)」群では「子ども会、地域の行事（祭りなど）の活動

に参加することができなかった」となっており、「小学校低学年(6-9 才)」群と「小学校高学

年（9-12 才）」群では「子どもを習い事に通わすことができなかった」となっており、「中学

生(12-15 才)」群と「高校生・高専生等(15 才以上)」群では「子どもにおこづかいを渡すこ

とができなかった」となっている。 

一方、2020 年 1 月と比べてみると、2020 年 7 月はいずれも「家族旅行（テーマパークな

ど日帰りのおでかけを含む）ができなかった」の割合が増加する傾向が見られる。 

  

ｎ

子どもを医
療機関に受
診させるこ
とができな
かった。

子どもの進
路を変更し

た。

子どものた
めの本や

絵本が買え
なかった。

子どもにお
こづかいを
渡すことが
できなかっ

た。

子どもに新
しい服や靴
を買うこと
ができな
かった。

子どもを学
校の遠足
や修学旅

行へ参加さ
せることが
できなかっ

た。

子どもを習
い事に通わ
すことがで
きなかっ

た。

子どもを学
校のクラブ
活動に参加
させられな
かった。

全体 (2,582) 1.2 0.8 1.9 3.8 3.9 1.4 4.3 1.0

乳幼児(0-3才) (343) 0.6 0.3 2.0 1.5 3.2 0.9 3.2 0.0

園児(3-6才) (343) 0.3 0.0 2.6 1.7 3.8 1.2 3.8 0.6

小学校低学年(6-9才) (345) 0.6 0.3 1.4 2.6 2.3 1.2 4.9 0.6

小学校高学年（9-12才） (519) 1.9 0.8 3.3 5.2 5.8 2.7 6.4 1.9

中学生(12-15才) (517) 1.9 1.5 1.4 5.4 5.0 1.2 4.4 1.4

高校生・高専生等(15才以上) (515) 1.0 1.4 0.8 4.5 2.3 1.0 2.9 1.2

ｎ

子どもを学
習塾に通わ
すことがで
きなかっ

た。

子どもの誕
生日を祝え
なかった。

子どもにお
年玉をあげ
ることがで
きなかっ

た。

子どもの学
校行事など
に参加する
ことができ
なかった。

子ども会、
地域の行
事（祭りな
ど）の活動
に参加する
ことができ
なかった。

家族旅行
（テーマ

パークなど
日帰りのお
でかけを含
む）ができ
なかった。

1～14の項
目には、ど
れにもあて
はまらな

い。

全体 (2,582) 3.3 1.0 1.0 3.2 4.6 17.9 75.0

乳幼児(0-3才) (343) 0.0 0.9 0.6 0.9 2.9 14.9 80.2

園児(3-6才) (343) 1.2 0.3 0.6 3.8 5.8 19.5 75.8

小学校低学年(6-9才) (345) 2.9 0.9 0.6 2.9 4.3 15.4 79.4

小学校高学年（9-12才） (519) 3.7 1.7 1.3 3.5 6.0 22.0 69.7

中学生(12-15才) (517) 6.2 1.4 1.2 3.3 4.8 20.3 72.1

高校生・高専生等(15才以上) (515) 3.7 0.6 1.4 4.1 3.3 14.0 76.1



 

保護者の雇用と家庭生活のまとめ 

 保護者の雇用と家庭生活のクロス集計では、新型コロナウイルス感染症による雇用の状

況、仕事の変化、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響で利用した制度によって、保護者

の雇用に対する新型コロナウイルス感染症の影響を見た。また、家計の収支状況の変化、家

族の状況の変化、経済的な理由で経験したことなどを見ることで、新型コロナウイルス感染

症による家庭生活への影響を検討した。 

 

①新型コロナウイルス感染症の雇用や仕事への影響 

 コロナ禍で仕事の変化状況を世帯年収別に見ると、最も割合が高い項目は、「変化はな

かった/働いていない」（50.5％〜78.3％）となっている（図 2－1－1）。子どもの年齢別

の結果においても同様の結果である（図 2－1－2）。 

 世帯年収別で仕事変化で負担有無を見ると、「200～400 万未満」以下の群と「600～800

万未満」群においては他群と比べ、負担を感じている（図 2－1－3）。子どもの年齢別

で仕事変化で負担有無を見ると、最も割合が高い項目は、「小学校高学年（9-12 才）」

群と「中学生(12-15 才)」群を除き、「あまり負担に感じなかった」（4 割前後）である。

「小学校高学年（9-12 才）」群と「中学生(12-15 才)」群では「まあまあ負担に感じた」

（4 割前後）となっている（図 2－1－4）。 

 回答者の性別で新型コロナウイルス感染症による仕事の変化を見ると、「なかった/働い

ていない」が最も多い回答であったが、パートナーの職務形態の違いで「テレワークな

どの勤務場所が変わった」が多くなるなどの差異が生じていた（表 2－1－1）。 

 回答者の性別で新型コロナウイルス感染症による仕事の変化の負担有無を見ると、男

性回答者は、「あまり負担に感じなかった」が 37.1%と最も多く、男性回答者はパート

ナーの就業形態の違いでも差は見られなかった。女性回答者は「まあまあ負担に感じた」

が 35.9％と最も多く見られ、女性側の就業形態によって回答に差が見られた（表 2－1

－2）。 

 世帯年収別、子どもの年齢別でいずれの群においても「特別定額給付金（対象者 1 人に

つき 10 万円を給付）」が 8 割強となっていた。次に、「子育て世帯への臨時特別給付金」

4 割弱の世帯が受けていたが、子どもの年齢が上がるにつれて、給付を受けている割合

が低くなっている（表 2－1－3、表 2－1－4）。 

 

②家庭の経済状況の変化 

 父親は、2020 年 1 月時点と比べて 2020 年 7 月では、「勤め（常勤・正規職員）」と「自

営業・家業」の割合は、いずれも若干低くなっているのに対して、「勤め（パートまた

はアルバイト、非正規職員で１か所に勤務）」の割合は、いずれも若干高くなっている

（図 2－1－5、図 2－1－7）。 

 母親は、2020 年 1 月時点と比べて 2020 年 7 月では、「200～400 万未満」以下の群で



 

は、「勤め（常勤・正規職員」の割合が若干低くなっているのに対して、「勤め（常勤・

正規職員）」と「自営業・家業」の割合が若干高くなっている（図 2－1－6、図 2－1－

8）。 

 

③家族の状況の変化 

 2020 年 1 月時点と比べて、2020 年 7 月時点に、「200 万未満」においては「持ち家」

の保有率が少なくなっており、「民間の賃貸住宅」の保有率が多くなっている。また「200

～400 万未満」以上群においては「持ち家」の保有率が多くなっており、「民間の賃貸

住宅」の保有率が少なくなっている（図 2－1－19、図 2－1－20）。 

 

④経済的な理由で経験したこと 

 世帯年収別に経済的な理由で経験したこと 14 項目を聞いた結果、「1～14 の項目には、

どれにもあてはまらない」（59.1％〜87.2％）となっており、次いで、いずれも「家族

旅行（テーマパークなど日帰りのおでかけを含む）ができなかった」（6.9％〜28.9％）

となっている（表 2－1－6）。 

 2020 年 1 月時点と比べてみると、2020 年 7 月時点にいずれも「家族旅行（テーマパ

ークなど日帰りのおでかけを含む）ができなかった」の割合が増加する傾向が見られる

(表 2－1－5、表 2－1－6)。子どもの年齢別で見た場合も、同様の結果であった（表 2

－1－7、表 2－1－8）。 

 

考察 

本章では、保護者の雇用と家庭生活について見ているが、この考察では、新型コロナウイ

ルス感染症の雇用や仕事への影響と新型コロナウイルスの個人への支援方策、の２点につ

いて論じる。 

まず、新型コロナウイルス感染症の雇用や仕事への影響を見ていく。本調査では世帯年収

別に見ると、最も割合が高い項目は、「変化はなかった/働いていない」が、5 割〜8 割弱と

なっており、子どもの年齢別の結果においても同様の結果であった。また、雇用の変化の有

無において、「あまり負担に感じなかった」が 4 割前後の回答が多く見られた。国立感染症

研究所の報告を見ると、新規感染者数は全国的に 2020 年 8 月第 1 週をピークとして減少が

続いた後、ほぼ横ばいであったが 2020 年 10 月以降増加傾向となり、11 月以降その傾向が

強まっていた（国立感染症研究所,2020）。我々の調査時期が、2020 年 10 月末から 11 月末

という時期であったため、新型コロナウイルス感染症の増加傾向による業績の悪化で、雇用

調整のための解雇・休業などの年末の雇用環境の変化が調査時点ではまだ捉えられていな

いとも考えられる。 

 退職については、「失業した（職場都合での失業）」よりも、「退職した（自主退職）」の方

が多く、「乳幼児(0-3 才)」を持つ保護者において最も多く見られた。他の年代の子どもを持



 

つ世帯と比べて、新型コロナウイルス感染症による保育所の休園などで子どもを見てもら

えるところがない世帯においては、退職を余儀なくされたことが推察される。 

回答者の性別による仕事の変化の負担の有無については、男性回答者は、「あまり負担に

感じなかった」が最も多く、男性回答者はパートナーの就業形態の違いでも差は見られなか

った一方で、女性回答者は「まあまあ負担に感じた」が最も多く、女性側の就業形態によっ

て回答に差が見られた。本調査では、母親の勤め先は、勤め（パートまたはアルバイト、非

正規職員）という非正規雇用者が最も多い。新型コロナウイルス感染症の影響を強く受けて

いる産業である、「宿泊業 飲食サービス業」「小売業」「医療 福祉」などでは、「非正規の職

員・従業員」という女性の就労者が多いといった産業特性があり、女性の「非正規の職員・

従業員」に強い負の影響が生じていることが指摘されている（厚生労働省, 2020）。これら

の雇用先は、過去のリーマンショックなどの不況の際において雇用の受け皿となっていた

産業であったが、これらの産業は新型コロナウイルス感染症の影響を強く受けているため、

女性の方が仕事の変化の負担を感じていると考えられる。 

 次に、新型コロナウイルス感染症拡大を踏まえて行われた、教育の支援、生活の安定に資

するための支援、経済的な支援などが支援方策について見ていく。本調査では、新型コロナ

ウイルス感染症で利用した制度を聞いているが、世帯年収別、子どもの年齢別でいずれの群

においても「特別定額給付金（対象者 1 人につき 10 万円を給付）」が 8 割強となっていた。

その次に、「子育て世帯への臨時特別給付金」平均 3 割程度の世帯が受けている。子どもの

年齢別でみると、子どもの年齢が高くなるに従い、給付を受けている割合が低くなっていた。

このように、子育て世代にとっての現金給付は高い利用率であったが、他の支援制度の利用

率は、事業者向けの支援制度（持続化給付金）を除いては、利用率が 1%をいかないものが

多かった。利用率から見ると、新型コロナウイルス感染症の支援制度の周知が支援を必要と

する人に十分に行き届いていたのか、また制度の申請のしやすさなどの面で改善の余地が

あったことが考えられる。 

本調査では、経済的な理由で経験したことについては、どの世帯年収においても、「1～14

の項目には、どれにもあてはまらない」となっており、次いで、「家族旅行（テーマパーク

など日帰りのおでかけを含む）ができなかった」となっている。この指標は、『大阪府子ど

もの生活に関する実態調査』を参考にした「子どものはく奪指標」となっている。本調査に

おいては、経済的な理由で経験したことを選んでいない世帯が多いため、新型コロナウイル

ス感染症の影響はあまり受けていないようにも見える。しかし、世帯年収が低所得者群の

「200 万未満」群に着目すると、「子どもにおこづかいを渡すことができなかった」、「子

どもに新しい服や靴を買うことができなかった」、「子どもを学習塾に通わすことができな

かった」、「家族旅行ができなかった」等の項目における割合が、他の年収群に比べて 7 月時

点においては高い傾向が見られる。旅行などの子どもの生活体験の面だけではなく、学習塾

などの教育の面においても経済的な格差によって生じる学習環境の格差が起こっているこ

とが考えられる。末冨（2020）では、困窮世帯の子ども達は食事もままならず、オンライン



 

学習環境も整わない世帯も多く、学習時間も短い傾向を指摘している。 

本調査の結果から、新型コロナウイルス感染症の子育て世代の雇用と家庭生活における

負の影響が確認されている。2020 年 12 月以降はさらに新型コロナウイルス感染症の罹患

者が増えており、二度目の緊急事態宣言も出ているため、更なる個人への支援策が必要と考

えられる。 
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（２）保護者と子どもの健康と学習 

1. 保護者の学歴 

世帯年収別に見た、保護者の学歴（保護者票問 6×世帯年収） 

問 6．お子さんのお父さんとお母さんの最終学歴（卒業・修了したもの）は次のうちどれに

当てはまりますか。（あてはまる番号を１つ選んでください）現在ひとりで子どもを育てて

いる場合は「答えたくない/該当の人はいない」を選んでください。 

 

＜お父さん＞ 

図 2－2－1．世帯年収別に見た、父親の学歴 

 

父親の最終学歴を世帯年収別に見ると、最も割合が高い最終学歴は、「200～400万未満」

群を除き、「大学」（31.4％～61.0％）となっており、「200～400万未満」群においては「高

校」（40.2％）となっている。次いで、「200～400万未満」群と「1000万以上」群を除き、

「高校」（17.6％～32.0％）となっており、「200～400万未満」群においては「大学」（31.4％）

となっており、「1000万以上」群においては「大学院」（22.0％）となっている。3番目に高
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いのは、「1000万以上」群を除き、「高専・短期大学・専門学校」（10.2％～21.2％）となっ

ており、「1000万以上」群においては「高校」（8.3％）となっている。 

また、「200万未満」群を除き、世帯年収が高まるにつれ、「高校」と「高専・短期大学・

専門学校」の割合の合計が低くなっており、「大学」と「大学院」の割合が高くなっている。

「200万未満」群においては「1000万以上」群と比べ、「高校」と「高専・短期大学・専門

学校」の割合がそれぞれ21.2％、11.5％多く、「大学」と「大学院」の割合がそれぞれ27.5％、

16.6％少ない。 

 

＜お母さん＞ 

図 2－2－2．世帯年収別に見た、母親の学歴 

 

母親の最終学歴を世帯年収別に見ると、最も割合が高い最終学歴は、「1000万以上」群を

除き、「高専・短期大学・専門学校」（36.1％～40.2％）となっており、「1000万以上」群に

おいては「大学」（55.0％）となっている。ついで、「400～600万未満」以下の群においては

「高校」（30.8％～37.8％）となっており、「600～800万未満」群、「800～1000万未満」群

及び「わからない」群においては「大学」（33.1％～39.0％）となっており、「1000万以上」
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群においては「高専・短期大学・専門学校」（25.7％）となっている。3番目に高いのは、「400

～600万未満」以下の群においては「大学」（17.6％～30.0％）となっており、「600～800万

未満」以上の群及び「わからない」群においては「高校」（12.8％～21.1％）となっている。 

また、「200万未満」群を除き、世帯年収が高まるにつれ、「高校」の割合が低くなってお

り、「大学」の割合が高くなっている。「200万未満」群においては「1000万以上」群と比べ、

「高校」と「高専・短期大学・専門学校」の割合がそれぞれ22.1％、13.2％多く、「大学」

と「大学院」の割合がそれぞれ36.3％、3.5％少ない。 

 

  



 

子どもの年齢別に見た、保護者の学歴（保護者票問 6×子どもの年齢） 

＜お父さん＞ 

図 2－2－3．子どもの年齢別に見た、父親の学歴 

 

父親の最終学歴を子どもの年齢別に見ると、最も割合が高い最終学歴は、いずれも「大学」

で5割前後となっている。次いで、いずれも「高校」で3割前後となっている。3番目に高い

のは、いずれも「高専・短期大学・専門学校」で1割程度となっている。また、父親の最終

学歴は子どもの年齢による大きな違いは見られない。 
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＜お母さん＞ 

図 2－2－4．子どもの年齢別に見た、母親の学歴 

 

母親の最終学歴を子どもの年齢別に見ると、子どもの年齢が増加するにつれ、「高専・短

期大学・専門学校卒業」の割合が高くなっていること（「中学生（12-15 才）」群と「小学校

高学年（9-12 才）」を除く）に対して、「大学卒業」の割合が低くなっている。最も割合が高

い最終学歴は、「園児（3-6 才）」以下の群では「大学」で 4 割弱となっており、「小学校低

学年（6-9 才）」以上の群では「高専・短期大学・専門学校卒業」で 4 割弱となっている。

次いで、「園児（3-6 才）」以下の群では「高専・短期大学・専門学校卒業」で 3 割強となっ

ており、「小学校低学年（6-9 才）」群では「大学」で 4 割弱となっており、「小学校高学年

（9-12 才）」以上の群では「高校」で 3 割前後となっている。3 番目に高いのは、「小学校低

学年（6-9 才）」以下の群では「高校」で 2 割前後となっており、「小学校高学年（9-12 才）」

以上の群では「大学」で 2 割程度となっている。 
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2. 子どもの通学状況 

世帯年収別に見た、子どもの通学状況（保護者票問 9×世帯年収） 

問9．お子さんの学校（小学校、中学校、高校、特別支援学校、その他の学校）の通学状況

について、2019年度と2020年度（現在）でもっとも近いものを１つ選んでください。※学

校のある日でお考え下さい。※幼稚園、保育所、認可外保育施設、認定こども園に通ってい

る方や通っていない方は「該当しない」を選んでください。 

 

＜2019年度＞ 

図 2－2－5．世帯年収別に見た、子どもの通学状況（2019年度） 

 

2019 年度における子どもの学校の通学状況を世帯年収別に見ると、最も割合が高い項目

は、いずれも「ほぼ毎日通っている」（70.6％～81.1％）となっている。次いで、いずれも

「該当しない」（10.7％～24.6％）となっている。3 番目に高いのは、いずれも「欠席は年間

30 日未満である」（1.5％～5.0％）となっている。また、「ほぼ毎日通っている」と回答した

割合は、「400～600 万未満」群では 70.6％で他群と比較して最も低く、「800～1000 万未

満」群では 81.1％で他群と比較して最も高く、その差が 10.5％で 1 割強となっている。 
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＜2020年度（現在）＞ 

図 2－2－6．世帯年収別に見た、子どもの通学状況（2020年度） 

 

2020年度における子どもの学校の通学状況を世帯年収別に見ると、最も割合が高い項目

は、いずれも「ほぼ毎日通っている」（69.8％〜80.3％）となっている。次いで、いずれも

「該当しない」（10.7％〜22.8％）となっている。3番目に高いのは、いずれも「欠席は年間

30日未満である」（3.4％〜6.4％）となっている。また、「ほぼ毎日通っている」と回答した

割合は、「400～600万未満」群では69.8％で他群と比較して最も低く、「1000万以上」群で

は80.3％で他群と比較して最も高く、その差が10.5％で1割強となっている。 

一方、2019年度と比べてみると、2020年度に「ほぼ毎日通っている」と回答した割合が

（「1000万以上」群を除く）若干低くなっているのに対して、「欠席は年間30日未満である」、

「欠席が年間60日以上、1年未満である」と回答した割合が（「200万未満」群を除く）若干

高くなっている。 
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子どもの年齢別に見た、子どもの通学状況（保護者票問 9×子どもの年齢） 

 

＜2019 年度＞ 

図 2－2－7．子どもの年齢別に見た、子どもの通学状況（2019年度） 

 

2019年度における子どもの学校の通学状況を子どもの年齢別に見ると、最も割合が高い

項目は、「乳幼児（0-3才）」群と「園児（3-6才）」群では「該当しない」（83.7％、48.7％）

となっており、「小学校低学年（6-9才）」以上の群では「ほぼ毎日通っている」（88.7％～93.8％）

となっている。 
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園児 ( 3 - 6 才 )

小学校低学年 ( 6 - 9 才 )  

小学校高学年（ 9 - 1 2 才）

中学生 ( 1 2 - 1 5 才 )

高校生・ 高専生等 ( 1 5 才以上 )

ほぼ毎日通っている 欠席は年間30日未満である

欠席が年間30日以上、60日未満である 欠席が年間60日以上、1年未満である

欠席が1年以上続いている わからない

該当しない

(n=2,582）



 

＜2020 年度（現在）＞ 

図 2－2－8．子どもの年齢別に見た、子どもの通学状況（2020年度） 

 

2020年度における子どもの学校の通学状況を子どもの年齢別に見ると、最も割合が高い

項目は、「乳幼児（0-3才）」群を除き、「ほぼ毎日通っている」（48.1％～92.8％）となって

おり、「乳幼児（0-3才）」群では「該当しない」（79.3％）となっている。 

一方、2019年度と比べてみると、2020年度に「ほぼ毎日通っている」と回答した割合は

「小学校高学年（9-12才）」以上の年齢群ではやや減少して「小学校低学年（6-9才）」以下

の群では増加する一方で、各年齢群で「欠席は年間30日未満である」、「欠席が年間60日以

上、1年未満である」、及び「欠席が年間30日以上、60日未満である」の割合がやや増加して

いる。 
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欠席が1年以上続いている わからない

該当しない

(n=2,582）



 

3. 障害を持つ子どもの状況  

世帯年収別に見た、障害を持つ子どもの状況（保護者票問 8×世帯年収） 

問 8．あなたのお子さんの中に、療育手帳や身体障がい者手帳、精神障がい者保健福祉手帳

をお持ちのお子さんはいますか。（あてはまる番号を１つ選んでください）※あなたのお子

さま全般についてお答えください。 

 

図 2－2－9．世帯年収別に見た、障害を持つ子どもの状況 

 

療育手帳や身体障がい者手帳、精神障がい者保健福祉手帳を持つ子どもの有無を世帯年

収別に見ると、「いない」と回答する割合はいずれも最も高くなっている。「200 万未満」群

では、「いる」が 10.1%、「いない」が 89.9%である。「200～400 万未満」群では、「いる」

が 7.2%、「いない」が 92.8%である。「400～600 万未満」群では、「いる」が 5.5%、「いな

い」が 94.5%である。「600～800 万未満」群では、「いる」が 3.3%、「いない」が 96.7%で

ある。「800～1000 万未満」群では、「いる」が 3.8%、「いない」が 96.2%である。「1000 万

以上」群では、「いる」が 3.2%、「いない」が 96.8%である。「わからない」群では、「いる」

が 2.9%、「いない」が 97.1%である。 

このことから、「いない」と回答する割合は、「200 万未満」群では 9 割弱となっており、

「200～400 万未満」群と「400～600 万未満」群では 9 割強となっており、「600～800 万

未満」以上の群では 10 割近くである。 
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2 0 0 ～ 4 0 0 万未満
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1 0 0 0 万以上
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いる いない(n=2,582）



 

 

子どもの年齢別に見た、障害を持つ子どもの状況（保護者票問 8×子どもの年齢） 

図 2－2－10．子どもの年齢別に見た、障害を持つ子どもの状況 

 

療育手帳や身体障がい者手帳、精神障がい者保健福祉手帳を持つ子どもの有無を子ども

の年齢別に見ると、「いない」と回答する割合はいずれも最も高く、9 割強となっている。

「乳幼児（0-3 才）」群では、「いない」が 2.3%、「いる」が 97.7%である。「園児（3-6 才）」

群では、「いない」が 4.1%、「いる」が 95.9%である。「小学校低学年（6-9 才）」群では、

「いない」が 3.5%、「いる」が 96.5%である。「小学校高学年（9-12 才）」群では、「いない」

が 6.9%、「いる」が 93.1%である。「中学生（12-15 才）」群では、「いない」が 6.8%、「い

る」が 93.2%である。「高校生・高専生等（15 才以上）」群では、「いない」が 5.2%、「いる」

が 94.8%である。 

このことから、「いない」と回答する割合は、小学校低学年（6-9 才）」以下の群では 10 割

近くであるが、「小学校高学年（9-12 才）」以上の群では 9 割強である。 
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障害者手帳の有無別に見た、子どものストレスレベル（保護者票問 8×子ども票問 5）

 

図 2－2－11．障害者手帳の有無別に見た、子どものストレスレベル 

 

子ども票問 5 は、「UCLA 心的外傷後ストレス障害インデックス COVID-19 対応短縮版

（児童青年期用）」の質問項目である。分析においては、保護者が回答したトラウマになり

うる新型コロナウイルスに関する体験（保護者票問 4）の有無に関わらず、すべての子ども

を母数に含めた。なお、総数は 1023 人で、このうちトラウマになりうる新型コロナウイル

スに関する体験をしたと保護者が回答した子どもの人数は 101 人である。問 39 の総得点

を、一般的なストレスレベルと解釈する。UCLA の設定を参考に、総得点 0 点は「ストレ

スレベル 0」、1～10 点は「ストレスレベル 1」、11～20 点は「ストレスレベル 2」、21 点以

上は「ストレスレベル 3」とした。 

療育手帳や身体障がい者手帳、精神障がい者保健福祉手帳（以下、手帳）を持つ子どもの

有無別に、ストレスレベルをクロス集計した。手帳を持つ子どもがいない世帯における子ど

ものストレスレベルは、「ストレスレベル 0」が 13.7%、「ストレスレベル 1」が 52.9%、「ス

トレスレベル 2」が 25.8%、「ストレスレベル 3」が 7.7%である。一方、手帳を持つ子ども

がいる世帯における子どものストレスレベルは、「ストレスレベル 0」が 6.8%、「ストレス

レベル 1」が 49.3%、「ストレスレベル 2」が 31.5%、「ストレスレベル 3」が 12.3%である。

手帳を持つ子どもがいる世帯の子どもは、手帳を持つ子どもがいない世帯の子どもに比べ

て「ストレスレベル 2」の割合が 1.2 倍、「ストレスレベル 3」の割合が約 1.6 倍多い。この

ことから、手帳を持つ子どもがいない世帯の子どもに比べて、手帳を持つ子どもがいる世帯

の子どもはストレスレベルが高いと言える。 
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4. 新型コロナウイルス感染症の影響で困っていること（保護者調査） 

世帯年収別に見た、新型コロナウイルス感染症の影響で困っていること（保護者票問 11－

2×世帯年収, 複数回答） 

保護者票問 11－2．新型コロナウイルスの影響で、お子さんのことで日々困っていると感じ

ていることは下記のうちのどれですか。（当てはまる番号をすべて選んでください。） 

 

＜乳幼児・園児のお子さんがいる方＞ 



 

 

図 2－2－12．世帯年収別に見た、新型コロナウイルスの影響で困っていること（乳幼児） 
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乳幼児・園児の子どもがいる世帯における、新型コロナウイルスの影響で、子どものこと

で日々困っていると感じていることに関する結果を世帯年収別に見る。最も割合が高い項

目は、「200 万未満」群を除き、「生活のリズムの乱れ」（24.0％～38.6％）となっており、

「200 万未満」群においては「昼ご飯などの食事の状況」（36.4％）となっている。2 番目に

高いのは、「200 万未満」群では「子どもの友人関係」と「体の発達状況」（27.3％）となっ

ており、「200～400 万未満」群と「400～600 万未満」群では「子どもの友人関係」（それぞ

れ 28.9％、19.4％）となっており、「600～800 万未満」以上の群では「子どもの感情が不

安定になること」（22.8％～29.5％）となっており、「わからない」群では「昼ご飯などの食

事の状況」（23.8％）となっている。 

乳幼児・園児の子どもがいる世帯の保護者が最も困っている項目は、「200 万未満」にお

いては「昼ご飯などの食事の状況」で 4 割弱となっており、それ以外の群においては「生活

のリズムの乱れ」で 3 割前後となっている。 

 

＜小学生のお子さんがいる方＞ 



 

 

図 2－2－13．世帯年収別に見た、新型コロナウイルスの影響で困っていること（小学生） 
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小学生の子どもがいる世帯における、新型コロナウイルスの影響で、子どものことで日々

困っていると感じていることに関する結果を世帯年収別に見る。最も割合が高い項目は、

「200 万未満」群においては「生活のリズムの乱れ」と「学業（学校の授業の進み具合など）

の遅れ」（43.1％）となっており、それ以外の群においては「学業（学校の授業の進み具合

など）の遅れ」（43.1％～60.4％）となっている。2 番目に高いのは、「200 万未満」群を除

き、「生活のリズムの乱れ」（33.3％～45.8％）となっており、「200 万未満」群においては

「子どもの友人関係」（27.6％）となっている。 

このことから、小学生の子どもがいる世帯の保護者が最も困っている項目は、いずれも

「学業（学校の授業の進み具合など）の遅れ」で 5 割前後となっており、また「200 万未満」

群においては「生活のリズムの乱れ」（4 割強）も困っている。 

 

＜中学生・高校生・高専生・その他の学生のお子さんがいる方＞ 



 

 

図 2－2－14．世帯年収別に見た、新型コロナウイルスの影響で困っていること 

（中学生・高校生・高専生・その他の学生） 
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体の発達状況

性に関すること

生活のリズ ムの乱れ

家族とのコミュニケーション

学業（ 学校の授業の進み具合など） の遅れ

将来の入試などの状況

将来の進路の状況（ 志望校や職業について）

就職活動の状況

その他

全体 200万未満 200～400万未満 400～600万未満

600～800万未満 800～1000万未満 1000万以上 わからない

(n=1,032）



 

 

中学生・高校生・高専生・その他の学生の子どもがいる世帯における、新型コロナウイル

スの影響で、子どものことで日々困っていると感じていることに関する結果を世帯年収別

に見る。最も割合が高い項目は、「400～600 万未満」群を除き、「学業（学校の授業の進み

具合など）の遅れ」（43.4％〜57.7％）となっており、「400～600 万未満」群においては「生

活のリズムの乱れ」（43.2％）となっている。2 番目に高いのは、「200 万未満」群と「200

～400 万未満」においては「生活のリズムの乱れ」（それぞれ 38.8％、38.1％）となってお

り、「400～600 万未満」においては「学業（学校の授業の進み具合など）の遅れ」（40.5％）

となっており、「600～800 万未満」群と「800～1000 万未満」においては「将来の入試な

どの状況」（それぞれ 46.5％、39.4％）となっており、「1000 万以上」群と「わからない」

においては「生活のリズムの乱れ」（それぞれ 41.2％、44.6％）となっている。 

このことから、中学生・高校生・高専生・その他の学生の子どもがいる世帯の保護者が最

も困っている項目は、「400～600 万未満」においては「生活のリズムの乱れ」で 4 割強と

なっており、それ以外の群においては「学業（学校の授業の進み具合など）の遅れ」で 5 割

前後となっている。 

 

  



 

子どもの年齢別に見た、新型コロナウイルス感染症の影響で困っていること（保護者票問

11－2×子どもの年齢） 

 

＜乳幼児・園児のお子さんがいる方＞ 

 

図 2－2－15．子どもの年齢別に見た、新型コロナウイルスの影響で困っていること 

（乳幼児） 

 

乳幼児・園児の子どもがいる世帯における、新型コロナウイルスの影響で、子どものこと

で日々困っていると感じていることに関する結果を子どもの年齢別に見る。「園児(3-6才)」

群は「乳幼児(0-3才)」群と比べると、「家の大人の人が仕事にいっている間の居場所」、「子

15.3

21.7

20.8

19.0

13.0

0.7

27.7

7.7

5.0

17.5

15.2

14.0

18.1

16.9

14.6

0.9

21.3

6.1

3.8

21.0

15.5

29.4

23.6

21.0

11.4

0.6

34.1

9.3

6.1

14.0

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

家の大人の人（ お母さん・お父さん・ おばあちゃん・

おじいちゃ ん・ 親せき など）が仕事にいっている間
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将来の入試などの状況
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全体 乳幼児(0-3才) 園児(3-6才)(n=686）



 

どもの感情が不安定になること」、「子どもの友人関係」、「昼ご飯などの食事の状況」、「生活

のリズムの乱れ」、「家族とのコミュニケーション」と「将来の入試などの状況」で困ってい

る割合が高くなっている。 

 

＜小学生のお子さんがいる方＞ 

 

図 2－2－16．子どもの年齢別に見た、新型コロナウイルスの影響で困っていること 

（小学生） 

 

小学生の子どもがいる世帯における、新型コロナウイルスの影響で、子どものことで日々

困っていると感じていることに関する結果を子どもの年齢別に見る。「小学校高学年（9-12
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学業（ 学校の授業の進み具合など） の遅れ

将来の入試などの状況
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全体 小学校低学年(6-9才) 小学校高学年（9-12才）(n=864）



 

才）」群は「小学校低学年(6-9 才)」群と比べると、「家の大人の人が仕事にいっている間の

居場所」、「子どもの友人関係」、「体の発達状況」、と「学業（学校の授業の進み具合など）

の遅れ」で困っている割合が低くなっている一方で、「子どもの感情が不安定になること」、

「性に関すること」、「家族とのコミュニケーション」、と「将来の入試などの状況」で困っ

ている割合が高くなっている。 

 

  



 

＜中学生・高校生・高専生・その他の学生のお子さんがいる方＞ 

 

図 2－2－17．子どもの年齢別に見た、新型コロナウイルスの影響で困っていること 

（中学生・高校生・高専生・その他の学生） 

 

中学生・高校生・高専生・その他の学生の子どもがいる世帯における、新型コロナウイル

スの影響で、子どものことで日々困っていると感じていることに関する結果を子どもの年
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全体 中学生(12-15才) 高校生・高専生等(15才以上)(n=1,032）



 

齢別に見る。「高校生・高専生等(15 才以上)」群は「中学生(12-15 才)」群と比べると、「将

来の進路の状況（志望校や職業について）」、「就職活動の状況」、「生活のリズムの乱れ」、「性

に関すること」と「子どもの友人関係」で困っている割合が高くなっているが、それ以外の

ことで困っている割合が低くなっている。 

 

  



 

5. 親子の困りごとの差：困りごとギャップ 

保護者票問 11－2．新型コロナウイルスの影響で、お子さんのことで日々困っていると感じ

ていることは下記のうちのどれですか。（当てはまる番号をすべて選んでください。） 

子ども票問 3．新型コロナウイルスの影響で、あなたが日々困っていると感じていることは

次のうちのどれですか。あてはまるものをすべて選んでください。 

 

保護者票問 11－2 と子ども票問 3 では、保護者（以下、親）と子どもに同じ項目を質問

している。親の回答と子どもの回答のマッチングデータから、親子間における困りごとのギ

ャップ（相違）を分析した。 

分析においては、親と子どもの両方ともが回答したマッチングデータを利用した。＜小学

校高学年＞において利用したのは、単純集計（図 1－9）において示した「【保護者&子供】

小学校高学年（9-12 才）」データであり、サンプルサイズは 346 である。＜中学生＞におい

て利用したのは、単純集計（図 1－9）において示した「【保護者&子供】中学生（12-15 才）」

データであり、サンプルサイズは 344 である。＜高校生・高専生・その他の学生＞において

利用したのは、単純集計（図 1－9）において示した「【保護者&子供】高校生・高専生等（15

才以上）」データであり、サンプルサイズは 342 である。 

以下、計算方法について説明する。まず各項目について、「ギャップなし件数」（親子が同

じ回答をした件数。つまり親子双方とも「困っている」を選択した、あるいは選択しなかっ

た件数）と「ギャップあり件数」（親子のどちらか一方が「困っている」を選択し、もう一

方は選択しなかった）を算出した。 

次に「ギャップあり」のケースについて、親の回答から子の回答を引き算した。すなわち、

「親のみ」が「困っている」と回答したケースは「1-0=+1」、「子どものみ」が「困っている」

と回答したケースは「0-1=-1」となる。「+1」の件数と「-1」の件数を算出した。「+1」のケ

ース数と「-1」のケース数の双方を合算した値を「ギャップ点数」とする。ギャップ点数が

プラスに大きいほど、「親は困っているが子は困っていない」という傾向を意味し、ギャッ

プ点数がマイナスに大きいほど、「親は困っていないが子は困っている」という傾向を意味

する。 

例えば、小学生における「家の大人の人（お母さん・お父さん・おばあちゃん・おじいち

ゃん・親せきなど）が仕事にいっている間の居場所」の項目については、親子間でギャップ

が見られる「ギャップあり件数」が 58 件である。このうち、「+1」（親は困っているが子は

困っていない）は 18 件であり、「-1」（子は困っているが親は困っていない）は 40 件であ

る。ギャップ点数は 18-40=-22 であり、この-22 は「親は困っていないが子どもは困ってい

る」という傾向が示している。 

 

 



 

＜小学校高学年＞ 

表 2－2－1．親子間の困りごとギャップ（小学校高学年） 

 

 

 保護者と子ども（小学校高学年）双方の回答があった 346 件を分析対象とした。 

小学生の子どもとその親の回答において、最もギャップがあったのは「生活リズムの乱れ」

である。「生活リズムの乱れ」については、全ケース 346 件中約 3 割の 111 件でギャップが

見られ、うち 7 割強の 81 件は「子どもは困っていないが親は困っている」という結果であ

る。「学業（学校の授業の進み具合など）の遅れ」「感情が不安定になること」「昼ご飯など

の食事の状況」も同様に、「子どもは困っていないが親が困っている」という傾向が見られ

た。一方、「家の大人の人（お母さん・お父さん・おばあちゃん・おじいちゃん・親せきな

ど）が仕事にいっている間の居場所」については、子どもは選択したが親は選択しなかった

ケースが 40 件（全体の約 11%）あり、「親は困っていないが子どもは困っている」という

傾向が見られた。 

 

＜中学生＞ 

表 2－2－2．親子間の困りごとギャップ（中学生） 

 

 

保護者と子ども（中学生）双方の回答があった 344 件を分析対象とした。 

中学生の子どもとその親の回答において、最もギャップがあったのは「生活リズムの乱れ」

である。「生活リズムの乱れ」については、全ケース 344 件中約 3 割の 97 件でギャップが

見られ、うち約 8 割の 73 件は「子どもは困っていないが親は困っている」という結果であ

る。「学業（学校の授業の進み具合など）の遅れ」「将来の入試などの状況」「昼ご飯などの

食事の状況」も同様に、「子どもは困っていないが親が困っている」という傾向が見られた。

一方、「家の大人の人（お母さん・お父さん・おばあちゃん・おじいちゃん・親せきなど）

が仕事にいっている間の居場所」については、子どもは選択したが親は選択しなかったケー

スが 34 件（全体の約 10%）あり、「親は困っていないが子どもは困っている」という傾向

が見られた。「感情が不安定になること」については、親のみが困っている件数と、子ども

のみが困っている件数がほぼ同数である。 

項目 居場所
感情不
安定

友人関
係

食事
体の
発達

性
生活リ
ズム

家族 学業 入試 進路 就職 その他

288 282 270 284 311 339 235 307 230 303 - - 314

58 64 76 62 35 7 111 39 116 43 - - 32

1（親1、子ども0） 18 50 47 46 30 7 81 27 77 32 - - 9

-1（親0、子ども1） 40 14 29 16 5 0 30 12 39 11 - - 23

ギャップ点数 -22 36 18 30 25 7 51 15 38 21 - - -14

ギャップ

ギャップあり件数

ギャップなし件数

小学生

（N＝

346）

項目 居場所
感情不
安定

友人関
係

食事
体の
発達

性
生活リ
ズム

家族 学業 入試 進路 就職 その他

299 291 275 287 322 341 247 322 253 256 272 323 315

45 53 69 57 22 3 97 22 91 88 72 21 29

1（親1、子ども0） 11 28 27 42 18 3 73 18 62 67 50 17 5

-1（親0、子ども1） 34 25 42 15 4 0 24 4 29 21 22 4 24

ギャップ点数 -23 3 -15 27 14 3 49 14 33 46 28 13 -19

ギャップあり件数

ギャップなし件数

中学生

（N＝

344）

ギャップ



 

＜高校生・高専生・その他の学生＞ 

表 2－2－3．親子間の困りごとギャップ（高校生等） 

 

 

保護者と子ども（高校生・高専生・その他の学生）双方の回答があった 342 件を分析対象

とした。 

高校生・高専生・その他の学生の子どもとその親の回答において、最もギャップがあった

のは「生活リズムの乱れ」である。「生活リズムの乱れ」については、全ケース 342 件中約

3 割の 117 件でギャップが見られ、うち約 7 割の 86 件は「子どもは困っていないが親は困

っている」という結果である。「昼ご飯などの食事の状況」も同様に、「子どもは困っていな

いが親が困っている」という傾向が見られた。一方、「家の大人の人（お母さん・お父さん・

おばあちゃん・おじいちゃん・親せきなど）が仕事にいっている間の居場所」については、

子どもは選択したが親は選択しなかったケースが 34 件（全体の約 10%）あり、「親は困っ

ていないが子どもは困っている」という傾向が見られた。「感情が不安定になること」「家族

とのコミュニケーション」については、親のみが困っている件数と、子どものみが困ってい

る件数がほぼ同数である。 

 

  

項目 居場所
感情不
安定

友人関
係

食事
体の
発達

性
生活リ
ズム

家族 学業 入試 進路 就職 その他

300 286 282 293 331 339 225 315 247 260 253 313 321

42 56 60 49 11 3 117 27 95 82 89 29 21

1（親1、子ども0） 8 28 25 36 10 3 86 14 53 45 50 20 7

-1（親0、子ども1） 34 28 35 13 1 0 31 13 42 37 39 9 14

ギャップ点数 -26 0 -10 23 9 3 55 1 11 8 11 11 -7

ギャップ

ギャップなし件数

高校生

（N=

342）

ギャップあり件数



 

6. 保護者の勤務・体調の変化と子どものストレスレベル 

保護者票問 12．あなたは過去 30 日の間にどれくらいの頻度で次のことがありましたか 。 

子ども票問 5．新型コロナウイルス感染症のせいで起こっていることに対するあなたの反応

をたずねます。この１か月の間に、どれくらいのつぎのようなことがおこったのか、1～5 の

番号を一つ選んでください 。 

 

子どものストレスレベルの概要と算出方法は「3．障害を持つ子どもの状況」で書いたと

おりである。 

保護者票問 12 の質問項目は、自記式スクリーニング尺度・K10 である。得点範囲は 0～

40 点である。カットオフを 15 点とし、「0 点」「1～14 点」「15 点以上」の件数を算出した。

結果、「0 点」は 195 人（18.9%）、「1～14 点」は 615 人（59.6%）、「15 点以上」は 222 人

（21.5%）である。 

 

世帯年収別に見た、保護者の精神的健康状態（保護者票問 12×世帯年収） 

 

図 2－2－18．世帯年収別に見た、親の精神的健康状態 

 

保護者の K10 得点（精神的健康状態）を世帯年収別に見る。世帯年収が「600～800 万未

満」「800～1000 万未満」「1000 万以上」群において、K10 の得点が「15 点以上」なのは

15%前後（13.3%～15.3%）である。対して、世帯年収が「400～600 万未満」群において、

K10 の得点が「15 点以上」なのは 21.2%、「200～400 万未満」群においては 25.4%、「200

万未満」においては 28.2%である。 

世帯年収が「200 万未満」で、K10 の得点が「15 点以上」である保護者の割合は、世帯

年収が「1000 万以上」の保護者の約 2 倍である。 
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保護者の精神的健康状態別に見た、子どものストレスレベル（保護者票問 12×子ども票

問 5）

 

図 2－2－19．親の精神的健康状態別に見た、子どものストレスレベル 

 

 保護者の K10 得点と子どものストレスレベルをクロス集計した。その結果、K10 得点が

「0 点」の保護者群における子どものストレスレベルは、「ストレスレベル 0」が 34.4%、

「ストレスレベル 1」が 54.9%、「ストレスレベル 2」が 8.2%、「ストレスレベル 3」が 2.6%

である。K10 得点が「1～14 点」の保護者群における子どものストレスレベルは、「ストレ

スレベル 0」が 9.8%、「ストレスレベル 1」が 60.8%、「ストレスレベル 2」は 25.2%、「ス

トレスレベル 3」は 4.2%である。K10 得点が「15 点以上」の保護者群における子どものス

トレスレベルは、「ストレスレベル 0」が 4.1%、「ストレスレベル 1」が 27.9%、「ストレス

レベル 2」は 44.6%、「ストレスレベル 3」は 23.4%である。親の K10 得点が高くなるほど、

子どものストレスレベルも高くなった。K10 得点が「15 点以上」の保護者群における子ど

ものストレスレベルは、K10 得点が「0 点」の保護者群と比較して、「ストレスレベル 0」

が約 8 分の 1 であり、「ストレスレベル 3」が 9 倍である。 
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保護者の相談先の数別に見た、保護者の精神的健康状態（保護者票問 13－5×保護者票問

12） 

保護者票問 13－5．あなたが本当に困ったときや悩みがあるとき、相談相手や相談先はどこ

ですか。（あてはまる番号すべてを選んでください） 

 

 

図 2－2－20．保護者の相談先の数別に見た、保護者の精神的健康状態 

 

 保護者の相談相手や相談先の数別に、保護者の K10 得点（精神的健康状態）を見る。「相

談先が 3～5 個以上」ある保護者で、K10 の得点が「15 点以上」なのは 15%前後（13.9%～

16.0%）である。対して、「相談先が 1～2 個」の保護者のうち、K10 の得点が「15 点以上」

なのは約 20%（20.3～20.4%）である。「相談先が 0 個」の保護者のうち、K10 の得点が「15

点以上」なのは 42.6%である。 

「相談先が 0 個」の保護者で、K10 の得点が「15 点以上」である人の割合は、「相談先が

3～5 個以上」ある保護者の約 2.8 倍である。 
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勤務変化の有無別に見た、親の精神的健康状態（保護者票問 1×保護者票問 12） 

問 1．あなたは 2020年の 1月以降で新型コロナウイルスの影響により職場や職種が変わる、

または仕事内容が変わるなどの変化はありましたか。仕事の変化はどのようなものでした

か。（最もあてはまるものを１つ選んでください。） 

図 2－2－21．勤務変化の有無別に見た、親の精神的健康状態 

 

「変化はなかった/働いていない」を選択した群を「勤務変化なし」、「テレワークなど勤

務場所が変わった」「時差通勤になった」「勤務形態（パート等）が変更になった」「勤務時

間・日数が変更になった」「休業を命じられた」「職種が変更になった」「失業した（職場都

合での失業）」「退職した（自主退職）」「別の職場へ転職した」「その他」を選択した群を「勤

務変化あり」と 2 群に分類し、K10 の得点とクロス集計をした。 

その結果、「勤務変化なし」群における K10 得点は「0 点」が 19.4%、「1～14 点」が 62.1%、

「15 点以上」が 18.5%である。一方「勤務変化あり」群における K10 得点は「0 点」が

13.9%、「1～14 点」が 65.2%、「15 点以上」が 21.0%である。「勤務変化なし」群と比較し

て、「勤務変化あり」群は K10 の得点が高かった。 
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勤務変化の有無別に見た、子どものストレスレベル（保護者票問 1×子ども票問 5）

 

図 2－2－22．勤務変化の有無別に見た、子どものストレスレベル 

 

「勤務変化なし」「勤務変化あり」と 2 群について、子どものストレスレベルとクロス集

計をした。 

その結果、「勤務変化なし」群における子どものストレスレベルは、「ストレスレベル 0」

が 14.8%、「ストレスレベル 1」が 55.1%、「ストレスレベル 2」が 22.9%、「ストレスレベ

ル 3」が 7.2%である。一方「勤務変化あり」群における子どものストレスレベルは、「スト

レスレベル 0」が 9.2%、「ストレスレベル 1」が 46.4%、「ストレスレベル 2」が 34.2%、「ス

トレスレベル 3」が 10.2%である。「勤務変化なし」群と比較して、「勤務変化あり」群は子

どものストレスレベルが高かった。「勤務変化なし」群と比べて、「勤務変化あり」群の「ス

トレスレベル 2」「ストレスレベル 3」はそれぞれ約 1.4 倍多い。 
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7. 支えてくれる人の状況 

問 23．次の(1)～(7)について、おうちの方を含め（子どもは除く）、あなたを支えてくれて、

手伝ってくれる人はいますか。（あてはまる番号１つを選んでください ） 

※ここでいうおうちの方は、住居と生計を共にする者と、住居だけを共にする者の両方を含

みます 

 

「心配ごとや悩みごとを親身になって聞いてくれる人」の有無別に見た、「自分の感情が不

安定になること」に困っている子どもの割合（保護者票問 13－4①×子ども票問 3_2） 

図 2－2－23．「心配ごとや悩みごとを親身になって聞いてくれる人」の有無別に見た、 

「自分の感情が不安定になること」に困っている子どもの割合 

 

「心配ごとや悩みごとを親身になって聞いてくれる人」がいる保護者群において、「自分の

感情が不安定になること」に困っていないと回答した子どもは 87.9%、困っていると回答し

たのは 12.1%である。「心配ごとや悩みごとを親身になって聞いてくれる人」がいない保護

者群において、「自分の感情が不安定になること」に困っていないと回答した子どもは 80.4%、

困っていると回答したのは 19.6%である。「心配ごとや悩みごとを親身になって聞いてくれ

る人」がいない保護者群における子どもの方が、いる保護者群における子どもよりも、「自

分の感情が不安定になること」に困っていると回答した割合が多かった。 
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「あなたの気持ちを察して思いやってくれる人」の有無別に見た、「自分の感情が不安定に

なること」に困っている子どもの割合（保護者票問 13－4②×子ども票問 3_2） 

 

図 2－2－24．「あなたの気持ちを察して思いやってくれる人」の有無別に見た、 

「自分の感情が不安定になること」に困っている子どもの割合 

 

「あなたの気持ちを察して思いやってくれる人」がいる保護者群において、「自分の感情が

不安定になること」に困っていないと回答した子どもは 87.2%、困っていると回答したのは

12.8%である。「あなたの気持ちを察して思いやってくれる人」がいない保護者群において、

「自分の感情が不安定になること」に困っていないと回答した子どもは 81.0%、困っている

と回答したのは 19.0%である。「あなたの気持ちを察して思いやってくれる人」がいない保

護者群における子どもの方が、いる保護者群における子どもよりも、「自分の感情が不安定

になること」に困っていると回答した割合が多かった。 
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「趣味や興味のあることを一緒に話して、気分転換させてくれる人」の有無別に見た、「自

分の感情が不安定になること」に困っている子どもの割合（保護者票問 13－4③×子ども票

問 3_2） 

 

図 2－2－25．「趣味や興味のあることを一緒に話して、気分転換させてくれる人」の有無

別に見た、「自分の感情が不安定になること」に困っている子どもの割合 

 

「趣味や興味のあることを一緒に話して、気分転換させてくれる人」がいる保護者群にお

いて、「自分の感情が不安定になること」に困っていないと回答した子どもは 88.2%、困っ

ていると回答したのは 11.8%である。「趣味や興味のあることを一緒に話して、気分転換さ

せてくれる人」がいない保護者群において、「自分の感情が不安定になること」に困ってい

ないと回答した子どもは 81.8%、困っていると回答したのは 18.2%である。「趣味や興味の

あることを一緒に話して、気分転換させてくれる人」がいない保護者群における子どもの方

が、いる保護者群における子どもよりも、「自分の感情が不安定になること」に困っている

と回答した割合が多かった。 
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「子どもの学びや遊びをゆたかにする情報を教えてくれる人（運動や文化活動）」の有無別

に見た、「自分の感情が不安定になること」に困っている子どもの割合（保護者票問 13－4

⑤×子ども票問 3_2） 

 

図 2－2－26．「子どもの学びや遊びをゆたかにする情報を教えてくれる人（運動や文化活

動）」の有無別に見た、「自分の感情が不安定になること」に困っている子どもの割合 

 

「子どもの学びや遊びをゆたかにする情報を教えてくれる人（運動や文化活動）」がいる保

護者群において、「自分の感情が不安定になること」に困っていないと回答した子どもは

88.5%、困っていると回答したのは 11.5%である。「子どもの学びや遊びをゆたかにする情

報を教えてくれる人（運動や文化活動）」がいない保護者群において、「自分の感情が不安定

になること」に困っていないと回答した子どもは 82.4%、困っていると回答したのは 17.6%

である。「子どもの学びや遊びをゆたかにする情報を教えてくれる人（運動や文化活動）」が

いない保護者群における子どもの方が、いる保護者群における子どもよりも、「自分の感情

が不安定になること」に困っていると回答した割合が多かった。 
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「留守を頼める人」の有無別に見た、「昼ご飯などの食事の状況」に困っている子どもの割

合（保護者票問 13－4⑦×子ども票問 3_4） 

 

図 2－2－27．「留守を頼める人」の有無別に見た、「昼ご飯などの食事の状況」に困ってい

る子どもの割合 

 

「留守を頼める人」がいる保護者群において、「昼ご飯などの食事の状況」に困っていない

と回答した子どもは 91.0%、困っていると回答したのは 9.0%である。「留守を頼める人」が

いない保護者群において、「昼ご飯などの食事の状況」に困っていないと回答した子どもは

86.0%、困っていると回答したのは 14.0%である。「留守を頼める人」がいない保護者群に

おける子どもの方が、いる保護者群における子どもよりも、「昼ご飯などの食事の状況」に

困っていると回答した割合が多かった。 
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保護者と子どもの健康と学習に関するまとめ 

 保護者と子どもの健康と学習のクロス集計では、世帯収入別・子どもの年齢別に、保護者

の学歴、子どもの通学状況、障害を持つ子どもの状況、新型コロナウイルス感染症の影響で

困っていることを見た。また親子間の困りごとの差、保護者の勤務・体調の変化と子どもの

ストレスレベルの関連、保護者の支えてくれる人の有無と子どもの困りごとの関連を検討

した。主な結果を以下にまとめる。 

①障害を持つ子どもの状況  

・障がい者手帳を持つ子どもがいる世帯の子どもは、手帳を持つ子どもがいない世帯の子ど

もに比べて「ストレスレベル 2」「ストレスレベル 3」の割合が約 1.3 倍多い（図 2－2－11）。 

 

②新型コロナウイルス感染症の影響で困っていること（保護者調査） 

・乳幼児・園児の子どもがいる世帯：収入 200 万未満群→「昼ご飯などの食事の状況」（4

割弱）、それ以外の収入群→「生活のリズムの乱れ」（3 割前後）（図 2－2－12） 

・小学生の子どもがいる世帯：全収入群「学業の遅れ」（5 割前後）、200 万未満群→「生活

のリズムの乱れ」（4 割強）（図 2－2－13） 

・中学生・高校生等の子どもがいる世帯：収入 400～600 万未満群→「生活のリズムの乱れ」

（4 割強）、それ以外の収入群→「学業の遅れ」（5 割前後）（図 2－2－14） 

 

③親子の困りごとの差：困りごとギャップ 

・子どもは困っていないが親は困っている傾向：「生活リズムの乱れ」「学業の遅れ」「感情

が不安定になること」「昼ご飯などの食事の状況」（表 2－2－1、表 2－2－2、表 2－2－3） 

・子どもは困っているが親は困っていない傾向：「家の大人の人が仕事にいっている間の居

場所」（表 2－2－1、表 2－2－2、表 2－2－3） 

 

④保護者の勤務・体調の変化と子どものストレスレベル 

・世帯年収が「200 万未満」で、K10 の得点が「15 点以上」である保護者の割合は約 3 割

である。この割合は世帯年収が「1000 万以上」の保護者の約 2 倍である。（図 2－2－18） 

・K10 得点が「15 点以上」の保護者群における子どものストレスレベルは、K10 得点が「0

点」の保護者群と比較して、「ストレスレベル 0」が約 8 分の 1 であり、「ストレスレベル

3」が約 3.4 倍である（図 2－2－19）。 

・「相談先が 0 個」の保護者のうち、約 4 割が K10 得点「15 点以上」である。この割合は

「相談先が 3 個以上」の保護者の約 2.8 倍である（図 2－2－20）。 

・「勤務変化なし」群と比較して、「勤務変化あり」群は K10 の得点が高かった（図 2－2－

21）。 

・「勤務変化なし」群と比べて、「勤務変化あり」群の子どもの「ストレスレベル 2」「スト

レスレベル 3」はそれぞれ約 1.4 倍多い（図 2－2－22）。 



 

⑤支えてくれる人の状況 

・親を支える人（例えば、心配ごとや悩みごとを親身になって聞いてくれる人、気持ちを察

して思いやってくれる人など）がいる家庭ほど、子どもが感情不安定、食事状況に困らない

傾向がある（図 2－2－23、図 2－2－24、図 2－2－25、図 2－2－26、図 2－2－27）。 

 

考察 

 ①④⑤に関する考察は、「Ⅲ．総合考察 1．コロナ禍の影響：メンタルヘルスの観点から」

において詳述し、ここでは主に②③に関する考察を述べる。 

 まず保護者と子どもの抱える、新型コロナウイルス感染症に関する「困りごと」について

述べる。保護者の抱える子どもについての困りごとと、子ども自身の抱える困りごとを比較

検討すると、特定の項目で親子間の困り感のギャップが見出された。小学校高学年について

は、「生活リズムの乱れ」「学業の遅れ」「感情が不安定になること」「昼ご飯などの食事の状

況」は、「子どもは困っていないが親は困っている傾向」が見られた。これらの項目につい

て、それぞれその背景や要因を検討する。 

まず「生活リズムの乱れ」について検討する。コロナ禍において子どもに「生活リズムの

乱れ」が生じている 1 つ目の要因としては、学校の休校措置及び分散登校措置によって、通

常の登校時間や部活動の時間に合わせて早寝早起きをする必要性がなくなり、体内時計に

狂いが生じたためであると考えられる。NHK（2010）「国民生活時間調査」では、子どもは

平日に比べて学校のない休日の方が、起床時刻が遅くなり、睡眠時間が長くなることが明ら

かとなっている。学校のない日は時間的拘束が緩やかになり、睡眠・喫食などの生活リズム

が不規則になりやすいことがうかがえる。2 つ目の要因として、コロナ禍において子どもが

抱えるストレスが、生活リズムの乱れに影響している可能性を指摘する。ストレスは生活の

夜型化を促進し生体時間を狂わせる働きをもつ（三池 2009）。本調査では、約 6 割の子ども

が高いストレス（レベル 2、レベル 3）を抱えていることが明らかとなっている。コロナ禍

における様々なストレスが、子どもの生活リズムの乱れを促進している可能性がある。また、

外出自粛によって活動量が減り、日光を浴びる機会が減ったことも要因の 1 つだと推察さ

れる。小児心身症医の増田（2011）は「昼夜逆転の生活続くと活動量が減ったうえに、光を

浴びることが少なくなり、体内時計に狂いが生じて、さらに睡眠が障害されることになる」

と述べている。国立成育医療研究センター（2020）が 2020 年 9 月～10 月に実施した調査

では、学校が再開された後も、一部の子どもの就寝時間が遅くなったままであることが明ら

かになっている。上述した諸要因によって、体内時計に狂いが生じたままの子どもが一定数

存在することがうかがえる。一般に、子どもは健康意識がまだ十分に育まれておらず、自身

の生活リズムが乱れていること対して、問題意識や困り感は持ちづらいことが推察される。

一方で保護者は、子どもの発達・成長面や学習面への悪影響を心配しており、そのため親子

間のギャップが生じていると考えられる。 

「学業の遅れ」に対する困り感が生じる要因としては、休校措置や分散登校措置によって



 

一部学校に授業進度の遅れが出たためだと考えられる。「学業の遅れ」に対する困り感は、

いずれの収入群においても高く見られた。親子間の困り感にギャップがあることから、子ど

も自身より保護者の方が、学業への関心が高いことがうかがえる。 

「感情が不安定になること」に関しては、子どもは自身の感情が不安定であるという自覚

がないゆえに、親子間のギャップが表れた可能性がある。本調査では、高いストレス（レベ

ル 2、レベル 3）を抱える子どもが約 6 割という結果が出た。コロナ禍における高ストレス

環境で、感情の安定性を無自覚に失っている子どもが一定数存在することがうかがえる。 

「食事の状況」に困り感が生じる要因としては、休校措置に伴って学校給食もなくなり、

保護者が家で昼食を用意する必要性が高まったためだと考えられる。保護者が仕事等で不

在の場合、事前に昼食を用意したり子どもに調理を頼んだりする必要が出てくる。特にひと

り親や共働きで保護者に時間的・経済的余裕がない家庭の場合、休校措置中の子どもの食事

の準備が保護者の負担になったことが推察される。 

一方で、「子どもは困っているが親は困っていない傾向」が見られた項目は「家の大人の

人が仕事にいっている間の居場所」である。保護者は認識していない一方で、子ども自身は、

コロナ禍における日中の居場所や過ごし方に困り感を持っていることが明らかとなった。

保護者は勤務状況の変化等で精神的負担がある中で、子どもの「食事の状況」「生活リズム

乱れ」「学業の遅れ」などに目が行き、保護者が不在の間の子どもの「居場所」にまで関心

が向かう精神的余裕がない可能性がある。 

次に、新型コロナウイルス感染症の影響による、保護者の抱える子どもに関する「困りご

と」と、「収入」の関連ついて考察する。収入が 200 万未満で、乳幼児・園児の子どもがい

る世帯においては、4 割弱が「食事の状況」に困っているという結果となった。また収入が

200 万未満で小学生の子どもがいる世帯においては、4 割強が「生活リズムの乱れ」に困っ

ているという結果となった。低収入世帯においては、ひとり親や共働きで保護者が日中不在

の可能性がある。そのため、休園・休校期間における子どもの食事や生活リズムのサポート

が難しいという状況が推測される。また、しんぐるまざあず・ふぉーらむ（2020）による調

査では、経済的困窮から食事の用意もままならないひとり親の声が寄せられている。 

次に、コロナ禍における保護者の「精神的健康」と「孤立」について考察する。保護者の

精神的健康は、「世帯年収」そして保護者の「相談先の数」と強い関連が見られた。世帯年

収が「200 万未満」の保護者のうち、約 3 割が K10 得点「15 点以上」であり、これは世帯

年収が「1000 万以上」の保護者の約 2 倍である。また「相談先が 0 個」の保護者のうち、

約 4 割が K10 得点「15 点以上」であり、この割合は「相談先が 3 個以上」の保護者の約

2.8 倍である。第Ⅱ章第 2 節第 1 項において述べるように、保護者の「相談先の数」は「世

帯年収」と関連があり、困窮世帯ほど相談先の数が少なく孤立しているという調査結果とな

っている。困窮世帯の保護者、また相談先が乏しく孤立している保護者、すなわちもともと

困難な状況に置かれている保護者ほど、コロナ禍において負担を抱え精神的不調をきたし

ていることが本調査で示された。先行研究では、ソーシャルサポートは保護者の体調に影響



 

を与えることが明らかとなっている（山野 2019）。保護者の孤立は保護者の健康状態へ負の

影響を与えるだけではない。貧困と社会的孤立は密接な関係にあり、親の孤立は児童虐待や

子どもの孤立リスクを高める（阿部 2014）。経済的支援はもちろんのこと、人間関係が希薄

になりかねないコロナ禍において、保護者の社会的孤立を解消する手立てが必要とされる。 

 以下、今後必要とされる施策について検討する。本調査結果から、経済的支援に加えて、

保護者・子どもの情緒的サポートの必要性が示唆された。コロナ禍における高ストレス環境

を踏まえ、スクールカウンセラーの増員などメンタルサポート体制の強化が求められる。

2020 年度においては、子どもの自殺が増加しており、特に女子高校生の自殺が倍増してい

る。時期としては、コロナ休校明けの 6 月や短縮された夏休みが明けた 8 月に多い（朝日

新聞 2020 年 2 月 16 日朝刊）。今後、新型コロナウイルス感染症その他感染症や災害などに

より学校が長期休校となる時があれば、その休校明け前後に特に情緒的サポートを強化す

べきである。専門的医療が必要なケースもあるため、必要に応じて心療内科・精神科・児童

精神科等の受診も促進するべきである。 

 また、本調査結果から生活面のサポートの必要性も示唆された。今後、再度休校措置が取

られることがあれば、学習面だけでなく、食事面のサポートや生活リズムを保つためのサポ

ート、そして居場所支援も必要とされる。生活リズムのサポートや居場所支援には、オンラ

インを活用する方法もある。2020 年の休校時においては、民間フリースクールなどが、オ

ンラインでの居場所支援事業を展開した。自宅にいる子ども達と支援スタッフが、タブレッ

ト等のグループビデオ通話を通して画面上でつながり、時間を共にするという形の支援で

ある。食事面のサポートは、オンラインでは限界があり、フードバンクや宅食サービスの普

及促進などが求められる。 
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（３）保護者と子どもの対人関係 

1. 主に子どもと過ごす時間が長い世帯員と保護者の子どもと接する時間帯 

世帯年収別に見た、主に子どもと過ごす時間が長い世帯員（保護者票問 7－1×世帯収入） 

保護者票問 7．子どもとの関係についてお聞きします。 

7－1．学校や保育園などに登校している時間以外に、主にお子さんと過ごす時間か長いの

はどなたですか。 

※保育園などに通っていないお子さまの場合は、一番一緒にいる方を選んでください。 

 

＜2020年 1月時点＞ 

図 2－3－1．世帯年収別に見た、主に子どもと過ごす時間が長い世帯員 

（2020 年 1 月時点） 

 

2020 年 1 月時点に放課後に主に子どもと過ごす時間が長い人を世帯年収別に見ると、最

も割合が高いのは、いずれも「お母さん」（81.2%〜92.1%）となっており、そのうち「600

～800 万未満」群では 92.1%で最も高く、「200 万未満」群では 81.2%で最も低く、その差

が 1 割超となっている。次いで、「600～800 万未満」群と「1000 万以上」群を除き、「お父

さん」（3.3%〜10.1%）となっており、「600～800 万未満」群と「1000 万以上」群において

は「おばあさん」（それぞれ 2.2%、3.7%）となっており、そのうち「200 万未満」群では

10.1%で最も低くなっている。また、「200 万未満」群と「200～400 万未満」群においては、

「子どもが一人でいる」の割合は、いずれも 2.0%となっており、他群（「わからない」群を

除く）と比べて高くなっている。このことから、いずれの群も 2020 年 1 月時点に放課後に
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主に子どもと過ごす時間が最も長いのは「お母さん」であり、9 割前後となっている。  



 

＜2020年 7月時点＞ 

図 2－3－2．世帯年収別に見た、主に子どもと過ごす時間が長い世帯員 

（2020 年 7 月時点） 

 

2020 年 7 月時点に放課後に主に子どもと過ごす時間が長い人を世帯年収別に見ると、最

も割合が高いのは、いずれも「お母さん」（81.2%〜92.4%）となっており、そのうち「200

～400 万未満」群と「600～800 万未満」群ではいずれも 90.4%で最も高く、「200 万未満」

群では 81.2%で最も低く、その差が 1 割近くとなっている。次いで、いずれも「お父さん」

（3.3%〜9.4%）となっており、そのうち「200 万未満」群では 9.4%で最も高く、「400～600

万未満」群では 3.3%で最も低く、その差が 6.1%となっている。また、「200 万未満」群に

おいては、「子どもが一人でいる」の割合は、2.7%となっており、他群（「わからない」群を

除く）と比べて高くなっている。 

このことから、2020 年 7 月時点に放課後に主に子どもと過ごす時間が最も長いのは、い

ずれの群も「お母さん」であり、9 割ぐらいとなっている。 

一方、2020 年 1 月時点と比べ、2020 年 7 月時点に「お母さん」の割合は「200 万未満」

群においては変わらなく、「200～400 万未満」群と「400～600 万未満」群においては高く

なっており、それ以外の群においては低くなっていること、「お父さん」の割合は「200 万

未満」群、「200～400 万未満」群と「400～600 万未満」群においては低くなっており、そ

れ以外の群においては低くなっていること、また「おばあさん」の割合は「200 万未満」群

においては高くなっていることが見られる。 
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子どもの年齢別に見た、主に子どもと過ごす時間が長い世帯員（保護者票問 7－1×子ども

の年齢） 

保護者票問 7．子どもとの関係についてお聞きします。 

7－1．学校や保育園などに登校している時間以外に、主にお子さんと過ごす時間か長いのは

どなたですか。 

※保育園などに通っていないお子さまの場合は、一番一緒にいる方を選んでください。 

 

＜2020年 1月時点＞ 

図 2－3－3．年齢別に見た、主に子どもと過ごす時間が長い世帯員（2020 年 1 月時点） 

 

2020 年 1 月時点に放課後に主に子どもと過ごす時間が長い人を子どもの年齢別に見ると、

子どもの年齢が増加するにつれ、主に「お母さん」と過ごす時間が長い割合が低くなってい

るに対して、「お父さん」、と「子どもが一人でいる」の割合が高くなっている。最も割合が

高いのは、いずれも「お母さん」で 9 割前後となっており、そのうち「乳幼児（0-3 才）」

群では 95.3%で最も高く、「高校生・高専生等（15 才以上）」群では 85.4%で最も低く、そ

の差が 1 割となっている。次いで、いずれも「お父さん」で 5%前後となっている。 
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＜2020年 7月時点＞ 

図 2－3－4．年齢別に見た、主に子どもと過ごす時間が長い世帯員（2020 年 7 月時点） 

 

2020 年 7 月時点に放課後に主に子どもと過ごす時間が長い人を子どもの年齢別に見ると、

「小学校高学年（9-12 才）」群を除き、子どもの年齢が増加するにつれ、主に「お母さん」

と過ごす時間が長い割合が低くなっているに対して、「お父さん」、「おばあさん」、と「子ど

もが一人でいる」の割合が高くなっている。最も割合が高いのは、いずれも「お母さん」で

9 割前後となっており、そのうち「乳幼児（0-3 才）」群では 95.6%で最も高く、「高校生・

高専生等（15 才以上）」群では 84.1%で最も低く、その差が 1 割強となっている。次いで、

いずれも「お父さん」で 5%前後となっている。 

一方、2020 年 1 月時点と比べ、2020 年 7 月時点に各群の差がほぼ変わらないが、「お母

さん」がいずれもやや減少するに対して、「お父さん」がいずれもやや増加する傾向が見ら

れる。 
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世帯年収別に見た、保護者の子どもと接する時間帯（保護者票問 7－2×世帯収入） 

保護者票問 7. 子どもとの関係についてお聞きします。 

7－2. お子さんの保護者の方が家にいる時間帯で、多い時間帯を選んでください。子どもと

接する時間が長い保護者のケースでお答え下さい。 

 

＜2020年 1月時点＞ 

図 2－3－5．世帯年収別に見た、保護者の子どもと接する時間帯（2020 年 1 月時点） 

 

2020 年 1 月時点に子どもの保護者の方が家にいるのが多い時間帯を世帯年収別に見ると、

最も割合が高い項目は、いずれも「子どもの学校や保育園などの帰宅時間にはいる」（51.8%

〜64.7%）となっている。次いで、「子どもの夕食時間には家にいる」（26.3%〜34.5%）と

なっている。3 番目に高いのは、「200 万未満」群と「わからない」群を除き、「子どもの寝

る時間には家にいる」（3.7%〜11.5%）となっており、「200 万未満」群と「わからない」群

においては「保護者の方の帰宅時間が決まっていない」（それぞれ 3.4%、3.7%）となってい

る。 

このことから、2020 年 1 月時点に子どもの保護者の方が家にいる最も多い時間帯はいず

れも「子どもの学校や保育園などの帰宅時間にはいる」となっており、その割合が 6 割ぐら

いとなっている。 
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＜2020年 7月時点＞ 

図 2－3－6．世帯年収別に見た、保護者の子どもと接する時間帯（2020 年 7 月時点） 

 

 2020 年 7 月時点に子どもの保護者の方が家にいる多い時間帯を世帯年収別に見ると、最

も割合が高い項目は、いずれも「子どもの学校や保育園などの帰宅時間にはいる」（56.0%

〜64.0%）となっている。次いで、「子どもの夕食時間には家にいる」（25.1%〜34.4%）と

なっている。3 番目に高いのは、「200 万未満」群と「わからない」群においては「保護者の

方の帰宅時間が決まっていない」（それぞれ 4.0%、3.7%）となっており、「200～400 万未

満」群においては「子どもの寝る時間には家にいる」と「保護者の方の帰宅時間が決まって

いない」（2.9%）となっており、それ以外の群においては「子どもの寝る時間には家にいる」

（4.3%〜6.4%）となっている。 

このことから、2020 年 7 月時点に子どもの保護者の方が家にいる最も多い時間帯はいず

れも「子どもの学校や保育園などの帰宅時間にはいる」となっており、その割合が 6 割ぐら

いとなっている。 

一方、2020 年 1 月時点と比べ、2020 年 7 月時点に「子どもの学校や保育園などの帰宅

時間にはいる」の割合は、「200 万未満」群と「わからない」群を除いて高くなっており、

「200 万未満」群においては 2.7%、「わからない」群においては 0.7%低くなっていること、

また、「子どもの夕食時間には家にいる」の割合は、「200 万未満」群、「200～400 万未満」

群と「1000 万以上」群を除いて低くなっており、「200 万未満」群においては 2.0%、「200

～400 万未満」群においては 0.2%、「1000 万以上」群においては 2.3%高くなっていること

が見られる。 
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子どもの年齢別に見た、保護者の子どもと接する時間帯（保護者票問 7－2×子どもの年齢

別） 

保護者票問 7. 子どもとの関係についてお聞きします。 

7－2. お子さんの保護者の方が家にいる時間帯で、多い時間帯を選んでください。子どもと

接する時間が長い保護者のケースでお答え下さい。 

 

＜2020年 1月時点＞ 

図 2－3－7．年齢別に見た、保護者の子どもと接する時間帯（2020 年 1 月時点） 

 

2020 年 1 月時点に子どもの保護者の方が家にいるのが多い時間帯を子どもの年齢別に見

ると、子どもの年齢が高くなるにつれ、「子どもの学校や保育園などの帰宅時間にはいる」

の割合が低くなる（「乳幼児（0-3 才）」群を除く）に対して、「子どもの夕食時間には家にい

る」の割合が高くなる。最も割合が高い項目は、いずれも「子どもの学校や保育園などの帰

宅時間にはいる」となっており、そのうち「園児（3-6 才）」群では 77.0%で最も高く、「高

校生・高専生等（15 才以上）」群では 47.2%で最も低く、その差が 3 割弱となっている。次

いで、「乳幼児(0-3 才)」群では「その他」で 17.8%となっており、「園児（3-6 才）」以上の

群では「子どもの夕食時間には家にいる」で 14.6%〜40.6%となっている。 
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＜2020年 7月時点＞ 

図 2－3－8．年齢別に見た、保護者の子どもと接する時間帯（2020 年 7 月時点） 

 

2020 年 7 月時点に子どもの保護者の方が家にいるのが多い時間帯を子どもの年齢別に見

ると、子どもの年齢が高くなるにつれ、「子どもの学校や保育園などの帰宅時間にはいる」

の割合が低くなる（「乳幼児（0-3 才）」群を除く）ことに対して、「子どもの夕食時間には家

にいる」の割合が高くなる。最も割合が高い項目は、いずれも「子どもの学校や保育園など

の帰宅時間にはいる」となっており、そのうち「園児（3-6 才）」群では 78.1%で最も高く、

「高校生・高専生等（15 才以上）」群では 48.5%で最も低く、その差が 3 割弱となってい

る。次いで、「乳幼児（0-3 才）」群では「その他」で 16.6%となっており、「園児（3-6 才）」

以上の群では「子どもの夕食時間には家にいる」で 18.4%〜41.2%となっている。 

一方、2020 年 1 月時点と比べ、2020 年 7 月時点に各群の差がほぼ変わらないが、「子ど

もの学校や保育園などの帰宅時間にはいる」がいずれもやや増加する傾向が見られる。 
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2. 新型コロナウイルスによる状況変化におけるパートナーとの関係 

世帯年収別に見た、新型コロナウイルスによる状況変化に関連した保護者のパートナーと

の関係の状況（保護者票問 13－2×世帯収入） 

保護者票問 13．新型コロナウイルスによる状況変化に関連して、あなたと周りの関係につ

いておたずねします。 

13－2．新型コロナウイルスによる状況変化を経て、あなたと配偶者・パートナーとの関係

について、次の項目でもっとも近いものを選んでください。配偶者・パートナーは婚姻届を

出していない事実婚や別居中の夫婦、元配偶者（離別・死別した相手、事実婚を解消した相

手）も含みます。 

図 2－3－9．世帯年収別に見た、新型コロナウイルスによる状況変化に関連した 

パートナーとの関係の状況 

新型コロナウイルスによる状況変化を経て、回答者と配偶者・パートナーの信頼関係変化

の結果を世帯年収別に見ると、最も割合が高い項目は、いずれも「信頼している」（34.0%

〜51.2%）となっている。次いで、いずれも「とても信頼している」（24.8%〜39.3%）とな

っている。3 番目に高いのは、いずれも「あまり信頼していない」（9.6%〜26.5%）となっ

ている。また、「とても信頼している」と回答した割合は、「200 万未満」群では、27.9%で

あるのに対して、「800～1000 万未満」群では、39.3%となっており、1 割強の差が見られ

る。このことから、新型コロナウイルスによる状況変化を経て回答者と配偶者・パートナー

の信頼関係についての回答は、「信頼している」の割合が、いずれも最も高くなっており、

そのうち「200 万未満」群においては 3 割強で一番低く、「400～600 万未満」群においては

5 割強で一番高く、2 割の差が見られる。 
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子どもの年齢別に見た、新型コロナウイルスによる状況変化に関連した保護者のパートナ

ーとの関係の状況 （保護者票問 13－2×子どもの年齢） 

保護者票問 13．新型コロナウイルスによる状況変化に関連して、あなたと周りの関係につ

いておたずねします。 

13－2．新型コロナウイルスによる状況変化を経て、あなたと配偶者・パートナーとの関係

について、次の項目でもっとも近いものを選んでください。配偶者・パートナーは婚姻届を

出していない事実婚や別居中の夫婦、元配偶者（離別・死別した相手、事実婚を解消した相

手）も含みます。 

 

図 2－3－10．年齢別に見た、新型コロナウイルスによる状況変化に関連した 

パートナーとの関係の状況 

 

新型コロナウイルスによる状況変化を経て、回答者と配偶者・パートナーの信頼関係変化

の結果を子どもの年齢別に見ると、「小学校高学年（9-12 才）」群を除き、子どもの年齢が

増加するにつれ、「とても信頼している」と回答する割合が低くなっている一方で、「全く信

頼していない」と回答する割合が高くなっている。最も割合が高い項目は、いずれも「信頼

している」で 5 割前後となっている。次いで、いずれも「とても信頼している」で 3 割前後

となっている。3 番目に高いのは、いずれも「あまり信頼していない」で 1 割程度となって

いる。また、「とても信頼している」と回答した割合は、乳幼児（0-3 才）群では、36.7%で

あるのに対して、高校生・高専生等（15 才以上）群では、29.4%にととどまり、約 7%の差

が見られる。 
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3. 夫婦間の信頼感と子どもが感じた家族関係の変化 

新型コロナウイルスによる状況変化に関連した保護者のパートナーとの関係別に見た、子

どもが感じた「家族関係の変化」（保護者票問 13－2×子ども票問 4－1） 

保護者票問 13－2．新型コロナウイルスによる状況変化を経て、あなたと配偶者・パートナ

ーとの関係について、次の項目でもっとも近いものを選んでください。 

子ども票問 4－1．新型コロナウイルスやステイホームの影響で、家族との仲がぎくしゃく

した。 

図 2－3－11．新型コロナウイルスによる状況変化に関連したパートナーとの関係の状況別

に見た、子どもが感じた「家族との仲の変化」 

 

【保護者&子供】小学校高学年（9-12 才）群、【保護者&子供】中学生(12-15 才)群、【保

護者&子供】高校生・高専生等（15 才以上）群を対象に、回答者と配偶者・パートナーの信

頼感程度別に、子どもが感じた家族仲の変化（新型コロナウイルスやステイホームの影響で、

家族との仲がぎくしゃくした）を見てみる。子ども全体では、「新型コロナウイルスやステ

イホームの影響で、家族との仲がぎくしゃくした」と感じる程度をみると、最も割合が高い

項目は、「まったくあてはまらない」（38.8%）となっている。次いで、「あまりあてはまらな

い」（28.4%）となっている。 

また、家族の間における信頼感が高いほど、子どもは「家族との仲がぎくしゃくした」と

感じない傾向が見られた。「家族との仲がぎくしゃくした」と感じていない子どもの割合は、

「とても信頼している」と回答した家庭では 83.3%（「まったくあてはらまい」60.3%＋「あ

まりあてはまらない」23.0%）となっているのに対して、「まったく信頼していない」と回

答した家庭では 56.4%（「まったくあてはらまい」27.4%＋「あまりあてはまらない」29.0%）

にとどまっている。「家族との仲がぎくしゃくした」とまったく感じていない子どもの割合

を注目すると、高信頼感の家庭（60.3%）は低信頼感の家庭（27.4%）と比べ 2 倍程度も高

い。 
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全体(n=1023)

とてもあてはまる まぁまぁあてはまる どちらともいえない

あまりあてはまらない まったくあてはまらない



 

新型コロナウイルスによる状況変化に関連した保護者のパートナーとの関係の状況別に見

た、子どもが感じた「保護者が子どもの気持ちになって向き合ってくれる」程度（保護者票

保護者票問 13－2×子ども票問 4－2） 

保護者票問 13－2．新型コロナウイルスによる状況変化を経て、あなたと配偶者・パートナ

ーとの関係について、次の項目でもっとも近いものを選んでください。配偶者・パートナー

は婚姻届を出していない事実婚や別居中の夫婦、元配偶者（離別・死別した相手、事実婚を

解消した相手）も含みます。 

子ども票問 4－2．私の保護者（お母さん、お父さんなど）は私の気持ちになって向き合っ

てくれる。 

図 2－3－12．新型コロナウイルスによる状況変化に関連したパートナーとの関係の状況別

に見た、子どもが感じた「保護者が子どもの気持ちになって向き合ってくれる」程度 

 

子ども全体では、「私の保護者（お母さん、お父さんなど）は私の気持ちになって向き合

ってくれる」と感じる程度をみると、最も割合が高い項目は、「まぁまぁあてはまる」（42.9%）

となっている。次いで、「どちらともいえない」（24.8%）となっている。 

 回答者と配偶者・パートナーの信頼感程度別に、子どもが感じた親が自分に向き合ってく

れる程度を見てみる。家族の間における信頼感が高いほど、子どもは「親が自分に向き合っ

てくれる」と感じている傾向が見られた。「親が自分に向き合ってくれる」と感じている子

どもの割合は、「とても信頼している」と回答した家庭では 72.7%（「とてもあてはまる」

31.9%＋「まぁまぁあてはまる」40.8%）となっているのに対して、「まったく信頼していな

い」と回答した家庭では50.0%（「とてもあてはまる」16.1%＋「まぁまぁあてはまる」33.9%）

にとどまっている。「親が自分に向き合ってくれる」と強く感じている子どもの割合を注目

すると、高信頼感の家庭（31.9%）は低信頼感の家庭（16.1%）と比べ約 2 倍高い。 
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とてもあてはまる まぁまぁあてはまる どちらともいえない
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4. 新型コロナウイルスによる状況変化におけるパートナーとの関係の変化 

世帯年収別に見た、新型コロナウイルスによる状況変化に関連した保護者のパートナーと

の関係の変化（保護者票問 13－3×世帯収入，複数回答） 

保護者票問 13－3．新型コロナウイルスによる状況変化を経て、あなたと配偶者・パートナ

ーと過ごす中で、変化はありましたか。（当てはまる番号をすべて選んでください。） 

 

図 2－3－13．世帯年収別に見た、新型コロナウイルスによる状況変化に関連した保護者の

パートナーとの関係の変化 
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(n=2,572）



 

新型コロナウイルスによる状況変化を経て、回答者と配偶者・パートナーと過ごす中、変

化があったことの結果を世帯年収別に見ると、最も割合が高い項目は、いずれも「変化なし」

（63.2%〜74.6%）となっている。次いで、いずれも「家庭の中で精神的負担が増えた」（16.5%

〜27.5%）となっている。3 番目に高いのは、いずれも「家庭の中で身体的負担が増えた」

（10.7%〜14.1%）となっている。このことから、「変化なし」の割合はいずれも最も高くな

っているが、「家庭の中で精神的負担が増えた」の割合はいずれも 2 番目に高くなっており、

2 割前後となっていることが分かった。 

  



 

子どもの年齢別に見た、新型コロナウイルスによる状況変化に関連した保護者のパートナ

ーとの関係の変化（保護者票問 13－3×子どもの年齢，複数回答） 

保護者票問 13－3. 新型コロナウイルスによる状況変化を経て、あなたと配偶者・パートナ

ーと過ごす中で、変化はありましたか。（当てはまる番号をすべて選んでください。） 

 

図 2－3－14．年齢別に見た、新型コロナウイルスによる状況変化に関連した保護者の 

パートナーとの関係の変化 

 

新型コロナウイルスによる状況変化を経て、回答者と配偶者・パートナーと過ごす中、変

化があったことの結果を子どもの年齢別に見ると、最も割合が高い項目は、いずれも「変化

なし」で 7 割前後となっている。次いで、いずれも「家庭の中で精神的負担が増えた」で 2

割前後となっている。3 番目に高いのは、いずれも「家庭の中で身体的負担が増えた」で 1

割前後となっている。  
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5. 保護者を支える人の状況と子どもの困りごと 

保護者の「心配ごとや悩みごとを親身になって聞いてくれる人」の有無別に見た、子どもが

「居場所に困る」状況（保護者票問 13－4－1×子ども票問 3－1） 

保護者票問 13－4．心配ごとや悩みごとを親身になって聞いてくれる人 

子ども調査票問 3 新型コロナウイルスの影響で、あなたが日々困っていると感じているこ

とは次のうちのどれですか。あてはまるものをすべて選んで〇をつけてください。Aは小学

生の方、Bは中学生・高校生の方が答えてください。 

子ども票問 3－1．家の大人の人（お母さん・お父さん・おばあちゃん・おじいちゃん・親せ

きなど）が仕事にいっている間の居場所 

 

図 2－3－15. 「心配ごとや悩みごとを親身になって聞いてくれる人」の有無別に見た、 

子どもが「居場所に困る」状況 

 

子どもが居場所（家の大人の人が仕事にいっている間の居場所）に困る全体の割合は、

14.6%である。保護者の「心配ごとや悩みごとを親身になって聞いてくれる人」の有無によ

って、子どもが居場所（家の大人の人が仕事にいっている間の居場所）に困る割合がどう違

うかを見てみる。 

保護者の親身になって聞いてくれる人がいる家庭ほど、子どもが居場所に困らない傾向

が見られた。子どもが居場所に困る割合は、親の親身になって聞いてくれる人がいる家庭で

は 13.3%となっているのに対して、そうでない家庭では 18.3%となっている。 
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保護者の「気持ちを察して思いやってくれる人」の有無別に見た、子どもが「居場所に困

る」状況（保護者票問 13－4－2×子ども票問 3－1） 

保護者票問 13－4－2．あなたの気持ちを察して思いやってくれる人 

子ども票問 3－1．家の大人の人（お母さん・お父さん・おばあちゃん・おじいちゃん・親せ

きなど）が仕事にいっている間の居場所 

 

図 2－3－16. 保護者の「気持ちを察して思いやってくれる人」の有無別に見た、 

子どもが「居場所に困る」状況 

 

 保護者を思いやってくれる人の有無によって、子どもが居場所（家の大人の人が仕事にい

っている間の居場所）に困る割合がどう違うかを見てみる。 

保護者を思いやってくれる人がいる家庭ほど、子どもが居場所に困らない傾向が見られ

た。子どもが居場所に困る割合は、保護者を思いやってくれる人がいる家庭では 13.1%とな

っているのに対して、そうでない家庭では 20.2%となっている。 
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保護者の「心配ごとや悩みごとを親身になって聞いてくれる人」の有無別に見た、子どもが

「友人関係に困る」状況（保護者票問 13－4－1×子ども票問 3－3） 

保護者票問 13－4－1．心配ごとや悩みごとを親身になって聞いてくれる人 

子ども票問 3－3．友人関係に困る 

図 2－3－17. 保護者の「心配ごとや悩みごとを親身になって聞いてくれる人」の有無別に

見た、子どもが「友人関係に困る」状況 

 

子どもが友人関係に困る割合は、18.0%である。保護者の心配ごとや悩みごとを親身にな

って聞いてくれる人の有無によって、子どもが友人関係に困る割合がどう違うかを見てみ

る。 

保護者の心配ごとや悩みごとを親身になって聞いてくれる人がいる家庭ほど、子どもが

友人関係に困らない傾向が見られた。子どもが友人関係に困る割合は、保護者の親身になっ

て聞いてくれる人がいる家庭では 15.4%となっているのに対して、そうでない家庭では

25.4%となっている。 
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保護者の「趣味や興味のあることを一緒に話して、気分転換させてくれる人」の有無別に見

た、子どもが「友人関係に困る」状況（保護者票問 13－4－3×子ども票問 3－3） 

保護者票問 13－4－3．趣味や興味のあることを一緒に話して、気分転換させてくれる人 

子ども票問 3－3．友人関係に困る 

図 2－3－18．保護者の「趣味や興味のあることを一緒に話して、気分転換させて 

くれる人」の有無別に見た、子どもが「友人関係に困る」状況 

 

保護者を気分転換させてくれる人の有無によって、子どもが友人関係に困る割合がどう

違うかを見てみる。 

保護者を気分転換させてくれる人がいる家庭ほど、子どもが友人関係に困らない傾向が

見られた。子どもが友人関係に困る割合は、保護者を気分転換させてくれる人がいる家庭で

は、17.1%となっているのに対して、そうでない家庭では 22.8%となっている。 
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保護者の「心配ごとや悩みごとを親身になって聞いてくれる人」の有無別に見た、子どもが

「家族とのコミュニケーションに困る」状況（保護者票問 13－4－1×子ども票問 3－8） 

保護者票問 13－4－1．心配ごとや悩みごとを親身になって聞いてくれる人 

子ども票問 3－8．家族とのコミュニケーション困る 

 

図 2－3－19. 保護者の「心配ごとや悩みごとを親身になって聞いてくれる人」の有無別に

見た、子どもが「家族とのコミュニケーションに困る」状況 

 

保護者の親身になって聞いてくれる人の有無によって、子どもが家族とのコミュニケー

ションに困る割合がどう違うかを見てみる。 

保護者の親身になって聞いてくれる人がいる家庭ほど、子どもが家族とのコミュニケー

ションに困らない傾向が見られた。子どもが家族とのコミュニケーションに困る割合は、保

護者の親身になって聞いてくれる人がいる家庭では 3.4%となっているのに対して、そうで

ない家庭では 6.7%となっている。 
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保護者の「気持ちを察して思いやってくれる人」の有無別に見た、子どもが「家族とのコミ

ュニケーションに困る」状況（保護者票問 13－4－2×子ども問 3－8） 

保護者票問 13－4－2．あなたの気持ちを察して思いやってくれる人 

子ども票問 3－8．家族とのコミュニケーション困る 

 

図 2－3－20. 保護者の「気持ちを察して思いやってくれる人」の有無別に見た、子どもが

「家族とのコミュニケーションに困る」状況 

 

保護者を思いやってくれる人の有無によって、子どもが家族とのコミュニケーションに

困る割合がどう違うかを見てみる。 

保護者を思いやってくれる人がいる家庭ほど、子どもが家族とのコミュニケーションに

困らない傾向が見られた。子どもが家族とのコミュニケーションに困る割合は、保護者の親

身になって聞いてくれる人がいる家庭では 3.2%となっているのに対して、そうでない家庭

では 7.5%となっている。 
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保護者の「趣味や興味のあることを一緒に話して、気分転換させてくれる人」の有無別に見

た、子どもが「家族とのコミュニケーションに困る」状況（保護者票問 13－4－3×子ども

票問 3－8） 

保護者票問 13－4－3．趣味や興味のあることを一緒に話して、気分転換させてくれる人 

 家族とのコミュニケーション困る 

子ども票問 3－8．家族とのコミュニケーション困る 

 

図 2－3－21. 保護者の「趣味や興味のあることを一緒に話して、気分転換させてくれる

人」の有無別に見た、子どもが「家族とのコミュニケーションに困る」状況 

 

保護者を気分転換させてくれる人の有無によって、子どもが家族とのコミュニケーショ

ンに困る割合がどう違うかを見てみる。 

保護者を気分転換させてくれる人がいる家庭ほど、子どもが家族とのコミュニケーショ

ンに困らない傾向が見られた。子どもが家族とのコミュニケーションに困る割合は、保護者

を気分転換させてくれる人がいる家庭では 3.5%となっているのに対して、そうでない家庭

では 6.5%となっている。 

 

  

96.5%

93.5%

95.5%

3.5%

6.5%

4.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いる(n=621)

いない(n=325)

全体(n=946)

困っていない 困っている



 

保護者の「子どもとの関わりについて、適切な助言をしてくれる人」の有無別に見た、子ど

もが「家族とのコミュニケーションに困る」状況（保護者票問 13－4－4×子ども票問 3－

8） 

保護者票問 13－4－4．子どもとの関わりについて、適切な助言をしてくれる人 

子ども票問 3－8．家族とのコミュニケーション困る 

図 2－3－22. 保護者の「子どもとの関わりについて、適切な助言をしてくれる人」の 

有無別に見た、子どもが「家族とのコミュニケーションに困る」状況 

 

 保護者に助言してくれる人の有無によって、子どもが家族とのコミュニケーションに困

る割合がどう違うかを見てみる。 

保護者に助言してくれる人がいる家庭ほど、子どもが家族とのコミュニケーションに困

らない傾向が見られた。子どもが家族とのコミュニケーションに困る割合は、保護者に助言

してくれる人がいる家庭では 3.4%となっているのに対して、そうでない家庭では 6.9%と

なっている。 
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95.5%

3.4%

6.9%

4.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いる(n=640)

いない(n=275)

全体(n=915)

困っていない 困っている



 

保護者の「子どもの学びや遊びをゆたかにする情報を教えてくれる人」の有無別に見た、子

どもが「家族とのコミュニケーションに困る」状況（保護者票問 13－4－5×子ども票問 3

－8） 

保護者票問 13－4－5．子どもの学びや遊びをゆたかにする情報を教えてくれる人（運動や

文化活動） 

子ども票問 3－8．家族とのコミュニケーション困る 

 

図 2－3－23. 保護者の「子どもの学びや遊びをゆたかにする情報を教えてくれる人」の 

有無別に見た、子どもが「家族とのコミュニケーションに困る」状況 

 

 保護者に情報を教えてくれる人の有無によって、子どもが家族とのコミュニケーション

に困る割合がどう違うかを見てみる。 

保護者に情報を教えてくれる人がいる家庭ほど、子どもが家族とのコミュニケーション

に困らない傾向が見られた。子どもが家族とのコミュニケーションに困る割合は、保護者に

情報を教えてくれる人がいる家庭では 3.0%となっているのに対して、そうでない家庭では

6.6%となっている。 
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3.0%

6.6%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

いる(n=494)

いない(n=381)

全体(n=875)

困っていない 困っている



 

保護者の「子どもの体調が悪いとき、医療機関に連れて行ってくれる人」の有無別に見た、

子どもが「家族とのコミュニケーションに困る」状況（保護者票問 13－4－6×子ども票問

3－8） 

保護者票問 13－4－6．子どもの体調が悪いとき、医療機関に連れて行ってくれる人 

子ども票問 3－8．家族とのコミュニケーション困る 

 

図 2－3－24．保護者の「子どもの体調が悪いとき、医療機関に連れて行ってくれる人」の

有無別に見た、子どもが「家族とのコミュニケーションに困る」状況 

 

保護者を医療機関に連れて行ってくれる人の有無によって、子どもが家族とのコミュニ

ケーションに困る割合がどう違うかを見てみる。 

保護者を医療機関に連れて行ってくれる人がいる家庭ほど、子どもが家族とのコミュニ

ケーションに困らない傾向が見られた。子どもが家族とのコミュニケーションに困る割合

は、保護者を医療機関に連れて行ってくれる人がいる家庭では 3.3%となっているのに対し

て、そうでない家庭では 6.3%となっている。 
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6. 保護者が困った時の相談先 

世帯年収別に見た、困った時の相談先（保護者票問 13－5×世帯年収，複数回答） 

保護者票問 13－5. あなたが本当に困ったときや悩みがあるとき、相談相手や相談先はどこ

ですか。（あてはまる番号すべてを選んでください）※「学童保育」とは、「放課後こどもク

ラブ」、「放課後児童室」、「放課後児童クラブ」も含みます。 

 

表 2－3－1．世帯年収別に見た、困った時の相談先 

 

 

相談相手や相談先の有無の結果を世帯年収別にみると、最も割合が高い項目は、いずれも

「配偶者・パートナー」（67.1%〜84.8%）となっている。そのうち、「200 万未満」群では

n
配偶者・

パートナー
自分の親

配偶者・パート
ナーの親

きょうだい・
その他の親

戚

近隣に住む
知人や友人

近隣に住ん
でいない知
人や友人

職場関係
者

全体 (2,582) 80.1 54.8 17.3 22.9 22.0 13.5 10.7

200万未満 (149) 67.1 46.3 6.7 22.8 16.1 8.7 8.7

200～400万未満 (614) 75.1 50.3 16.1 21.5 22.0 11.1 9.4

400～600万未満 (513) 82.7 55.9 18.7 23.6 21.1 13.8 9.2

600～800万未満 (418) 84.2 60.0 20.6 22.5 25.1 13.2 12.7

800～1000万未満 (264) 84.8 55.7 20.1 23.5 18.2 14.4 14.8

1000万以上 (218) 81.2 47.2 20.2 18.8 19.7 14.2 13.8

わからない (136) 76.5 58.1 14.0 21.3 21.3 16.9 8.1

n

保育所・幼
稚園・認定
こども園・認
可外保育
施設等の

先生

学校の先
生やスクー
ルカウンセ

ラー

子育て講座（乳
幼児・小・中学
生を持つ保護

者を対象 ）等を
担当するリー
ダーや職員等

公的機関
や役所の
相談員

学童保育の
指導員 (放課
後こどもクラ
ブ、放課後児
童室、放課

後児童クラブ
も含む)

地域の民
生委員・児

童委員

民間の支
援団体

全体 (2,582) 5.8 4.9 0.6 2.7 0.5 0.7 0.3

200万未満 (149) 1.3 8.1 0.0 2.0 0.0 1.3 0.7

200～400万未満 (614) 2.9 5.5 0.5 2.0 0.5 0.2 0.2

400～600万未満 (513) 5.3 2.9 1.0 1.9 0.8 0.2 0.0

600～800万未満 (418) 7.4 4.8 0.7 3.6 0.7 0.7 0.7

800～1000万未満 (264) 9.5 4.2 0.8 4.5 0.4 1.1 0.4

1000万以上 (218) 5.0 5.0 0.0 2.8 0.0 0.9 0.0

わからない (136) 9.6 5.1 0.0 4.4 0.0 0.7 0.0

n
民間のカウ
ンセラー・
電話相談

医療機関
の医師や
看護師

インターネット
のサイト  （SNS
を含む）への書

き込み

その他
相談できる相
手がいない

全体 (2,582) 0.9 3.2 2.1 0.5 6.0

200万未満 (149) 1.3 1.3 1.3 0.7 8.7

200～400万未満 (614) 1.1 2.6 1.3 0.5 7.7

400～600万未満 (513) 0.0 2.3 1.4 0.6 5.3

600～800万未満 (418) 1.2 2.6 2.2 0.5 5.5

800～1000万未満 (264) 1.5 5.7 4.2 0.0 3.4

1000万以上 (218) 1.4 5.0 3.2 1.4 6.9

わからない (136) 0.0 4.4 2.2 0.0 7.4



 

一番低くて 67.1%であるのに対して、「800～1000 万未満」群では一番高くて 84.8%となっ

ており、17.7%の差が見られる。次いで、いずれも「自分の親」（46.3%〜60.0%）となって

いる。3 番目に高いのは、「200 万未満」群、「400～600 万未満」群と「800～1000 万未満」

群においては「きょうだい・その他の親戚」（それぞれ 22.8%、23.6%、23.5%）となってお

り、「200～400 万未満」群と「600～800 万未満」群においては「近隣に住む知人や友人」

（それぞれ 22.0%、25.1%）となっており、「1000 万以上」群においては「配偶者・パート

ナーの親」（20.2%）となっており、「わからない」群においては「きょうだい・その他の親

戚」と「近隣に住む知人や友人」（いずれも 21.3%）となっている。また、「1000 万以上」

群と「わからない」群を除き、世帯年収別が高まるにつれ、「配偶者・パートナー」と回答

する割合が低くなっている傾向が見られる。 

このことから、「配偶者・パートナー」の割合はいずれも最も高くなっており、8 割ぐら

いとなっている。 

 

世帯年収別に見た、困った時の相談先の数（保護者票問 13－5×世帯年収，複数回答） 

保護者票問 13－5. あなたが本当に困ったときや悩みがあるとき、相談相手や相談先はどこ

ですか。（あてはまる番号すべてを選んでください）※「学童保育」とは、「放課後こどもク

ラブ」、「放課後児童室」、「放課後児童クラブ」も含みます。 

 

図 2－3－25．世帯年収別に見た、困った時の相談先の数 

  

 相談相手や相談先の数を世帯年収別に、相談先の数を見てみる。世帯年収が低い家庭ほど、

相談できるところが少ない傾向が見られる。相談先の数が 1 個以下（「0 個」＋「1 個」）と

回答した割合は、「200 万未満」群では 41.6%となっているのに対して、「600～800 万未満」

群、「800～1000 万」群と、「1000 万円以上」群においては約 3 割となっており（それぞれ

28.9%、28.4%、32.6%）、約 1 割の差が見られる。また、「0 個」と回答した割合を注目する

と、「200 万未満」群では 8.7%で、最も高くなっている。 
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200万未満(n=149)

200～400万未満(n=614)

400～600万未満(n=513)

600～800万未満(n=418)
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全体(n=2176)
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子どもの年齢別に見た、困った時の相談先（保護者票問 13－5×子どもの年齢，複数回答） 

保護者票問 13－5．あなたが本当に困ったときや悩みがあるとき、相談相手や相談先はどこ

ですか。（あてはまる番号すべてを選んでください）※「学童保育」とは、「放課後こどもク

ラブ」、「放課後児童室」、「放課後児童クラブ」も含みます。 

 

表 2－3－2．子どもの年齢別に見た、困った時の相談先 

 

 

相談相手や相談先の有無の結果を子どもの年齢別にみると、最も割合が高い項目は、いず

れも「配偶者・パートナー」で 8 割前後となっている。次いで、いずれも「自分の親」で 5

割前後となっている。3 番目に高いのは、「小学校低学年（6-9 才）」群と「小学校高学年（9-

12 才）」群を除き、「きょうだい・その他の親戚」で 2 割強となっており、「小学校低学年（6-

9 才）」群では「配偶者・パートナーの親」（27.8%）となっており、「小学校高学年（9-12 才）」

群では「近隣に住む知人や友人」（25.0%）となっている。また、子どもの年齢が増加するに

ｎ
配偶者・

パートナー
自分の親

配偶者・パート
ナーの親

きょうだい・
その他の親

戚

近隣に住む知人や
友人

近隣に住ん
でいない知
人や友人

職場関係者

全体 (2,582) 80.1 54.8 17.3 22.9 22.0 13.5 10.7

乳幼児(0-3才) (343) 87.2 68.8 21.9 27.7 21.0 20.4 7.9

園児(3-6才) (343) 87.2 65.9 19.8 23.6 22.2 16.9 11.7

小学校低学年(6-9才) (345) 81.2 60.3 27.8 24.6 25.5 14.8 12.5

小学校高学年（9-12才） (519) 78.0 52.6 16.4 22.0 25.0 11.9 10.0

中学生(12-15才) (517) 76.2 47.6 13.9 22.1 19.9 11.0 10.1

高校生・高専生等(15才以上) (515) 76.1 43.9 9.9 20.0 19.4 9.9 12.0

ｎ

保育所・幼
稚園・認定
こども園・認
可外保育施
設等の先生

学校の先生
やスクール
カウンセ

ラー

子育て講座（乳
幼児・小・中学

生を持つ保護者
を対象 ）等を担
当するリーダー

や職員等

公的機関や
役所の相談

員

学童保育の指導
員 (放課後こどもク
ラブ、放課後児童
室、放課後児童ク

ラブも含む)

地域の民生
委員・児童

委員

民間の支援
団体

全体 (2,582) 5.8 4.9 0.6 2.7 0.5 0.7 0.3

乳幼児(0-3才) (343) 10.5 0.9 2.3 6.7 0.0 0.9 0.9

園児(3-6才) (343) 23.0 1.7 1.5 3.5 0.9 0.6 0.3

小学校低学年(6-9才) (345) 5.8 7.5 0.6 2.3 0.9 0.9 0.3

小学校高学年（9-12才） (519) 1.5 7.3 0.0 2.1 0.8 0.6 0.2

中学生(12-15才) (517) 1.2 7.0 0.2 1.4 0.2 1.0 0.4

高校生・高専生等(15才以上) (515) 0.0 3.3 0.0 1.9 0.2 0.2 0.2

ｎ
民間のカウ
ンセラー・電

話相談

医療機関の
医師や看護

師

インターネットの
サイト  （SNSを
含む）への書き

込み

その他
相談できる相手が

いない

全体 (2,582) 0.9 3.2 2.1 0.5 6.0

乳幼児(0-3才) (343) 0.6 4.7 2.9 0.6 2.9

園児(3-6才) (343) 0.0 4.7 2.3 0.3 4.7

小学校低学年(6-9才) (345) 0.9 4.3 2.6 1.4 3.8

小学校高学年（9-12才） (519) 1.2 1.9 1.7 0.4 7.1

中学生(12-15才) (517) 1.7 2.9 1.7 0.4 7.5

高校生・高専生等(15才以上) (515) 0.6 2.1 1.7 0.0 7.8



 

つれ、「配偶者・パートナー」、「自分の親」、と「きょうだい・その他の親戚」と回答する割

合が低くなっている傾向が見られる。一方、「相談できる相手がいない」と回答する割合が

高くなり、乳幼児（0-3 才）群では、2.9%であるのに対して、高校生・高専生等（15 才以

上）群では、7.8%にとなっており、約 2.7 倍の差が見られる。 

 

保護者の相談先の数別に見た、子どもが感じた「保護者が子どもの気持ちになって向き合

ってくれる」程度（保護者票問 13－5×子ども票問 4－2） 

保護者票問 13－5．あなたが本当に困ったときや悩みがあるとき、相談相手や相談先はどこ

ですか。（あてはまる番号すべてを選んでください）※「学童保育」とは、「放課後こどもク

ラブ」、「放課後児童室」、「放課後児童クラブ」も含みます。 

子ども票問 4－2．私の保護者（お母さん、お父さんなど）は私の気持ちになって向き合っ

てくれる。 

 

図 2－3－26．保護者の相談先の数別に見た、子どもが感じた「保護者が子どもの気持ちに

なって向き合ってくれる」程度 

 

 保護者が困ったときや悩みがあるとき、相談相手や相談先の数別に、子どもが感じた「保

護者が子どもの気持ちになって向き合ってくれる」程度がどう違うのかを見てみる。相談先

が 5 個以上の家庭では、「親が自分に向き合ってくれる」と感じている子どもの割合は、

71.2%（「とてもあてはまる」30.3%＋「まぁまぁあてはまる」40.9%）となっているのに対

して、相談先がない家庭では、44.7%（「とてもあてはまる」2.6%＋「まぁまぁあてはまる」

42.1%）となっている。「とてもあてはまる」の割合に注目すると、相談先がある家庭（14.8%

～30.3%）は、相談先がない家庭（2.6%）と比べ約 6 倍～10 倍高い。  
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保護者と子どもの関係に関するまとめ 

 保護者と子どもの対人関係のクロス集計では、世帯年収別・子どもの年齢別に見た、主に

子どもと過ごす時間が長い世帯員、保護者の子どもと接する時間帯、保護者の困った時の相

談先、新型コロナウイルスによる状況変化に関連したパートナーとの関係の状況および変

化を捉え、パートナーとの関係は子どもが感じた「家族関係の変化」とどのような関連があ

るのか、親の支えてくれる人の有無によって、子どもの困りごとの状況がどのように違うの

かを検討した。主な結果を以下にまとめる。 

 

①主に子どもと過ごす時間が長い世帯員と保護者の子どもと接する時間帯 

･世帯年収別に見ると､いずれの群も放課後に主に子どもと過ごす時間が最も長いのは「お

母さん」であり、9 割前後となっている。また、子どもの保護者の方が家にいる最も多い

時間帯はいずれも「子どもの学校や保育園などの帰宅時間にはいる」となっており、その

割合が 6 割ぐらいとなっている（図 2－3－1、図 2－3－2、図 2－3－5、図 2－3－6）。 

・子どもの年齢別に見ると、子どもの年齢が増加するにつれ、主に「お母さん」と過ごす時

間が長い割合が低くなっているに対して、「お父さん」、と「子どもが一人でいる」の割合

が高くなっている。子どもの保護者の方が家にいる多い時間帯は、子どもの年齢が高くな

るにつれ、「子どもの学校や保育園などの帰宅時間にはいる」の割合が低くなる（「乳幼児

（0-3 才）」群を除く）のに対して、「子どもの夕食時間には家にいる」の割合が高くなる

（図 2－3－3、図 2－3－4、図 2－3－7、図 2－3－8）。 

 

②新型コロナウイルスによる状況変化におけるパートナーとの関係 

・世帯年収が高い群（約 8 割）は、低い群（約 6 割）と比べて、配偶者・パートナーへの信

頼感が高い傾向がある（図 2－3－9）。 

・子どもの年齢が増加するにつれ（「小学校高学年（9-12 才）」群を除く）、「とても信頼し

ている」と回答する割合が低くなっている一方で、「全く信頼していない」と回答する割

合が高くなる傾向がある（図 2－3－10）。 

・新型コロナウイルスによる状況変化を経て、家庭の中の精神的負担について、世帯年収・

子どもの年齢による差が見られず、いずれの群においても、約 2 割の保護者は、「家庭の

中で精神的負担が増えた」と回答している（図 2－3－13、図 2－3－14）。 

 

③夫婦間の信頼感と子どもが感じた家族関係の変化 

・「家族との仲がぎくしゃくした」とまったく感じていない子どもの割合について、高信頼

感の家庭（60.3%）は低信頼感の家庭（27.4%）と比べ 2 倍程度高い（図 2－3－11）。 

・「親が自分に向き合ってくれる」と強く感じている子どもの割合について、高信頼感の家

庭（31.9%）は低信頼感の家庭（16.1%）と比べ約 2 倍高い（図 2－3－12）。 

 



 

④保護者を支える人の状況と子どもの困りごと 

・保護者を支える人（例えば、心配ごとや悩みごとを親身になって聞いてくれる人、気持ち

を察して思いやってくれる人など）がいる家庭は、そうでない家庭と比べて、子どもが居

場所、友人関係、家族とのコミュニケーションに困らない傾向がある（図 2－3－15～図

2－3－24）。 

 

⑤困った時の相談先 

・世帯年収別に見ると、いずれの群も、保護者が困った時に、「配偶者・パートナー」と相

談する割合が最も高く、約 8 割となっている（表 2－3－1）。 

・世帯年収が低い家庭ほど、相談できるところが少ない傾向が見られる（図 2－3－25）。 

・子どもの年齢別に見ると、子どもの年齢が増加するにつれ、「配偶者・パートナー」、「自

分の親」、と「きょうだい・その他の親戚」と相談する割合が低くなり、「相談できる相手

がいない」の割合が高くなる傾向がある（表 2－3－2）。 

・「親が自分に向き合ってくれる」と強く感じている子どもの割合について、相談先が多い

家庭（71.2%）は相談先が少ない家庭（42.1%）と比べ、約 3 割の差が見られる（図 2－

3－26）。 

 

考察 

保護者票の分析を通じて、世帯年収は夫婦間の信頼感に影響を与えていること、夫婦間の

信頼感は子どもが感じた家庭関係の変化に影響を与えること、保護者を支える人の状況は

子どもの困りごとに影響を与えることがうかがえる。ここでは、主にこの 3 点について、考

察してみる。 

まず、世帯年収が低い家庭の方が、夫婦間の信頼感が低いことについて考えてみる。妻の

夫婦関係満足度と夫への信頼度は、夫の収入などの家庭の経済的状況にも影響されるが、そ

れよりはるかに大きく夫婦が共に生活時間を過ごす仕方や夫婦の会話時間や、夫の育児分

担割合などに依存していることが報告されている（山口，2006）。第Ⅱ章第 2 節第 1 項で述

べた保護者の雇用状況において、世帯年収が低い家庭の保護者の就労状況を見ると、父親は

自営業またはパート・アルバイト、母親はパート・アルバイトである割合が高い。本調査で

は、保護者の労働日数や労働時間、勤務時間帯の把握を行っていないためあくまで推測とな

るが、世帯年収が低い家庭では、非正規という働き方は、勤務時間が不定期であったり、十

分な休暇を取得できなかったりして、夫婦が共に生活時間や夫婦の会話時間を十分に確保

できないため、夫婦間の信頼関係が築きにくいのではないかと考えられる。また、厚生労働

省（2020）が発表している「雇用政策研究会報告書」によれば、雇用形態別に雇用者数（役

員を除く）をみると、「正規の職員・従業員」（原数値）は、2020 年 4 月以降も引き続き前

年と比較し増加が続いている一方で、「非正規の職員・従業員」は、2020 年 7 月に前年同月

差 131 万人減少と大きな減少幅となっている。このように、コロナ禍の中で、緊急事態宣



 

言の発令に伴う飲食店等に対する営業時間短縮や休業によって、とくに自営またはパート・

アルバイトとして働いている方の雇用や収入は甚大な影響を受けていることが予測できる。

山野（2019）では、困窮度が深刻化するにしたがい生活面での困難の経験は増す傾向があ

ること、所得格差は親の心理的な面にも影響し、困窮世帯の方が生活の見通しを立てること

ができずに、より不安になることが報告されている。第Ⅱ章第 2 節第 1 項で述べているよ

うに、世帯年収が低い家庭では、経済的な理由で、家族旅行を含むさまざまなことを経験で

きないことがわかっている。世帯年収が低い家庭は経済的な面だけでなく心理的な面にお

いても、よりコロナの影響を受けやすいことがうかがえる。経済的負担と心理的負担に加え

て、家族でさまざまなことを一緒に経験できないことも、夫婦間の信頼関係が築きにくい原

因となるのではないかと考えらえる。 

 次は、低信頼関係の家庭ほど、子どもがより「家族との仲がぎくしゃくした」、「親が自分

に向き合ってくれない」と感じることについて考えてみる。夫婦双方ともに信頼感が高いほ

ど夫婦それぞれの認識する子どもへの関わりが高くなること、夫婦間の信頼感は、親から子

どもへの関わりを通して、子どもの心理的健康に影響を与えていることが報告されている

（大島，2013）。このように、信頼感が低い家庭ほど、親から子どもへの関わりが少ないこ

とがうかがえる。親と子どもの関わりが少ない場合は、親が子どもの話や悩みに十分に耳を

傾けられない恐れがあり、子どもが寂しさを感じ、「親が自分に向き合ってくれない」とよ

り感じやすいのではないかと推測される。また、信頼感が低い家庭では、夫婦間においては、

衝突や葛藤がより生じやすい可能性があると予想される。両親の衝突と葛藤を見た子ども

は、恐怖や不安を抱くようになる。家庭内でそのような事態が繰り返されると、子どもは常

に不安や混乱に陥り、両親には近寄りづらくなり、家に居場所がなくなるように感じる恐れ

があるため、「家族との仲がぎくしゃくした」をより強く感じるのではないかと推測される。 

 最後は、保護者を支える人の状況が子どもの困りごとなどへの影響について考えてみる。

周りに支えてくれる人、例えば、心配ごとや悩みごとを聞いてくれたり、思いやってくれた

り、気分転換させてくれたり、子どもとの関わりに適切な助言をくれたりするといった情緒

的サポートをくれる人がいれば、保護者は子育ての不安や悩みなどをひとりで抱え込まず

に、周りに分けち合うことができ、より安心して子育てに向き合えるではないかと考えられ

る。心に余裕がある保護者は、子どもとしっかりと向き合って、子どもの友人関係の悩みな

どを聴くことで、子どもは良好な家族関係や友人関係を維持することができ、より家族との

コミュニケーションや、友人関係、居場所に困らないのだろう。このように、親の社会関係

資本が大きいことで、子どもの人間関係に正の影響を与えることがうかがえる。言い換える

と、阿部（2014）で指摘されているように、親の孤立は子どもの孤立リスクを高める。 

また、本調査では、世帯年収が低い家庭ほど、相談できるところが少ない傾向が見られる。

この点は、これまでの貧困調査においても指摘されており、例えば、阿部（2014）は、貧困

と社会的孤立は親密な関係にあり、貧困層の親は社会的に孤立している割合も高いことを

指摘している。 



 

今、新型コロナウイルスの感染拡大によって、ソーシャル・ディスタンスをとるように推奨

されていることから、社会的孤立がさらに深刻化していると推察される。上述したように、

困窮世帯ほど孤立になりやすく、孤立している家庭ほど新型コロナウイルス感染症などの

社会的変動の影響を受けやすいことから、困窮世帯においては、親と子どもがますます孤立

状態に陥る恐れがあるだろう。 

本調査の結果は、子育て世代、子どもを守るための地域の支援のあり方を考えるうえで、

重要な示唆を与えるものであると考えられる。子育てを取り巻く地域環境への支援、例えば、

地域における住民同士の交流機会を増やして、ネットワークを構築するための支援を行う

ことは、良好な夫婦関係の構築、保護者のメンタルヘルスだけでなく、子どものメンタルヘ

ルスや良好な対人関係の維持にも大きな意義があると考えられる。とくに、コロナ禍の中、

友人や親族との交流が少なり支援を得にくい、孤立している可能性のある親への支援に関

しては、経済的支援だけでなく、情緒的サポートなども重要な意味があるといえよう。3 密

を避け、人と人との間に物理的な距離が求められるコロナ禍の下、どのように親や子どもを

支援していくのかは喫緊かつ重要な課題である。この点については、厚生労働省（2020）が

発表している「ひとり親家庭の現状と支援施策について～その 2～」によれば、感染防止の

観点からテレビ電話や SNS 等を活用した相談支援や、各種支援策の申請手続き等に関する

コールセンターの開設などの取り組みが進められている。こういった支援策ができるだけ

早く実施されることが期待される。一方、困窮世帯においては、経済的な理由でスマートフ

ォンやパソコンなどのデジタル機器を持っていないことで、「情報格差（またはデジタルデ

ィバイド）」が広がる懸念についても、対策が必要であると考えられる。 
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Ⅲ. 総合考察 
 



 

Ⅲ. 総合考察 

本調査の目的は、新型コロナウイルス感染症により生じた社会システムの急激な変化に

よる子どもの生活への影響について、2 つの調査（１）新型コロナウイルス感染症の影響を

検討する保護者とその子どもを対象とした調査（以下、保護者調査・子ども調査）、（２）困

難を抱える子どもの対応をする機関の把握実態・対応状況の変化を検討するための調査（以

下、機関調査）から検討し、政策提言を行うことである。 

 新型コロナウイルス感染症の到来は、突発的であり、意図的でなく発症者と未発症者を分

断するという無差別性があり、身体的にはもちろんだが、それだけでなく経済的にも家族関

係、対人的関係など様々に問題を社会にもたらした。これらの体験は生活の急激な変化や精

神的負担、苛立ちや遺恨、または罪悪感など様々なコントロールできない感情を伴う。つま

り、自然災害の発生時と同様の社会現象が生じる可能性があり、今までの様々な災害時の社

会心理的分析や蓄積された知見は参考になるであろう。 

こういった観点から、本調査では、トラウマケアの視点、子どもの貧困の視点で先行研究

を参考に実施した。本項では、社会福祉の立場から結果に関する総合考察を行う。 

 

１．コロナ禍の影響：メンタルヘルスの観点から 

（１）新型コロナウイルス感染症がメンタルヘルスに与える影響 

 重村ら（2020）は、今回の新型コロナウイルス感染症のパンデミックを CBRNE（chemical, 

biological, radiological, nuclear, high-yield explosives；化学・生物・放射線物質・核・高

性能爆発物）災害の一亜系ととらえることができるとしている。CBRNE の特殊性として、

防護服など特殊対策が必要になること、猛烈な不安や不確実性を伴うこと、実際には感染し

ていないが感染したと自覚する人が発生し得ること、社会的混乱が生じること、政府のリス

ク管理が問われる事態になり得ることなどが挙げられている。そして、CBRNE 災害は、医

療インフラに大きな打撃を与えるとともに、人々の心身の健康状態を悪化させ、 行動の変

容をもたらすとしている。すなわち、移動外出は減少を余儀なくされ、アルコール飲酒など

の健康リスクを高める行動が増え、配偶者間暴力や家庭内虐待などの増加につながるとさ

れているのである。 

 一般的に、新型コロナウイルス感染症パンデミックとその結果についての特徴として、①

心的外傷（トラウマ）となりうること、②予測不能であること、③制御不能であることが挙

げられているが（Denckla et al., 2020）、これらはいずれも長期的に人々の心身の健康に大

きな影響を与える可能性があるものである。 

実際に、新型コロナウイルス感染症が一般人口のメンタルヘルスに与える影響について

のメタアナリシスでは、人々の不安症状、うつ症状、PTSD 症状、心理的苦悩やその他のス

トレス症状が増悪することが報告されており、そのリスク要因として、女性や若年令者、精

神疾患を有する人達が挙げられている。また、感染者とその家族や関係者、医療従事者など



 

とともに、もともと不良な社会経済的状態にある人や心身の健康不全を抱えている人、ソー

シャルサポートが乏しい人なども、新型コロナウイルス感染症の影響を被りやすい高リス

ク集団として挙げられている（Shigemura et al., 2020）。 

 

（２）今回の調査結果についての考察 

 今回の大規模調査の結果を見ると、さまざまな観点から、新型コロナウイルス感染症が子

どもや親、および、子どもの支援機関に大きな影響を与えていることがわかるが、ここでは、

主にインターネットによる親子調査の結果をもとに、メンタルヘルスの観点から考察する。 

 

①子どものトラウマと PTSD 症状 

トラウマとは、個人の力では対処できないくらい圧倒的な出来事を体験した時に被るス

トレスのことであるが、今回の新型コロナウイルス感染症は、まさに子どもにとって、トラ

ウマとなり得る出来事である。今回の調査では、新型コロナウイルス感染症に関連したトラ

ウマとなりうるできごとと子どもの PTSD 症状について、簡易な質問紙尺度（UCLA 心的

外傷後ストレス障害インデックス新型コロナウイルス感染症対応短縮版）を使用して調査

している。本来は、すべて子どもから回答を得るべきものであるが、今回は全体の質問量の

関係から、トラウマとなりうるできごとに関しては親に回答してもらい、PTSD 症状につい

ては子どもから回答を得るという変則的な構成になっている。そのため、結果の解釈には慎

重でなければならないが、少なくとも約 10%の子どもが最低１個の新型コロナウイルス感

染症関連のトラウマとなりうるできごと（子ども自身が感染、子どもにとって大切な人が隔

離または陽性あるいは死亡、子どもにとって大切な人がコロナ関連の仕事をしているなど）

を体験していた。これは、2002～2006 年に一般住民を対象に実施された世界精神保健日本

調査における、「命にかかわるような病気」または「自宅での暴力の目撃」の体験率と同程

度であり（Kawakami et al., 2014）、今後のメンタルヘルス対策を考える上で無視できない

ポイントである。 

 また、これらの体験を有している子ども 101 人のうち、何らかの PTSD 症状があると回

答した子どもは 93.1％にも上り、PTSD の可能性が高いとされた子どもは 17.8%であった

（表 1）。これは、児童青年のトラウマ体験と PTSDの関係を調査したメタアナリシス（Alisic 

 

表 1 新型ウイルス感染症関連のトラウマとなりうるできごとが 1つ以上 

あった子どもの PTSD症状 

 

度数 割合
レベル0 7 6.9%
レベル1：わずかなストレスレベル 42 41.6%
レベル2：軽いストレスレベル 34 33.7%
レベル3：重いストレスレベル 18 17.8%
合計 101 100.0%



 

 et al., 2014）において、性的虐待などの対人間トラウマを体験した女子の PTSD の発症率

とほぼ同等の値である。本調査において、低年齢の子どもは、質問の意味を十分に理解して

回答したかどうかは疑問であるが、少なくとも、今回の新型コロナウイルス感染症が子ども

のこころにトラウマとなるような大きな影響を及ぼした可能性が示唆された。 

 

②親のメンタルヘルス 

 K10 を用いて親のメンタルヘルスを調べた項目では、平均 8.02 点（標準偏差 8.3）で、

平常時の一般住民の平均値 5.8 点（標準偏差 6.1）（川上ら，2005）よりも高い値を示して

いた。また、気分障害や不安障害のおそれがありとされる 15 点以上のハイリスク集団は

19.25%だった。先行研究では、新潟県十日町市で 2011 年に発生した震度 6 弱の地震後の

40 歳以上の成人を対象とした調査で 15 点以上のハイリスク者が 9.1%と報告されており

（Tachibana et al., 2014）、それと比べてもかなり高値であった。 

 一方、子どもの回答が得られた親のみに絞って K6 の項目を抽出して算定したところ、平

均値は 5.15 点（標準偏差 5.52）で、平常時の一般住民の平均値 3.5 点（標準偏差 3.8；川

上ら, 2005）よりも高値であり、新型コロナウイルス感染症流行地の成人を対象とした先行

研究（Yamamoto et al., 2020）とほぼ同等の値を示していた。また本調査では、心理的ス

トレスが高いとされる 5～９点が 23.7%、気分障害や不安障害の恐れがあるとされる 10～

12 点が 8.2%、重症障害相当とされる 13 点以上が 11.6%であり、国立成育医療研究センタ

ー（2020）によるほぼ同時期の親子調査と同様の結果であった。これらは、2019 年の国民

生活基礎調査の値よりもはるかに高値だった。 

 いずれにせよ、今回の調査では、新型コロナウイルス感染症流行下において、親のメンタ

ルヘルスは、平常時の成人のメンタルヘルスよりも悪化しており、先行研究と同様の状態に

あることが裏付けられた。 

 

③子どものメンタルヘルスに影響を及ぼす要因 

 本調査のクロス集計の結果から、子どものストレスレベルと有意に関係していた因子は、

「障害手帳の有無」と「親のメンタルヘルス」であった。また、「親の勤務状態の変化」が

親のメンタルヘルスや子どもの PTSD 症状に有意に影響を与えていることも示された。さ

らに、「親身になってくれる人」「思いやってくれる人」「気分転換をさせてくれる人」「情報

を教えてくれる人」「留守を頼める人」など親をサポートしてくれる人の存在が、子どもの

さまざまな困り感を低減させることが明らかになった。 

 これらの結果は、もともと何らかの脆弱性を有する人たちにより大きな悪影響が及ぶ可

能性や、親のメンタルヘルスが子どもに多大な影響を与えること、さらには、親へのサポー

トがひいては子どもの苦悩を軽減するという、これまでの先行研究の結果（Shigemura et 

al., 2020）を裏付けるものであった。 

 



 

（３）今後の支援について 

  新型コロナウイルス感染症の公衆衛生対策で重要なことは、精神健康に有害であること

が知られている３つの要因、すなわち、①恐怖、②社会的孤立、③スティグマへの配慮であ

ると言われている。WHO は新型コロナウイルス感染症の感染予防と身体健康を守るため

に、「Do the Five」を提唱し、広く一般の意識を高める取り組みをしているが、メンタルヘ

ルス対策においても同様の取り組みが必要であると考えられている。ハーバードの TH チ

ャン公衆衛生学校では、トラウマ理論やエビデンスに基づいた災害メンタルヘルスの考え

方をもとに、次のような「メンタルヘルスのための REACH」を提唱している（Denckla et 

al., 2020）。 

① 問題に気づくこと（Recognize the problem） 

 パンデミックは非常にグローバルにストレス・恐怖・不安を広げる。 

② 社会的セーフティネットの拡大（Expand the Social Safety Net） 

 経済的及び社会的影響から人々を守ることでパンデミックの精神健康への悪影響が

低減する。 

③ 最もリスクの高い人達への支援（Assist Those Most At Risk） 

 DV 家庭や特別なニーズを有する子ども、以前から精神的問題を有する人や孤立 

状態にある人達への支援が重要である。 

④ レジリエンスを育成する（Cultivate Resilience） 

 集団レベルでの心理的応急処置（サイコロジカル・ファーストエイド実施の手引 

き第 2 版）などのエビデンスに基づいた戦略を普及させることが必要。 

⑤ 共感力を持つ（Have Empathy） 

 自分自身や他人、家族、隣人へのやさしさを積極的に示すことで、自分自身のストレ

スだけでなく、周りの人のストレスも軽減することができる。 

 

  さらに、ヨーロッパ・トラウマティックストレス学会は、安全性・信頼性と透明性・協働

とピアサポート・エンパワメントなどを中心価値とするトラウマインフォームドケア（亀岡

ら，2018）の取組みが、新型コロナウイルス感染症のパンデミック下においても必要であ

るとしている。メンタルヘルスに深刻な影響を及ぼす可能性のある新型コロナウイルス感

染症に対応するためには、トラウマに関連した問題意識を高め、再トラウマ化を回避し、予

防を強化することが、新型コロナウイルス感染症の被害を受けた個人・家族・地域・社会の

回復力を支えるために重要であると考えられているのである（Javakhishvili et al., 2020）。 

  本調査においても、新型コロナウイルス感染症が、わが国の親子のメンタルヘルスに甚大

な影響を及ぼしている実態が示されたことから、今後、わが国においても同様の対応が必要

とされていると思われる。 

 

 



 

参考文献 

Alisic, E, Zakta, AK, van Wesel, F, et al. Rates of post-traumatic stress disorder in 

trauma-exposed children and adolescents: meta-analysis. British J of Psychiatry, 

204:335-340, 2014. 

アメリカ国立子どもトラウマティックストレス・ネットワーク，アメリカ国立 PTSD セン

ター「サイコロジカル・ファーストエイド実施の手引き第 2 版」兵庫県こころのケアセ

ンター訳，2009 年 3 月．（http://www.j-hits.org/） 

Denckla, CA, Gelaye, B, Orlinsky, L, et al. REACH for mental health in the COVID19 

pandemic: an uegent call for public health action. European Journal of 

Psychotraumatology, 11(1), 2020. 

Javakhishvuli, JD, Ardino, V, Bragesjo, M, et al. Trauma-informed responses in 

addressing public mental health consequences of the COVID-19 pandemic: position 

paper of the European Society for Traumatic Stress Studies (ESTSS). European 

Journal of Psychotraumatology, 11(1), 2020. 

亀岡 智美, 瀧野 揚三, 野坂 祐子他．トラウマインフォームドケア : その歴史的展望. 精

神神経学雑誌． 

120：173-185. 2018. 

川上憲人，近藤恭子，柳田公佑．成人期における自殺予防対策の在り方に関する精神保健

的研究．平成16年度厚生労働科学研究費補助金（心の健康科学研究事業）．「自殺実

態に基づく予防対策の推進に関する研究」分担研究報告書． 

Kawakami, N, et al. Trauma and posttraumatic stress disorder in Japan: Results from 

the World Mental Health Japan Survey. J Psychiatr Res, 53: 157-165, 2014. 

国立成育医療研究センター．コロナ×こどもアンケート第3回調査報告書．2020．

http://www.ncchd.go.jp/center/activity/covid19_kodomo/report/finreport_03.html 

重村淳, 高橋晶, 大江美佐里他．COVID-19（新型コロナウイルス感染症）が及ぼす心理社

会的影響の理解に向けて．トラウマティック・ストレス, 18(1): 1-9, 2020.  

Shigemura, J, Ursano, RJ, Morganstein, JC, et al. Public responses to the novel 2019 

coronavirus 2019-nCoV） in Japan: Mental health consequences and target 

populations. Psychiatry Clin. Neurosci., 74: 281-282, 2020. 

Tachibana, A, Kitamura, H, Shindo, M, et al. Psychological distress in an earthquake-

devastated area with pre-existing high rate of suicide. Psychiatry Res, 30(2): 336-

40, 2014. 

Yamamoto, T, Uchiumi, C, Suzuki, N, et al. The Psychological Impact of 'Mild 

Lockdown' in Japan during the COVID-19 Pandemic: A Nationwide Survey under 

a Declared State of Emergency. International Journal of Environmental Research 

and Public Health, 17, 2020. 



 

２．コロナ禍の影響：社会福祉の立場から 

（１）本調査の特徴 

新型コロナウイルス感染症による生活の変化は、2020 年 1 月末の発症以来、4 月からの

緊急事態宣言を経て、1 年を経た 2021 年 1 月に再度の緊急事態宣言が発出されるに至って

いる。この波のなか、子どもを取り巻く生活は大きく変化し、今までの生活が当たり前では

なくなった。そして、生活の苦しさがさまざまな角度で報道されている。しかし報道は、当

然ながら許可が得られるところであるため、ある意味では偏ったものとならざるを得ない。

つまり、公的な機関や相談の実態は一般社会には見えにくい。広く社会に示されるのは、熱

心に取り組む NPO や地域、企業などにフォーカスされることになる。現在の報道から、日

本の子ども家庭福祉行政は何も対応できない存在なきものかと思わされるような愕然とす

る実態が示されている。 

そこで本調査は、まずは可視化されにくい子どもにかかわる公的機関における支援の実

態に関して、点ではなく線として把握できるように、コロナ前後として、長時間の経緯を網

羅的に把握することを目的とした。児童相談所と一時保護所、市町村の母子保健部門、児童

相談・母子相談部門、教育委員会と学校などの機関の実態と対応状況の変化を把握した。人

口規模別にも分析を行ったが、さらに 2020 年 9 月末時点の都道府県別コロナ感染者数（人

口 10 万人あたり累計）をもとに、都道府県を感染者数高位群／中位群／低位群の３つに区

分し分析を行った。コロナが始まって 1 年であり、公的な援助機関の実際を可視化するこ

とは意義があると考える。 

保護者と子どもの調査も様々に行われつつあるが、子どもの年齢ごと・年収ごとに分析し

たことも特徴的であろう。発生後 1 年たたない時期であることの課題も存在するが、この

時期に大規模調査を行い、すでに問題視されていることも含め明確に可視化したことの意

義は大きい。  

 

（２）子どもや家族に与える影響 

 今回の調査は「大阪府子どもの生活に関する実態調査」（大阪府立大学，2017）の項目を

多く活用したが、どの項目もすべてにおいて年収の差が明確に表出したという、全数把握ス

タイルの「大阪府子どもの生活に関する実態調査」の特徴とは違ったが、コロナ禍であるこ

とはどの家庭にも広く影響を与えているという、さらに深刻な状況ともいえる実態が明ら

かになった。詳細は、各章に記載があるため、ここでは省くが、以下の３点に焦点化し取り

上げる。 

 

① 見えないリスクの高さ 

  今回の結果から、テレワークや休職、失業による、配偶者・パートナーと過ごす時間ある

いは学校が休校や活動制限が生じて、子どもが家で過ごす時間が増え、家族に変化が生じた

と考えられる。例えば、保護者調査では家庭の中で精神的・身体的・その他の負担が増えた



 

割合が 4 割弱となっている。また子ども調査では、高いストレスを抱える子どもが約 6 割

という危機的な状況が示された。経済状況や不本意な在宅生活が、家庭内不和を起こす可能

性が高く、それは様々なところに影響することも明らかになった。このことは、すでに世間

で言われていることではあるが、4 割から 6 割と高い割合を可視化したことは、危機が迫っ

ている実感を持ちやすいであろう。 

  また障がいを持つ子どもがいる世帯の子どもは、障害を持つ子どもがいない世帯の子ど

もに比べてストレスレベルが高く、リスクが存在することを認識する必要がある。 

 

② 子どもの生活に関する困り感 

ストレスの根源となっている可能性のある、困りごとを見てみると、保護者は勤務状況の

変化等で精神的負担がある中で、子どもの「食事の状況」「生活リズム乱れ」「学業の遅れ」

などに 4～5 割の保護者が心配している。子どもも同様にこれらの項目に困っていた。これ

らはおおむね一致しているが、親の方が子どもより困り感が高かった。逆に子どもの方が、

困り感が高かった項目は、学校で過ごしていた時間に自宅で過ごすことになり、自宅で親が

不在になっている時間をどのように過ごしていいか自身の居場所に不安を持っていたこと

もわかった。 

精神的には、子どもの集中できないことや何かのきっかけで思い出すと、すごくいやな気

持ちになる、恐ろしくなる、悲しくなるというような反応を感じている子どもが「ごくたま

にある」や「時々ある」というレベルで 30％ほど存在した。これらの反応は、子どもが明

確に意識化しないことであり、これから先にどのような影響をもたらすのか非常に懸念が

感じられる。 

また学校に行きづらいと感じた子どもは 3 分の 1 をしめ、声にならない子どもたちの悲

痛な叫びととらえられよう。 

 

③ つながりに関して 

保護者の分析を通じて、世帯年収は夫婦間の信頼感に影響を与えていること、夫婦間の信

頼感は子どもが感じる家庭関係の変化に影響を与えること、保護者を支える人がいるかど

うかは、子どもの困りごとに影響を与えることがわかった。つまり保護者のソーシャルサポ

ートや家族に信頼関係が存在する場合、子どもも感情の安定につながることが明らかにな

った。このことは、親の心身ともに健康であることが子どもとのかかわりに影響を与え、そ

れが子どもの自己肯定感に影響し登校意欲につながっていくという大阪調査の結果（山野，

2019）とつながるものであった。また、コロナ禍における保護者の「精神的健康」と「孤立」

そして「世帯年収」とが関連していた。これも先行調査の同様の結果であった。  

 

（３）機関調査から見えること 

  ここでは、コロナ前、休校期間中、コロナ後という時点比較を行うことや、虐待相談や就



 

学援助など、申請月があり増減の揺れが激しい項目も想定されるため、1 年前の同じ月と比

べる方法をとった。そして、学校や保育園等の休校や休園措置の影響、情報照会、連携体制

などを確認し結果を示してきたことに関して横断的に考察を行う。さらに児童相談所のみ

質問内容に少し違いがあるが、3 つの時点で同じように設問し分析を行った。 

 

①支援機関の活動推移について 

コロナ禍において、どの機関も災害時と同様に、ケース対応は休校による影響など一定期

間減少し、その後増加するという傾向が明らかになった。各相談部門、相談内容によっては

減少のまま戻らないなどの違いも生じた。この中でもっとも懸念されることは、すべての子

どもが対象の健診業務や全戸訪問事業への影響である。これらは、子どもの発達段階に応じ

て決められた時期に行う必要があり、時期がずれると意味がない。つまり単に日を延ばせば

いいということではなく、時期を外したことによる、しわ寄せがのちの子どもに生じること

にもなる、重要な問題である。これは予測可能なため、止まることが生じても可能な方法を

踏まえておくなど対策が必要である。 

相談内容で特徴的だったのは、児童虐待相談である。児童相談所は、昨年と比較して数字

が下がっており、ほかの機関のような一旦下がってまた昇るような動きをしない。そもそも

児童相談所はパンク状態であり、コロナに特別に対応できていないことがうかがえる。 

また極めて特徴的だったのは、学校である。今回の調査対象は相談機関や相談部門である

ため、学校とは違った点もある。そのなかで学校は、子どもが直接出向く身近な機関として

データは明確で、保護者・子ども調査と合致する。つまり不登校の増加が明らかであった。

このことは子ども調査の子ども本人のデータがあらわすことと矛盾がない。 

 

②相談内容の傾向について 

学校や支援機関では、様々に訪問を伴う作業（学校の家庭訪問、保健所における事業など）

を実施しているが、コロナによる自粛によって、活動は余儀なく延期されたり、中止された

りした。これは、孤立しがちな保護者や子どもに会話する機会や勇気づける機会を逃したこ

とになる。気になる子どもたちをキャッチできず、結果的には見えないところで、子どもた

ちのストレスが高くなっていくことを放置せざるをえなくなったものと考える。 

教育委員会において休校期間中から相談件数が増加したのは、児童虐待に関する問題、貧

困に関する問題であり、7 月に明らかに貧困問題が多かったことは、文部科学省による「学

びの継続」のための『学生支援緊急給付金』の事業が 6 月にかけて本格的に実施されたこと

が大きい。児童虐待や貧困問題が増加傾向に動いたことは、コロナの影響があって、変化し

たと考えられる。しかし、いじめや暴力行為の現象などほかの問題にしわ寄せがいったので

はないかという懸念もある。例年の文部科学省学校基本調査で出される暴力行為はおおむ

ね校内暴力であることから、休校期間中は、この数値がなくなるのも当然である。子ども調

査における、ストレスを抱える子どもたちが約 6 割であったことを踏まえると、学校で行



 

動化していた子どもたちが家庭のなかで何等かにストレスをため込むことになったことが

想像できる。特に発症数の多い高位群では、いつものように児童虐待数が増加せず、低位群

ほど増えないなどからコロナによる影響で見えなくなったケース、拾えなくなったケース

が存在するのではないかと懸念される。 

 児童相談所では、身体的虐待相談が増加し、ほかの種類の児童虐待相談は減少傾向であっ

た。児童相談所における子どもの問題の特徴的なこととして、ゲーム依存の相談、性的な問

題、DV に関係する虐待相談が増えたことであった。さらに精神的にしんどさを感じている

保護者が増えた。人口規模が多い高位群の自治体は、その傾向が顕著で、3 時点のどこをと

ってみても、精神的しんどさを持つ父親は約 30％、母親は約 50～60％と母親の方が多い。

それは保護者調査の結果からも母親の子どもの休校期間のストレスをみれば理解できる。 

 

③連携について 

学校における相談件数が 2020 年 4 月、5 月と少なかったのは、休校期間中であり、明ら

かに学校は子どもが通っているという意味の機能はしておらず、子どもの実態が把握でき

なかったためである。警察が増えているのは、警察は一般に通報されやすく、学校が機能し

ない時期に地域やほかから警察につながったのであろうことがうかがえる。 

また、休校期間中から学校再開後にかけて、学校では他機関との連絡回数がいずれの群に

おいても増加していたことから、学校側から他機関と連携する意識が新型コロナウイルス

感染症の拡大によって高まっているといえる。さらに、学校が今までほぼ連携してこなかっ

た保健所と連携が始まったことは、コロナ禍だからこそ起きたことであろう。今後コロナに

かかわらず関係性が発展していくことに期待したい。 

 

（４）今後の支援について 

今回、保護者調査・子ども調査と機関調査によって、コロナによる影響の実態が明らかに

なった。一つ目は、広く子どもたちのストレス発散ができなかったことである。それによる

問題が発生している、あるいは、する可能性が大きい。例年、問題行動調査において明らか

にされるが、調査の暴力行為のなかでは、9 割以上は学校でおきる暴力行為であることと、

今回の 6 割の子どもたちがストレスを抱えていること、コロナ禍での居場所に困っていた

ことを鑑みると、関連している可能性がある。つまりストレスを行動化する場所も機会もて

なかった子どもは、ゲーム依存や性的な問題として、見えにくい方向へと形を変えたことと

考えられる。親のストレスや精神的負担の高さからもこれらの問題行動が見えにくいが、こ

れからも発生率が高いと考えられる。 

 二つ目は、コロナ禍においてはストレスが内面に向かい、保護者も子どもも孤立していく

ことである。親の影響を多く受けているがゆえに、このストレスが自身の内側に向かうこと

も懸念される。警察庁によると、去年 1 年間に自殺した人は、速報値 2 万 919 人で、過去

最少だった一昨年より 750 人、3.7％増えた。 



 

先行研究ではすでに、コロナ禍による子どものストレスに対する認識に有意な関係が見 

出されている(Russell et al., 2020)し、うつ症状とスマートフォン依存・インターネット依

存、親の問題と関連も明らかにされている（Duan et al., 2020）。つまり、ストレス発散と

インターネット依存は、コロナとの関連においてかなり注視すべきであろう。 

三つ目は、支援機関においては、平時から、自然災害や新型コロナウイルス感染症のよう

な緊急時においても対応できるような人員体制と支援体制を検討すべきでことである。緊

急事態宣言下においても乳児家庭訪問事業、養育支援訪問事業、乳児健康診査などの母子保

健部門では、いずれの自治体も可能な限りで事業を継続し、特に 6 月以降に訪問数や受診

人数を大幅に増やすなどの対応がされていた。他方、今回のコロナ渦の対応において、児童

相談所一時保護所においては、時間外勤務が増加し疲弊している職員の状況が明らかとな

っている。すべての子どもが対象の健診業務や全戸訪問事業が縮小される、受診の時期を外

したことによる、しわ寄せがのちの子どもに生じることにもならないように、事業が止まる

ことが生じても可能な方法を踏まえておくなど対策が必要である。 

 以下、政策として提案を行う。 

 

①貧困問題への対応 

今回の結果でも様々な給付金などの制度（例えば、「令和２年度子育て世帯への臨時特別

給付金」、「ひとり親世帯臨時特別給付金」など）を創設しても使用されない、多くはつなが

らなかった。制度を作るだけでは意味がなく、制度の方に必要な子どもに活用される仕掛け

が必要である。さらに様々な制度創設者や支援者ですら存在する受給者に関する偏見や自

己責任論の視線は未だ存在しており、これらを払拭する政府からの理念や価値の提示など

働きかけが必要なほどである。こういった世間の壁があることが元々自身から積極的につ

ながりにくい必要な人たちがさらにつながろうとならないことが今回の調査でも明らかに

なった。例えば、一部の自治体で取り組んでいるという高校奨学金の一部自動化なども取り

入れるべきである。また学習支援は意欲引き上げ支援から奨学金申請、学業に励むなど一連

の動きがあり、意欲引き上げから支援として位置づけ、ジョブコーチのように伴奏できるエ

デュ・コーチのような創設も必要であろう。 

 

②子どものリスクを発見する仕組み 

必要な子どもをキャッチアップするために、すでに開発し文部科学省がホームページ（文

科省・山野研究室，2020）上でも掲載され推奨されているスクリーニングの導入（山野ら，

2020；山野ら，2021）を制度化することを提案する。日々日常の些細な気付きを入力し、

忘れ物、遅刻、諸費滞納など横断的に確認しながら学校職員（専門職を含む）で議論し、支

援方策を決定するという、発見、方向性の決定、支援の実施（意欲引き上げ支援から意識し

たもの）がスムーズにできるように行うものである。リスクのある子どもにはアラートが出

る仕組みである。これを AI 化することが始まりつつあるが、自動で必要な子どもがピック



 

アップでき、学校職員にアドバイスするようなシステムを提案する。 

カナダオンタリオ州は、州内の自治体と協調し必要な住民が支援を受けやすいシステム

への移行プログラムを公表した。具体的には前線のワーカーは就労プログラムや技術支援、

子育て支援につなげる活動に注力し、州自体の支援申込・支払いシステムをより素早く簡便

なものとすることで、新型コロナウイルス感染が危惧される状況下でも継続的な支援が可

能になることを企図している。 

 

③福祉行政と教育行政の連携のデジタル化について 

福祉分野と教育分野において情報を共有して確認できたり、利用できたりする DX 化を

行う必要がある。多忙で無駄な働き方を改革し、事務作業は最小限の力として教員や福祉の

専門家の知恵を出し合うところは生かしていくことを推奨したい。内閣府においてこの教

育と福祉の壁や教育や福祉現場におけるデータへの抵抗感を払拭させる制度構築が検討さ

れる予定である。法改正含め、子どもの最善の利益のために、今後に期待したい。 

イギリスでは同じデータを関係機関で共有し、データのみ共有しているのであって、関係

機関で連携会議を行っているわけではない。効果もすぐに確認でき、お互いに頑張るモチベ

ーションになるし、成功した方法の共有にもなっている。 

 

④オンラインカウンセリングなどの導入 

新型コロナウイルス感染症においてオンラインがかなり広まったことで、ストレスなく

気軽に相談できるツールとして、オンラインカウンセリングも考えられるであろう。すでに

アメリカイリノイ州の一部で導入され、感染拡大後に素早くオンラインカウンセリングに

切り替えることで、ケアが必要な子ども・家庭，そこにおけるストレスへの対応を新型コロ

ナ感染拡大後も継続的に行っている。 

 

⑤地域資源の活用 

このようななかで、注目すべきこととして、コロナ禍の食事支援が難しく打撃を受けるな

か、子ども食堂の活動がどうすべきか悩みながら、新たな動きとして宅配を多くのところで

開始し、子ども食堂自体の個所数が増加していた。これは見えない貧困や孤立に世間の関心

がコロナによって高まり、人々の主体性を動かしたと考えられよう。こういった地域密着し

た支援は先述した孤立へのケアに有効であり（沖縄県・大阪府立大学，2019）、今後、貧困

対策だけでなく孤立対策にとっても重要な施策となるであろう。また本人からなかなか動

き出せない点については、アウトリーチによる支援展開を幅広く実施する必要がある。これ

もすでに先行研究は存在し（沖縄県・大阪府立大学，2019）、家庭訪問による支援によって

就学援助や無料塾につながり、支援に結びついた多さがわかる例がある。 

せっかく様々な素晴らしい取り組みがなされているが、必要な子どもに活用されないと

いうミスマッチも起きており、子ども食堂のような地域密着の取り組みをネットワーク化



 

することで主体性をアップし持続可能なものにする仕組み、スクリーニングのような学校

と地域をつなぐ仕組みが必須であろう。誰もがふらっと立ち寄れる場を増やし、そこにしっ

かりつなぐ仕組みが必要である。こうした貧困対策と以前さかんであった児童虐待予防の

方策である子育てサークルのネットワーク化などと必要な仕組みは基本同じような点が多

く、先行事象に学ぶべきであろう。 

 

最後に、本調査においての限界について触れる。保護者調査・子ども調査については、今

回の厚生労働科学研究特別研究の半年という限られた期間のなかで、インターネットで実

施したため、全数把握の形で実施した「大阪府子どもの生活に関する実態調査」などとは違

い、年収の低い方が多くアクセスしていないことが限界といえる。また、もう 1 点は、機関

調査では、国で行われている調査を参考に調査票を作成したが、全国 1,750 ほどの自治体は

様々で、自治体によっては実態とずれが生じ、回答がしづらいものがあったと思われる。先

述したように、半年という非常に短い調査期間との兼ね合いで調査票の検討に時間をかけ

ることができない等、調査の限界があった。 

 

付記 本調査を実施するにあたり、多くの方にご協力をいただきました。ここに、心より感

謝の意を表します。調査対象者の皆様方には、新型コロナウイルス感染症対策のご多忙のと

ころを、調査配布、回収にご協力いただきました。非常に高い回収率を得ることができたこ

とは皆様方のご協力の賜物です。最後になりましたが、ご回答いただいた調査対象者の皆様

にあらためて深く感謝いたします。 
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Ⅳ. 資料 
 



 

Ⅳ. 資料 

１．調査票：保護者調査票 

１．新型コロナウイルスの生活や仕事への影響 

新型コロナウイルスによる仕事への影響 

１．あなたは 2020 年の１月以降で新型コロナウイルスの影響により職場や職種が変わる、また

は仕事内容が変わるなどの変化はありましたか。 

1－1. 仕事の変化はどのようなものでしたか。（最もあてはまるものを１つ選んでください。） 

 1. 変化はなかった           2. テレワークなど勤務場所が変わった  

3. 時差通勤になった     4. 勤務形態（パート等）が変更になった  

5. 勤務時間・日数が変更になった 6. 休業を命じられた    

7. 職種が変更になった  8. 失業した（職場都合での失業）   

9. 退職した（自主退職）  10. 別の職場へ転職した    

11. その他 [     ] 

1－2．仕事の変化はあなたにとって負担になったと思いますか。 

 1．まったく負担に感じなかった    2．あまり負担に感じなかった   

3．まあまあ負担に感じた  4. とても負担に感じた 

 

新型コロナウイルスで利用した支援制度 

２．新型コロナウイルスの感染拡大の影響であなたが利用した制度がありますか。（あてはまる

ものをすべて選んでください） 

1. 特別定額給付金（対象者 1人につき 10万円を給付）  

2. 子育て世帯への臨時特別給付金 

3. ひとり親世帯臨時特別給付金  

4. 個人向け緊急小口資金等の特例（緊急小口資金） 

5. 国民年金保険料の免除・国民健康保険料の減免 

6．小学校休業等対応助成金・小学校休業等対応支援金 

7. 住居確保給付金（家賃） 

8. 企業主導型ベビーシッター利用者支援事業 

9. 生活困窮者などへの相談窓口 

10．家計が急変した家庭の学生に対する支援（授業料減免等） 

11. 困窮学生に対する授業料免除等の支援（大学・高校・専門学校等の支援） 

12. 国の学生支援緊急給付金 

13. 子どものための体験活動などへの支援 

14．修学旅行の中止や延期に伴うキャンセル料等への支援 

15. 事業者向けの支援制度（持続化給付金） 

16．事業者向けの支援制度（家賃支援給付金） 

17. 事業者向けの支援制度（雇用調整助成金の特例） 

18. 自治体独自の個人向けの支援制度 

19. 自治体独自の事業者向けの支援制度 

20. その他[              ] 

21．上記のどの制度も利用していない。 

 

新型コロナウイルス感染症で不安に感じたこと 

３． たくさんの人が新型コロナウイルス感染症をこわがったり、自分や家族や友達の安全と健

康について心配したりしています。こんな状況があなたのお子さんにどう影響しているかを選

んでください。 

 



 

 

 

は
い 

い
い
え 

①あなたのお子さんやあなたのお子さんが大切に思っている人がこの病

気のせいでひどく具合が悪くなったり、入院したりしましたか？ 

１ ２ 

②あなたのお子さんやあなたのお子さんが大切に思っている人がこの病

気の症状があるせいで隔離されましたか？ 

１ ２ 

③あなたのお子さんやあなたのお子さんが大切に思っている人が検査で

新型コロナウイルス陽性だと言われましたか？ 

１ ２ 

④あなたのお子さんが大切に思っている人がこの病気かもしれない人の

そばで働いていますか？ 

１ ２ 

⑤あなたのお子さんやご家族がこの病気のせいで家を離れなければいけ

ないことはありましたか？ 

１ ２ 

⑥あなたのお子さんが大切に思っている人がこの病気で亡くなりました

か？ 

１ ２ 

⑦ご家族は感染者のたくさんいる場所で仕事をしていますか？ １ ２ 

⑧あなたのお子さんやご家族が感染者に関わる仕事をしたために隔離さ

れましたか？ 

１ ２ 

⑨この病気のせいであなたのお子さんやご家族に何かほかにひどいこと

は起こりましたか  

１ ２ 

 

２．あなたの世帯の状況について 

世帯員について 

４．あなたの世帯の状況についておたずねします。ここでいう世帯員とは、住居と生計を共にす

る者と、住居だけを共にする者の両方を含みます。 

4-1. 世帯員の人数は何人ですか。（あてはまる人数の番号を１つ選んでください） 

 1. ２人   2. ３人   3. ４人  4．５人      5. ６人 

 6. ７人  7．８人   8. ９人  9．１０人以上 

 4-2. 世帯員の人に介護または介助の必要な方がいますか。（あてはまる番号を１つ選んでくだ

さい） 

  1. いる    2. いない 

 4-3. 世帯員のうち、子どもの人数は何人ですか。（世帯のすべての子どもの人数を１つ選んで

ください） 

 1. １人  2.  ２人  3. ３人  4. ４人  5．５人       

6. ６人     7. ７人   8．８人   9. ９人  10．１０人以上 

 4-4. 世帯員の子どものうち、小学校入学前（０～６歳）の子どもの人数は何人ですか。（あて

はまる人数の番号を１つ選んでください） 

1. いない  2. １人  3. ２人     4. ３人   5. ４人     6．５人以上  

 4-5. 世帯員の子どものうち、小学校１年生から 18歳未満（17歳以下）の子どもの人数は何人

ですか。（あてはまる人数の番号を１つ選んでください） 

   1. １人  2.  ２人  3. ３人  4. ４人  5．５人以上     

4-6. 世帯員の子どものうち、18 歳以上の子どもの人数は何人ですか。（あてはまる人数の番号

を１つ選んでください） 

   1. １人  2.  ２人  3. ３人  4. ４人  5．５人以上   

4-7. 世帯員をすべて選んでください。（あてはまる番号すべてを選んでください）※ご自身に

ついてもお答えください、 

   1. 子ども    2. お母さん   3. お父さん   4. おばあさん 

  5．おじいさん  6. おじ、おばなどの親戚        7．その他の人（   ） 

 



 

３．生活の状況について 

家族の状況について 

５．あなたの住居は次のうちどれにあてはまりますか。（あてはまる番号を１つ選んでください） 

  1. 持ち家（自分以外の名義を含む)  2. 府営・市営の住宅 

 3．UR 賃貸住宅・公社賃貸住宅   4. 民間の賃貸住宅   

5. 官舎・社宅         6. その他 

2020年１月時点[   ] 2020年 7 月時点[   ] 

 

６．お子さんのお父さんとお母さんの最終学歴（卒業・修了したもの）は次のうちどれに当ては

まりますか。（あてはまる番号を１つ選んでください）現在ひとりで子どもを育てている場

合はあてはまる方だけに〇をつけてください 

  1．中学校      2．高校   3． 高専・短期大学・専門学校  

4．大学  5．大学院  6． その他の教育機関  

7．答えたくない/該当の人はいない 

 

お父さん[   ] お母さん[   ] 

 

子どもとの関係について 

７. 子どもとの関係についてお聞きします。 

7-1. 学校や保育園などに登校している時間以外に、主にお子さんと過ごす時間か長いのはどな

たですか。※保育園などに通っていないお子さまの場合は、一番一緒にいる方を選んでください。 

      1. お母さん   2. お父さん   3. おばあさん     4. おじいさん 

   5. 兄・姉    6. 弟・妹    7. おじ・叔母などの親戚の人    8. 近所の人 

   9. 学童保育の指導員             10. 放課後デイサービスの指導員 

11. ファミリーサポートセンター会員 

   12. 子どもが一人でいる      13.その他のひと 

    

2020年１月時点[   ] 2020年 7 月時点[   ] 

 

7-2. お子さんの保護者の方が家にいる時間帯で、多い時間帯を選んでください。子どもと接す

る時間が長い保護者のケースでお答え下さい。 

   1. 子どもの学校や保育園などの帰宅時間にはいる 

      2. 子どもの夕食時間には家にいる 

      3. 子どもの寝る時間には家にいる 

      4. 子どもが寝た後に帰ってくる 

      5. 保護者の方の帰宅時間が決まっていない 

      6. その他（   ） 

2020年１月時点[   ] 2020年 7 月時点[   ] 

 

８. あなたのお子さんの中に、療育手帳や身体障がい者手帳、精神障がい者保健福祉手帳をお

持ちのお子さんはいますか。（あてはまる番号を１つ選んでください）※あなたのお子さま全

般についてお答えください。 

   1. いる       2. いない 

 

９. お子さんの学校（小学校、中学校、高校、特別支援学校、その他の学校）の通学状況につい

て、2019 年度と 2020 年度（現在）でもっとも近いものを１つ選んでください。幼稚園、保育

所、認可外保育施設、認定こども園に通っている方は７を選んでください。選択肢は学校のあ

る日でお考え下さい。 

※幼稚園、保育所、認可外保育施設、認定こども園に通っている方や通っていない方は「該当し



 

ない」を選んでください。 

1．ほぼ毎日通っている 

2．欠席は年間３０日未満である 

3．欠席が年間３０日以上、６０日未満である 

4．欠席が年間６０日以上、１年未満である 

5．欠席が１年以上続いている 

6．わからない 

7. 該当しない 

 

 

 

10. あなたの世帯では、経済的な理由で、次のような経験をされたことがありますか。（あては

まる番号すべてを選んでください） 

1．子どもを医療機関に受診させることができなかった。 

2．子どもの進路を変更した。 

3．子どものための本や絵本が買えなかった。 

4．子どもにおこづかいを渡すことができなかった。 

5．子どもに新しい服や靴を買うことができなかった。 

6．子どもを学校の遠足や修学旅行へ参加させることができなかった。 

7．子どもを習い事に通わすことができなかった。 

8．子どもを学校のクラブ活動に参加させられなかった。 

9．子どもを学習塾に通わすことができなかった。 

10．子どもの誕生日を祝えなかった。 

11．子どもにお年玉をあげることができなかった。 

12．子どもの学校行事などに参加することができなかった。 

13．子ども会、地域の行事（祭りなど）の活動に参加することができなかった。 

14．家族旅行（テーマパークなど日帰りのおでかけを含む）ができなかった。 

15．１～14の項目には、どれにもあてはまらない。 

 

2020年１月時点[   ] 2020年 7 月時点[   ] 

 

新型コロナウイルスの子どもへの影響 

11. 新型コロナウイルスによる状況変化に関連したお子さんへの状況をお聞きします。 

11-1．お子さんの通われている、学校（小学校、中学校、高校、特別支援学校、その他の学校等）、

幼稚園、保育所、認可外保育施設、認定こども園、は新型コロナウイルスの影響で休校または登

園自粛になりましたか？※ご自身のすべてのお子さまについてお答えください。 

2019年度[   ] 2020年度（現在）[   ] 

 休
校
・
登
園
自
粛

に
な
っ
た 

休
校
・
登
園
自
粛

に
な
ら
な
か
っ
た 

通
っ
て
い
な
い
・

該
当
す
る
子
ど
も

が
い
な
い 

① 幼稚園 １ ２ ３ 

② 保育所 １ ２ ３ 

③ 認可外保育施設 １ ２ ３ 

④ 認定こども園 １ ２ ３ 

⑤ 小学校 １ ２ ３ 

⑥ 中学校 １ ２ ３ 



 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

11-2. 新型コロナウイルスの影響で、お子さんのことで日々困っていると感じていることは下

記のうちのどれですか。（当てはまる番号をすべて選んでください。）A～C 内で、お子さんが複

数いる場合は、今回の調査で該当する子どもについて書いてください。 

 

A. 乳幼児・園児のお子さんがいる方 B．小学生のお子さんがいる方 

1. 家の大人の人（お母さん・お父さん・おば

あちゃん・おじいちゃん・親せきなど）が仕

事にいっている間の居場所 

1. 家の大人の人（お母さん・お父さん・おば

あちゃん・おじいちゃん・親せきなど）が仕

事にいっている間の居場所 

２．子どもの感情が不安定になること ２．子どもの感情が不安定になること 

３．子どもの友人関係 ３．子どもの友人関係 

４．昼ご飯などの食事の状況 ４．昼ご飯などの食事の状況 

５．体の発達状況 ５．体の発達状況 

６．性に関すること ６．性に関すること 

７．生活のリズムの乱れ ７．生活のリズムの乱れ 

８．家族とのコミュニケーション ８．家族とのコミュニケーション 

９．将来の入試などの状況 ９．学業（学校の授業の進み具合など）の遅

れ 

10. その他 10. 将来の入試などの状況 

 11. その他 

 

 

C. 中学生・高校生・その他の学生（12才～

18 才）のお子さんがいる方 

1. 家の大人の人（お母さん・お父さん・おば

あちゃん・おじいちゃん・親せきなど）が仕

事にいっている間の居場所 

２．子どもの感情が不安定になること 

３．子どもの友人関係 

４．昼ご飯などの食事の状況 

５．体の発達状況 

６．性に関すること 

７．生活のリズムの乱れ 

８．家族とのコミュニケーション 

９．学業（学校の授業の進み具合など）の遅

れ 

10．将来の入試などの状況 

11. 将来の進路の状況（志望校や職業につい

て） 

12．就職活動の状況 

13. その他 

⑦ 高校・高専生 １ ２ ３ 

⑧ その他の学校(通信制・予備

校生・フリースクール等) 

１ ２ ３ 

⑨大学・短大・専門学校・大学

院 

１ ２ ３ 

⑩特別支援学校 １ ２ ３ 

⑪通っていない/該当する子ど

もはいない 

１ ２ ３ 



 

４．あなたの健康状態について 

心身の状態 

12. あなたは過去 30日の間にどれくらいの頻度で次のことがありましたか。  

 

５．あなたとまわりの人との状況について 

まわりとの関係について 

13-1.新型コロナウイルスによる状況変化に関連して、あなたと周りの関係についておたずねし

ます。新型コロナウイルスによる状況変化を経て、あなたと配偶者・パートナーの関係はどのよ

うになりましたか。（当てはまる番号を選んでください。）※配偶者・パートナーは婚姻届を出し

ていない事実婚や別居中の夫婦、元配偶者（離別・ 死別した相手、事実婚を解消した相手）も

含みます。※現在の配偶者やパートナーについてお答えください。また、現在配偶者やパートナ

ーがいない方は直近の方についてお答えください。 

1．とてもよくなった    2．よくなった   3．変わらない  

4. 悪くなった   5. とても悪くなった    

6. 配偶者・パートナーはいない 

 

13-2. 新型コロナウイルスによる状況変化を経て、あなたと配偶者・パートナーとの関係につい

て、次の項目でもっとも近いものを選んでください。 

 1. とても信頼している  2. 信頼している  3. あまり信頼していない 

 4. 全く信頼していない     5. その他 

  

13-3. 新型コロナウイルスによる状況変化を経て、あなたと配偶者・パートナーと過ごす中で、

変化はありましたか。（当てはまる番号をすべて選んでください。） 

1．変化なし        

2．家庭の中で精神的負担が増えた     

3．家庭の中で身体的負担が増えた 

4．家庭の中でその他（精神的・身体的負担以外）の負担が減った 

5．家庭の中で精神的負担が増えた    

6．家庭の中で身体的負担が減った 

7．家庭の中でその他（精神的・身体的負担以外）の負担が減った 

 

 

 全
く
な
い 

少
し
だ
け

あ
る 

時
々
あ
る 

ほ
と
ん
ど

あ
る 

い
つ
も
あ

る 

① 理由もなく疲れ切ったように感じましたか。 １ ２ ３ ４ ５ 

② 神経過敏に感じましたか。 １ ２ ３ ４ ５ 

③ どうしても落ち着けないくらいに、神経過敏に感じまし

たか。 
１ ２ ３ 

４ ５ 

④ 絶望的だと感じましたか。 １ ２ ３ ４ ５ 

⑤ そわそわ、落ち着かなく感じましたか。 １ ２ ３ ４ ５ 

⑥ じっと座っていられないほど、落ち着かなく感じました

か。 
１ ２ ３ 

４ ５ 

⑦ 憂うつに感じましたか。 １ ２ ３ ４ ５ 

⑧ 気分が沈み込んで、何が起こっても気が晴れないように

感じましたか。 
１ ２ ３ ４ ５ 

⑨ 何をするのも骨折りだと感じましたか。 １ ２ ３ ４ ５ 

⑩ 自分は価値のない人間だと感じましたか。 １ ２ ３ ４ ５ 



 

13-4. 次の①～⑦について、おうちの方を含め（子どもは除く）、あなたを支えてくれて、手伝

ってくれる人はいますか。（あてはまる番号１つを選んでください）※ここでいうおうちの方は、

住居と生計を共にする者と、住居だけを共にする者の両方を含みます 

 い
る 

い
な
い 

わ
か
ら

な
い 

① 心配ごとや悩みごとを親身になって聞いてくれる人 １ ２ ３ 

② あなたの気持ちを察して思いやってくれる人 １ ２ ３ 

③ 趣味や興味のあることを一緒に話して、気分転換さ

せてくれる人 
１ ２ ３ 

④ 子どもとの関わりについて、適切な助言をしてくれ

る人 
１ ２ ３ 

⑤ 子どもの学びや遊びをゆたかにする情報を教えてく

れる人（運動や文化活動） 
１ ２ ３ 

⑥ 子どもの体調が悪いとき、医療機関に連れて行って

くれる人 
１ ２ ３ 

⑦ 留守を頼める人 １ ２ ３ 

 

13-5. あなたが本当に困ったときや悩みがあるとき、相談相手や相談先はどこですか。（あては

まる番号すべてを選んでください）※「学童保育」とは、「放課後こどもクラブ」、「放課後児童

室」、「放課後児童クラブ」も含みます。 

1．配偶者・パートナー 

2．自分の親 

3．配偶者・パートナーの親 

4．きょうだい・その他の親戚 

5．近隣に住む知人や友人 

6．近隣に住んでいない知人や友人 

7．職場関係者 

8．保育所・幼稚園・認定こども園・認可外保育施設等の先生 

9. 学校の先生やスクールカウンセラー 

10．子育て講座（乳幼児・小・中学生を持つ保護者を対象）等を担当するリーダーや職員等 

11．公的機関や役所の相談員 

12．学童保育の指導員 (放課後こどもクラブ、放課後児童室、放課後児童クラブも含む 

13．地域の民生委員・児童委員 

14．民間の支援団体 

15．民間のカウンセラー・電話相談 

16．医療機関の医師や看護師 

17．インターネットのサイト（SNSを含む）への書き込み 

18．その他 

19．相談できる相手がいない 

 

6．あなたの世帯の家計について 

家計について 

14．あなたの世帯の家計の収支状況についておたずねします。 

14-1. お子さんの保護者の方の就業状況は次のうちどれにあてはまりますか。お父さん、お母さ

ん以外の方が家計を支えている場合は、「お父さん、お母さん以外の方」にもご記入をお

願いします。現在ひとりで子どもを育てている場合はあてはまる方だけ選んでください。 

現在育児休業などで休業中の方は復職するときの仕事の番号を選んでください。 

   1. 勤め（常勤・正規職員） 



 

   2. 勤め（パートまたはアルバイト、非正規職員で１か所に勤務） 

   3. 勤め（パートまたはアルバイト、非正規職員で２か所以上に勤務） 

   4. 自営業・家業 

   5. その他の就業形態 

    ＜働いていない・仕事を探している＞ 

  6. 仕事を探している 

＜働いていない・仕事を探していない＞ 

7. 家事や育児に専念、 

8. 学生 

9. おうちの人の介護や介助、 

10. 病気療養 

11. 年金など、 

12. 家賃収入、株式運用など、 

13. その他（        ） 

   14. あてはまる人はいない 

  

2020年１月時点 

お父さん[   ] お母さん[   ] お父さん、お母さん以外の方[   ] 

2020年 7 月時点 

お父さん[   ] お母さん[   ] お父さん、お母さん以外の方[   ] 

 

14-2.  お子さんの保護者の方の勤務先の業種は次のうちどれにあてはまりますか。お父さん、

お母さん以外の方も家計を支えている場合は、「お父さん、お母さん以外の方」にもご記

入をお願いします。現在ひとりで子どもを育てている場合はあてはまる方だけ選んでく

ださい。 

現在育児休業などで休業中の方は復職するときの仕事の番号を選んでください。 

1. 農林漁業       2. 鉱業・採石業        3. 建設業 

4. 製造業    5. 電気・ガス・熱供給・水道業   6. 運輸・通信業  

7. 卸売業・小売業  8. 不動産業     

9. 学術研究・専門・技術サービス業    10. 宿泊業・飲食店 

11. 教育学習支援業  12. 医療・福祉（保育所含む） 13. サービス業    

4. 公務   15. その他（分類不能の産業）  

 

2020年１月時点 

お父さん[   ] お母さん[   ] お父さん、お母さん以外の方[   ] 

2020年 7 月時点 

お父さん[   ] お母さん[   ] お父さん、お母さん以外の方[   ] 

 

14-3. あなたの世帯では以下の手当や援助等を 2020 年 4 月以降受けていますか。（①～⑫の項

目について、あてはまる番号１つを選んでください）[その他以外必須] 

 受
け
て

い
る 

受
け
て

い
な
い 

① 児童手当 １ ２ 

② 就学援助費※１ １ ２ 

③ 児童扶養手当※２ １ ２ 

④ 障がいや難病の手当※３ １ ２ 

⑤ 生活保護 １ ２ 

⑥ 公的年金（老齢年金） １ ２ 



 

⑦ 公的年金（遺族年金、障害年金） １ ２ 

⑧ 雇用保険（失業保険） １ ２ 

⑨ 養育費 １ ２ 

⑩ 親・親族からの仕送り １ ２ 

⑪ 退職金 １ ２ 

⑫ その他 [             ] １ ２ 

 

※１ 「就学援助費」とは、経済的な理由により、就学が困難と認められる児童生徒に対して、

学用品費などを援助する制度です。  

※２ 「児童扶養手当」とは、父または母と生計を同じくしていない１８歳到達後最初の年度

末までの児童（児童に政令で定める程度の障がいがある場合は２０歳未満の児童）を監護して

いるひとり親家庭の母または父等に支給される手当です。１５歳までを対象とした「児童手

当」とは異なります。 

※３ 障がいや難病を対象とした手当には、特別児童扶養手当、障がい児福祉手当、重度障が

い者介護手当などがあります。 

 

14-4. 前年（２０１９年)）のあなたの世帯の収入合計額（税込み）は、およそいくらでしたか。

（あてはまる番号１つを選んでください） 

1. 200 万円未満       2. 200～400万円未満   3. 400～600 万円未満 

4. 600～800 万円未満     5. 800～1000 万円未満    6. 1000～1200万円未満 

7. 1200～1500 万円未満     8. 1500～2000万円未満   9. 2000 万円以上 

 

15．新型コロナウイルスに関連して、毎日の生活で感じていることを自由に書いてください。 

 

 

 

 

 

 

  



 

２．調査票：子ども調査票 

問１ あなたの学年
がくねん

と性別
せいべつ

を教
おし

えてください。あてはまるものを一
ひと

つ選
えら

んで〇をつけてくださ

い 

1．学年
がくねん

（   ）（小・中・高・その他の学校） 

2
２

．性別
せいべつ

（1. 男
おとこ

、2. 女
おんな

、3. その他
た

、4. 答
こた

えたくない） 

 

問 2. 休 校
きゅうこう

期間中
きかんちゅう

・学校
がっこう

再開後
さいかいご

のあなたの生活
せいかつ

についてお聞
き

きします。 

2-1. あなたの学校
がっこう

は新型
しんがた

コロナウイルスの影 響
えいきょう

で休 校
きゅうこう

になりましたか？あてはまるものを

一つ選んで〇をつけてください 

1, 休 校
きゅうこう

になった⇒2-2へ進
すす

んでください 2, 休 校
きゅうこう

にならなかった⇒問
とい

3へ進
すす

んでください 

 

2-2.  休 校
きゅうこう

期間中
きかんちゅう

・学校
がっこう

再開後
さいかいご

のあなたの生活
せいかつ

についてお聞
き

きします。あてはまるもの一
ひと

つを

選
えら

んで〇をつけてください。 

1．休 校
きゅうこう

期間中
きかんちゅう

、生活
せいかつ

リズムが乱
みだ

れた 

1．とてもあてはまる   2．まぁまぁあてはまる  3．どちらともいえない  

4．あまりあてはまらない  5．まったくあてはまらない 

 

2．休 校
きゅうこう

期間中
きかんちゅう

、給 食
きゅうしょく

がないため困
こま

った 

1．とてもあてはまる   2．まぁまぁあてはまる  3．どちらともいえない  

4．あまりあてはまらない   5．まったくあてはまらない 

 

3．あなたは休校期間
きゅうこうきかん

中
ちゅう

の昼間
ひ る ま

、主
おも

にどこで過
す

ごしましたか？あてはまるものをすべて選
えら

んで

ください。  

1．自分
じ ぶ ん

の家
いえ

 2．親戚
しんせき

の家
いえ

 3．友達
ともだち

の家
いえ

 4．学校
がっこう

 5．児童館
じどうかん

や公民館
こうみんかん

 6．公園
こうえん

  

7．コンビニやスーパーやショッピングモール 8．ゲームセンター 9．カラオケ  

10．インターネットカフェ 11．その他
た

（          ） 

 

4．学校
がっこう

再開後
さいかいご

、生活
せいかつ

リズムを戻
もど

すのに苦労
く ろ う

した／生活
せいかつ

リズムが戻
もど

らなかった 

1．とてもあてはまる   2．まぁまぁあてはまる  3．どちらともいえない  

4．あまりあてはまらない   5．まったくあてはまらない） 

 

5．学校
がっこう

再開後
さいかいご

、学校
がっこう

に行
い

くことがつらく感
かん

じる 

1．とてもあてはまる   2．まぁまぁあてはまる  3．どちらともいえない  

4．あまりあてはまらない   5．まったくあてはまらない 

  



 

問 3 新型
しんがた

コロナウイルスの影 響
えいきょう

で、あなたが日々
ひ び

困
こま

っていると感じていることは次のうちの

どれですか。あてはまるものをすべて選
えら

んで〇をつけてください。Aは小学生
しょうがくせい

の方
かた

、Bは中学生
ちゅうがくせい

・

高校生
こうこうせい

の方
かた

が答
こた

えてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A．小学生
しょうがくせい

の方
かた

 

1. 家
いえ

の大人
お と な

の人
ひと

（お母さん
お か あ さ ん

・お父さん
お と う さ ん

・おばあち

ゃん・おじいちゃん・親
しん

せきなど）が仕事
し ご と

にいっ

ている 間
あいだ

の居場所
い ば し ょ

 

2．自分
じ ぶ ん

の感 情
かんじょう

が不安定
ふあんてい

になること 

3．友人
ゆうじん

関係
かんけい

 

4．昼
ひる

ご飯
ご は ん

などの食事
しょくじ

の 状 況
じょうきょう

 

5． 体
からだ

の発達
はったつ

状 況
じょうきょう

 

6．性
せい

に関する
か ん す る

こと 

7．生活
せいかつ

のリズムの乱れ
み だ れ

 

8．家族
か ぞ く

とのコミュニケーション 

9．学 業
がくぎょう

（学校
がっこう

の授 業
じゅぎょう

の進み具合
す す み ぐ あ い

など）の遅れ
お く れ

 

10．将 来
しょうらい

の入試
にゅうし

などの 状 況
じょうきょう

 

11. その他
た

 

B. 中学生
ちゅうがくせい

・高校生
こうこうせい

・その他
ほか

の学生
がくせい

の方
かた

 

1. 家
いえ

の大人
お と な

の人
ひと

（お母さん
お か あ さ ん

・お父さん
お と う さ ん

・おばあち

ゃん・おじいちゃん・親
しん

せきなど）が仕事
し ご と

にい

っている 間
あいだ

の居場所
い ば し ょ

 

2．自分
じ ぶ ん

の感 情
かんじょう

が不安定
ふあんてい

になること 

3．友人
ゆうじん

関係
かんけい

 

4．昼
ひる

ご飯
ご は ん

などの食事
しょくじ

の 状 況
じょうきょう

 

5． 体
からだ

の発達
はったつ

状 況
じょうきょう

 

6．性
せい

に関
かん

すること 

7．生活
せいかつ

のリズムの乱れ
み だ れ

 

8．家族
か ぞ く

とのコミュニケーション 

9．学 業
がくぎょう

（学校
がっこう

の授 業
じゅぎょう

の進み具合
す す み ぐ あ い

など）の遅れ
お く れ

 

10．将 来
しょうらい

の入試
にゅうし

などの 状 況
じょうきょう

 

11. 将 来
しょうらい

の進路
し ん ろ

の 状 況
じょうきょう

（志望校
しぼうこう

や 職 業
しょくぎょう

につい

て） 

12． 就 職
しゅうしょく

活動
かつどう

の 状 況
じょうきょう

 

13. その他
た

 



 

問 4. あなたのまわりの人
ひと

との関係
かんけい

についてお聞
き

きします。あてはまる番号
ばんごう

を一
ひと

つ選
えら

んで〇を

つけてください。 

 と
て
も
あ
て
は

ま
る 

ま
ぁ
ま
ぁ
あ
て

は
ま
る 

ど
ち
ら
と
も
い

え
な
い 

あ
ま
り
あ
て
は

ま
ら
な
い 

ま
っ
た
く
あ
て

は
ま
ら
な
い 

 

1．新型
しんがた

コロナウイルスやステイホームの影 響
えいきょう

で、家族
か ぞ く

との仲
なか

がぎくしゃくした 
1 2 3 4 5 

2．新型
しんがた

コロナウイルスやステイホームの影 響
えいきょう

で、自分
じ ぶ ん

の悩み
な や み

や気持
き も

ちを、家族
か ぞ く

以外
い が い

の人
ひと

（友達
ともだち

や知
し

り合
あ

いの大人
お と な

の人
ひと

）に伝
つた

えたり、相談
そうだん

したりする機会
き か い

がなくなった 

1 2 3 4 5 

3．私
わたし

の保護者
ほ ご し ゃ

（お母
かあ

さん、お父
とう

さんなど）は 私
わたし

の気持
き も

ちになって向
む

き合
あ

ってくれる 
1 2 3 4 5 

 

問 5. 新型
しんがた

コロナウイルス感染症
かんせんしょう

のせいで起
お

こっていることに対するあなたの反応
はんのう

をたずねま

す。この１か月
１ か げ つ

の間
あいだ

に、どれくらいのつぎのようなことがおこったのか、０～４の番号
ばんごう

を一
ひと

つ

選んで〇をつけてください。 

     この１ヵ月
１ か げ つ

でどれくらいありますか 

全
く
な
い 

ご
く
た
ま
に

あ
る 

と
き
ど
き
あ

る か
な
り
あ
る 

ず
っ
と
あ
る 

1 

起
お

こったことや起
お

こっていることを思い出
お も い だ

させる

ような人や、場所
ば し ょ

や、ものごとには、近
ちか

づかない

ようにする 

1 2 3 4 5 

2 
すぐにはらがたって、言

い

いあいやケンカになりや

すい 
1 2 3 4 5 

3 なかなか 集 中
しゅうちゅう

したり、注意
ちゅうい

を向けたりできない 1 2 3 4 5 

4 

なにかのきっかけで起こったことや起こっている

ことを思
おも

い出
だ

すと、すごくいやな気持
き も

ちになった

り、おそろしくなったり、悲
かな

しくなったりする 

1 2 3 4 5 

5 
うれしいとか、だれかのことを大好

だ い す

きだとか、思
おも

えない 
1 2 3 4 5 

6 
起こったことや起こっていることについて、なに

かを考えたり、感じたりしないようにする 
1 2 3 4 5 

7 

なにかのきっかけで起
お

こったことを思
おも

い出
だ

すと、

むねがドキドキしたり、あたまがいたくなった

り、おなかがいたくなったりする 

1 2 3 4 5 

8 「もうだれも信用
しんよう

できない」と思
おも

う 1 2 3 4 5 

9 
だれかといっしょにいても、自分

じ ぶ ん

はひとりぼっち

だと感
かん

じる 
1 2 3 4 5 



 

 

以上
いじょう

です。ご協 力
きょうりょく

ありがとうございました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 

思
おも

い出
だ

したくないときに、起
お

こったことや起
お

こっ

ていることついて､あたまがごちゃごちゃになる

ような 考
かんが

え、映像
えいぞう

、音
おと

がふいにうかぶことがあ

る 

1 2 3 4 5 

11 

なかなかねれなかったり、夜中
よ な か

にしょっちゅう目
め

がさめたり、一度目
い ち ど め

がさめるとなかなかねつけな

かったりする 

1 2 3 4 5 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度厚生労働行政推進調査事業 

（厚生労働科学特別研究事業） 

コロナ禍における子どもへの影響と支援方策 

のための横断的研究 

保護者調査・子ども調査 

報告書 

 

令和 3 年 3 月 

公立大学法人大阪 大阪府立大学 山野則子研究室 


